
様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評価調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式   

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１−２−（３） 第１ 研究開発の成果の最⼤化その他の業務の質の向上に関する事項 

２ ⽔源林造成業務 
（３）地域との連携 

業務に関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個別
法条⽂など） 

国⽴研究開発法⼈森林研究・整備機構法第 13 条第 1 項第 4 号 

当該項⽬の重要度、困難度  関連する政策評価・⾏政事業レ
ビュー 

政策評価書：事前分析表農林⽔産省４−⑲ 
⾏政事業レビューシート事業番号：2022-農⽔-21-0259 

 
２．主要な経年データ 
①主な参考指標情報（モニタリング指標等） ②主要なインプット情報（財務情報及び⼈員に関する情報）（※２） 

指標等 達成⽬標 基準値 
(※１) 

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度  ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 
評価指標１に係るもの        予算額［千円］ 37,171,905     

被災地の復旧に資する森
林整備協定の締結件数
［件］ 

− 9 15 
    

決算額［千円］ 
 

39,552,866 
    

被災森林の復旧件数［件］ − 5 9     経常費⽤［千円］ 2,310,719     
被災森林の復旧⾯積［ha］ − 50 128     経常利益［千円］ 2,862,525     

評価指標２に係るもの        ⾏政コスト［千円］ 4,528,054     
技術検討会開催回数［回］ − 6 7     従事⼈員数［⼈］ 339     
出張教室の取組状況 − − 3     

※１ 前中⻑期⽬標期間の平均値 
※２ 予算額、決算額は⽀出額を記載。⼈件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の⾦額を記載 
 

３．各事業年度の業務に係る⽬標、計画、業務実績、年度評価に係る⾃⼰評価及び主務⼤⾂による評価 
中⻑期⽬標 中⻑期計画 

⾃然災害発⽣時における被災森林の迅速な復旧を図るとともに、林業関係者等へ森林整備技術の普
及及び⽔源林造成事業に対する理解の醸成を図るため、地域との連携強化や⽀援に取り組む。 

ア 災害復旧への貢献  
⾃然災害の頻発化、激甚化等を踏まえ、⾃然災害発⽣時に被災森林の迅速な復旧を図るため、地

域との連携強化や⽀援に取り組む。 
 
イ 森林整備技術の普及  

森林整備センターが主催する技術検討会等を通じ、林業関係者等へ森林整備技術の普及及び⽔
源林造成事業に対する理解の醸成を図る。 

主な評価軸（評価の視点）、指標等  
評価の視点 評価指標 
＜評価の視点１＞  

・⾃然災害発⽣時に被災森林の迅速な復旧を図るため、地域との連携強化や⽀援に取り組んでいる
か。 

（評価指標１）  
１ 被災地の復旧に資する森林整備協定の締結件数  
２ 被災森林の復旧件数及び復旧⾯積 

＜評価の視点２＞  
・森林所有者及び林業関係者等へ森林整備技術の普及及び⽔源林造成事業に対する理解の醸成を図

っているか。 

（評価指標２）  
１ 技術検討会開催回数  
２ 出張教室の取組状況 

年度計画 法⼈の業務実績等・⾃⼰評価  
 業務実績 ⾃⼰評価 
 ＜主要な業務実績＞ 評定 B 
第１ 研究開発の成果の最⼤化その他

の業務の質の向上に関する⽬標
 
 

＜評定と根拠＞ 
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を達成するためとるべき措置流
域保全の取組の推進  

２ ⽔源林造成業務 
（３）地域との連携 

ア 災害復旧への貢献  
⾃然災害の頻発化、激甚化等

を踏まえ、⾃然災害発⽣時に被
災森林の迅速な復旧を図るた
め、地域との連携強化や⽀援に
取り組む。 

 
 
 
 
（評価指標１） 
１ 被災地の復旧に資する森林整備協定の締結件数 

⾃然災害発⽣時に被災森林の迅速な復旧を図るため、被災状況や復旧計画を含めた情報共有を図るこ
と等を盛り込んだ森林整備協定について、市町村や森林組合等と 15 件を締結した。 

 
２ 被災森林の復旧件数及び復旧⾯積 

被災森林の迅速な復旧を図るため、9 件、128ha の森林整備を⾏った。（実績値 128ha÷基準値 50ha
＝256％） 

特に、平成 26 年に発⽣した群⾺県桐⽣市の⼤規模な森林⽕災跡地において植栽を完了するとともに、
適切な保育作業を実施した。また、平成 30 年に発⽣した北海道胆振東部地震の被災地においては、北
海道が令和３年７⽉に策定した「胆振東部地震被災森林復旧指針」及び現地踏査結果等を踏まえつつ、
新規契約候補地での植栽優先箇所の検討等を⾏った。 

 
３ 計画にない業務実績 

⾃然災害が発⽣した際に、都道府県等からの技術的な⽀援要請に対応するための「技術⽀援チーム」を
設置するとともに、林野庁職員を講師とした災害⽀援に関する研修を実施した。 

 
 
 
 
「ア 災害復旧への貢献」においては、近年の⾃然災

害の頻発化、激甚化等を踏まえた対応を強化する観点か
ら、被災時の迅速な復旧に資する協定の締結を推進した
（評価指標１−１）。 

また、これまでに発⽣した⾃然災害の被災地における
⽔源林造成業務による復旧について、着実に取り組んだ
（評価指標１−２）。 

このほか、計画にない業務実績として、被災地域の災
害復旧において⽀援要請に対応するための「技術⽀援チ
ーム」を設置するとともに、林野庁職員を講師とした災
害⽀援に関する研修を実施し、職員のスキルアップを図
った。 

 
イ 森林整備技術の普及  

森林整備センターが主催する
技術検討会等を通じ、林業関係
者等へ森林整備技術の普及及び
⽔源林造成事業に対する理解の
醸成を図る。 

 
（評価指標２） 
１ 技術検討会の開催回数 

森林整備技術の普及等を図るため、森林整備センターが主催する技術検討会を７回開催した。（基準
値６回。詳細は別表１のとおり。）本検討会については、研究開発業務の研究職員が参画し、エリートツ
リーや UAV（ドローン）の活⽤など、最新の研究成果等を地域の造林者等に普及した。 

 
２ 出張教室の取組状況 

新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響により機会が限られる中、⽔源林造成事業に対する理解の醸成
等を図るため、⼤学等からの申し込みを受けて、３回開催した（詳細は別表２のとおり）。 

 
３ 計画にない業務実績 

・第４期中⻑期計画期間（令和元年度）に作成した「シカ害防除マニュアル」を、⺠間企業が⾏政機関
等向けに実施する⿃獣被害対策コーディネーター育成研修事業のテキストへ情報提供するとともに、
⽔源林造成事業地を当該研修の会場として提供した。また、林業経営者団体の機関誌へ⽔源林造成業
務におけるシカ害防除の取組を掲載し、広く技術の普及を図った。 

・技術開発や検証の取組の成果等を研究発表会等において 3 件発表した。 

 
「イ 森林整備技術の普及」においては、技術検討会

を通じた研究成果等の地域への普及や出張教室を通じ
た⽔源林造成事業の理解の醸成に取り組んだ（評価指標
２−１及び同２−２）。 

このほか、計画にない業務実績として、第４期中⻑期
計画期間の成果であるシカ害防除技術について、⺠間企
業が実施する⿃獣被害コーディネーター研修への情報
提供や⼀般社団法⼈の機関誌への寄稿を通じて活⽤・普
及を図ったこと、技術開発や取組の成果等を研究発表会
等で発表したことなど、地域との連携を推進した。 

  以上ア及びイの評価を総合的に勘案し、第１−２−
（３）に係る⾃⼰評価は「Ｂ」とする。 

 
＜課題と対応＞ 
被災森林の迅速な復旧や林業関係者等へ森林整備技

術の普及等を図るため、引き続き、地域との連携強化に
取り組む。 

主務⼤⾂による評価  評定 A 
＜評定に⾄った理由＞ 

被災状況や復旧計画の情報共有を図ること等を盛り込んだ森林整備協定の締結を積極的に推進するとともに、⾃然災害が発⽣した際の災害復旧において被災地域からの⽀援要請に対応するための「技
術⽀援チーム」を設置し、災害⽀援に関する研修を実施することにより、⾃然災害の頻発化、激甚化等を踏まえた対応の強化への取組が認められる。 

また、これまでに発⽣した⾃然災害による被災森林における⽔源林造成事業による復旧についても積極的に取り組んだと認められる。 
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さらに、地域への森林整備技術の普及や⽔源林造成事業に対する理解の醸成等を図るために、技術検討会や出張教室を開催するとともに、開発した技術や検証の成果等について研究発表を実施したほ
か、⽔源林造成業務において作成した「シカ害防除マニュアル」や研修フィールドを⺠間企業が⾏う研修に提供することで地域との連携を推進したと認められる。 

以上のとおり、⾃然災害発⽣時に被災森林の迅速な復旧を図るための地域との連携強化や被災森林の復旧についても積極的に取り組むとともに、森林整備技術等の普及を図るために技術検討会や出張
教室を開催したほか、「技術⽀援チーム」の設置や「シカ害防除マニュアル」等を⺠間企業が⾏う研修に提供するなど、計画を上回る実績が認められることから「Ａ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 

特になし。 
 
別表１ 技術検討会の開催実績 

№ 時 期 場 所 主 催 参加⼈数
［⼈］ 

講 師 講演内容 その他検討内容 

１ 令和３年７⽉ 中国四国整備局 
分 収 造 林 契 約 者
（造林者）、関係機
関、森林機構職員 

65 森林総合研究所林⽊育種センター
関⻄育種場 

・林⽊育種の品種開発について 
・コウヨウザンの特性と増殖マニュアルの解説について 
 

− 

２ 令和３年 10 ⽉ 東北北海道整備局 
分 収 造 林 契 約 者
（造林者）、関係機
関、森林機構職員 

45 森林総合研究所東北⽀所 ・皆伐・再造林を巡る課題−適地適⽊・低コスト化・獣害− 

・更新伐における標準地設
定の検討 

・⽔源林造成事業による労
働安全衛⽣指導の取組
について 

３ 令和３年 10 ⽉ 中国四国整備局 
分 収 造 林 契 約 者
（造林者）、関係機
関、森林機構職員 

61 森林総合研究所四国⽀所  ・効果的なシカ害対策〜ブロックディフェンスを中⼼に（講演
及び現地検討） − 

４ 令和３年 10 ⽉ 九州整備局 

森林機構職員 
※分収造林契約者
（造林者）に対し
ては録画映像を⽤
いて別途普及 

55 
森林総合研究所九州⽀所  
森林総合研究所林⽊育種センター
九州育種場 
正和商事株式会社  

・簡易なシカの痕跡調査によるシカ影響レベルの把握につい
て 

・エリートツリー等の展⽰林整備及び特性情報公表について 
・林業⽤運搬ドローンについて 

・FRD を活⽤した作業道
設置計画について 

・演習：収穫に向けた路網
計画 

・演習：更新伐の伐区設定 

５ 令和３年 11 ⽉ 関東整備局 
分 収 造 林 契 約 者
（造林者）、森林機
構職員 

62 森林総合研究所林⽊育種センター  
 

・エリートツリーの開発とその普及 
・コンテナ苗の基礎知識と林⽊育種センターでのコンテナ苗

育成に関する取り組み 

・エリートツリー等につい
て 

・⽔源林造成事業による労
働安全衛⽣指導の取組
について 

６ 令和３年 11 ⽉ 中部整備局 
分 収 造 林 契 約 者
（造林者）、関係機
関、森林機構職員 

36 森林総合研究所関⻄⽀所  ・ドローンから造林地における雑草⽊の競合を評価する ・更新伐（伐造⼀貫作業）
に関する意⾒交換 

７ 令和４年２⽉ 近畿北陸整備局 
分 収 造 林 契 約 者
（造林者）、森林機
構職員 

26 森林総合研究所林⽊育種センター
関⻄育種場 

・林⽊育種センターの取組−エリートツリーをはじめとする
森林整備技術の向上を図る苗⽊について− − 

 
別表２ 出張教室の取組状況 
№ 時 期 場 所 対象者 参加⼈数

［⼈］ 
内容 

1 令和３年 5 ⽉ 東京農業⼤学 森林総合科学科１
年⽣ 約 130 ⽔源林造成事業の取組について 

2 令和３年 11 ⽉ ⽇本⼤学 森林資源科学科２
年⽣ 約 110 ⽔源林造成事業の取組について（GIS の活⽤） 

３ 令和４年１⽉ 京都林業⼤学校 1 年⽣ 約 20 ⽔源林造成事業の取組について 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１−３ ［森林保険業務］ 

第１ 研究開発の成果の最⼤化その他の業務の質の向上に関する事項 
３ 森林保険業務 

（１）被保険者へのサービスの向上 
（２）制度の普及と加⼊促進 
（３）引受条件 
（４）内部ガバナンスの⾼度化 

業務に関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個別
法条⽂など） 

森林保険法 
国⽴研究開発法⼈森林研究・整備機構法第 13 条第２項 

当該項⽬の重要度、困難度  関連する政策評価・⾏政事業レ
ビュー 

 

 
２．主要な経年データ 
主なアウトプット（アウトカム）情報 主要なインプット情報（財務情報及び⼈員に関する情報） 
［森林保険業務］ 

（１）被保険者へのサービスの向上  （第１−３−(１)を参照） 
（２）制度の普及と加⼊促進     （第１−３−(２)を参照） 
（３）引受条件           （第１−３−(３)を参照） 
（４）内部ガバナンスの⾼度化    （第１−３−(４)を参照） 

 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 
予算額（千円） 2,250,311     
決算額（千円） 1,206,794     
経常費⽤（千円） 1,256,332     
経常利益（千円） 1,962,603     
⾏政コスト（千円） 1,256,332     
従事⼈員数 31     

注）予算額、決算額は⽀出額を記載。 
 

３．各事業年度の業務に係る⽬標、計画、業務実績、年度評価に係る⾃⼰評価及び主務⼤⾂による評価 
中⻑期⽬標 中⻑期計画 
［森林保険業務］ 

（１）被保険者へのサービスの向上  （第１−３−(１)を参照） 
（２）制度の普及と加⼊促進     （第１−３−(２)を参照） 
（３）引受条件           （第１−３−(３)を参照） 
（４）内部ガバナンスの⾼度化    （第１−３−(４)を参照） 

同左 

主な評価軸（評価の視点）、指標等 
評価の視点 評価指標 

同上 同左 
年度計画 法⼈の業務実績等・⾃⼰評価  
 業務実績 ⾃⼰評価 

同上 ＜主要な業務実績＞ 評定 Ｂ 
 同上 ＜評定と根拠＞ 

４⼩項⽬のうち、A 評定が１項⽬、Ｂ評定が３項⽬であ
り、項⽬別評定の判定基準に基づき、⾃⼰評価は「Ｂ」
とする。 
 
<課題と対応＞ 
第１−３−（１）~（４）を参照 

主務⼤⾂による評価  評定 B 
＜評定に⾄った理由＞ 

４⼩項⽬のうち、A 評定が１項⽬、B 評定が３項⽬であり、項⽬別評定の判断基準に基づき、「B」評定とした。 
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４．その他参考情報 

森林保険勘定では、各年度の決算額が予算額を下回っている（令和３年度 54%）。これは、保険⾦の⽀払いの発⽣が予算額を下回ったことによるものであり、森林保険業務における所期の業務⽬標の
達成に影響を及ぼしておらず、他のセグメントや機構全体にも特段の影響は及ぼしていない。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１−３−（１） 
 
 

第１ 研究開発の成果の最⼤化その他の業務の質の向上に関する事項 
３ 森林保険業務 

（１）被保険者へのサービスの向上 
業務に関連する政策・施策  

 
当該事業実施に係る根拠（個別
法条⽂など） 

森林保険法 
国⽴研究開発法⼈森林研究・整備機構法第 13 条第２項 

当該項⽬の重要度、困難度  
 

関連する政策評価・⾏政事業レ
ビュー 

 
 

 
２．主要な経年データ 
①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び⼈員に関する情報）（※） 

指標等 達成⽬標 基準値 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度  ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

評価指標２及び３に係るも
の        予算額［千円］ 2,250,311     

被保険者へのサービス向
上を図る研修［回］ 年６回以上 − 12     決算額［千円］ 1,206,794     

評価指標４に係るもの        経常費⽤［千円］ 1,256,332     
損害発⽣通知書の受理⽇
から損害実地調査完了⽇
までの当期の平均⽇数
［⽇］ 

(参考：年度の平均⽇数［⽇］) 

74 − 71  
 

 
 

 
 

 
 
 経常収益［千円］ 1,962,603     

        ⾏政コスト［千円］ 1,256,332     
        従事⼈員数［⼈］ 31     

※ 予算額、決算額は⽀出額を記載。 
 

３．各事業年度の業務に係る⽬標、計画、業務実績、年度評価に係る⾃⼰評価及び主務⼤⾂による評価 
中⻑期⽬標 中⻑期計画 

森林保険契約の引受けや保険⾦の⽀払い等について、①必要な⼈材の確保、②各種⼿続の効率化、
③業務委託先を含めた業務実施体制の強化、④迅速な保険⾦の⽀払い、のための取組を推進し、被保
険者へのサービスの向上を図る。 

なお、保険⾦の⽀払いの迅速化に向けた取組により、損害発⽣通知書を受理してから損害実地調査
完了までに要する期間の短縮を図る。 

森林保険契約の引受けや保険⾦の⽀払い等について、①必要な⼈材の確保、②事務の簡素化・シス
テムの充実による各種⼿続の効率化、③マニュアル・研修の充実による業務委託先を含めた業務実施
体制の強化、④UAV 等新技術の活⽤を含めた保険⾦の⽀払いの迅速化のための取組を推進し、被保
険者へのサービスの向上を図る。 

なお、④の保険⾦の⽀払いの迅速化に向けた取組については、特に損害発⽣通知書を受理してから
損害実地調査完了までに要する期間の短縮を図る。 

主な評価軸（評価の視点）、指標等 
評価の視点 評価指標 
・森林保険契約の引受けや保険⾦の⽀払い等について、被保険者へのサービスの向上を図る取組を⾏

っているか。 
・損害発⽣通知書の受理から調査完了までの期間が短縮しているか。 

１ 森林保険契約の引受け・管理、保険⾦の⽀払いにおける必要な⼈材を確保していること。 
２ 森林保険契約の引受け・管理について、事務の簡素化・システムの充実による各種⼿続の効率化

及びマニュアルの充実や定期的な研修等を実施していること。 
３ 保険⾦の⽀払いについて、事務の簡素化・システムの充実による⽀払い⼿続の効率化並びに損害

調査員の確保及び能⼒向上に係る研修等の実施やマニュアルの充実を図っていること。 
４ 損害発⽣通知書の受理⽇から損害実地調査完了⽇までの当期の平均⽇数が前期を下回っている

こと。 
年度計画 法⼈の業務実績等・⾃⼰評価  
 業務実績 ⾃⼰評価 
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 ＜主要な業務実績＞ 評定 B 
第１ 研究開発の成果の最⼤化その他

の業務の質の向上に関する事項 
３ 森林保険業務 

（１）被保険者へのサービス向上  
森林保険契約の引受けや保険

⾦の⽀払い等について、 
① 必要な⼈材の確保、 

（評価指標１） 
１  森林保険契約の引受け・管理、保険⾦の⽀払いにおける必要な⼈材を確保していること。 

森林保険業務の確実な実施に必要な職員を確保するため、林野庁、損害保険会社及び全国森林組合連
合会からの出向により、林業経営や森林被害、損害保険等に精通した⼈材を確保した。 
 

＜評定と根拠＞ 
 
林野庁等からの出向により、業務の確実な実施に必要

な⼈材を確保した（評価指標１）。 
 

② 事務の簡素化・システムの
充実による各種⼿続の効率
化、 

（評価指標２） 
2-1 森林保険契約の引受け・管理について、事務の簡素化・システムの充実による各種⼿続の効率化を

実施していること。 
継続契約における満期案内の送付先を⼿書きしていたものをシステム上で設定できるようにする改

修や、被保険者から申し出のあった契約内容の変更に応じた⾒積作成の単純化等森林保険業務システム
（以下「保険業務システム」という。）を充実し、⼿続きの効率化を図った。 

 
（評価指標３） 
3-1 保険⾦の⽀払いについて、事務の簡素化・システムの充実による⽀払い⼿続の効率化を図っている

こと。 
損害調査の進捗状況等を分かりやすく表⽰するなど保険業務システムの充実を図るとともに、効率的

な損害調査が可能な GNSS（全球測位衛星システム）受信機や空中写真を利⽤できるように損害填補に
関する規程を改正するなど、業務の効率化を図った。 
 

 
 
 
森林保険契約の引受け・管理⼿続の効率化及びマニュ

アルの充実や定期的な研修等を実施（評価指標２−
１）、⽀払い⼿続の効率化並びに損害調査員の確保及び
能⼒向上に係る研修等の実施やマニュアルの充実（評
価指標３−１）について、着実に実施した。 

③ マニュアル・研修の充実に
よる業務委託先を含めた業務
実施体制の強化、 

 

（評価指標２） 
2-2  森林保険契約の引受け・管理について、マニュアルの充実や定期的な研修等を実施していること。 

森林保険業務の引受け・管理については、規程改正・システム改修に則した事務処理マニュアルの改
正を⾏うとともに、次の研修を実施し業務委託先の業務実施体制の強化を図った。 
・「事務委託研修（初級）」については、配属１年以内の初任者を対象とし、保険業務システムの操作説

明や演習を主体としているが、新型コロナウイルス感染症の影響により、昨年度に引き続き集合研修
を⾒送り、保険業務システム操作⽅法等の DVD 動画教材を作成して全委託先に配布した（別表のと
おり （No.1））。DVD 動画教材については、動画を項⽬毎に細分化しテロップを加える等、視聴者が
理解しやすいよう⼯夫を施し、業務従事者を育成した。 

・「事務委託研修（中級）」については、新型コロナウイルス感染症が落ち着いていたことから、集合研
修により実施し、業務従事者の技術向上を図った（別表のとおり（No.2））。 

・「全国担当者会議」については、昨年度に引き続き参集による実施を⾒送り、オンライン会議で開催し
た。昨年度のライブ配信(⽚⽅向)⽅式に対し、双⽅向でのコミュニケーションを可能とする開催によ
り、感染リスクを抑えつつ効果的な会議を実施し、規程改正等の周知を⾏った。 

 
情報提供ツール「森林保険通信」（９回発⾏）による事務処理マニュアル等を補う説明により、森林保

険業務職員に対するきめ細かな指導を⾏った。 
 

（評価指標３） 
3-2 保険⾦の⽀払いについて、損害調査員の確保及び能⼒向上に係る研修等の実施やマニュアルの充実

を図っていること。 
保険⾦の⽀払いについては、規程改正に則した事務処理マニュアルの改正を⾏うとともに、次の研修

を実施し業務委託先の業務実施体制の強化を図った。 
・「事務委託研修（初級）」については、集合研修に替えて DVD 動画教材の作成・配布により業務従事

者を育成した（別表のとおり（No.1））。 
・「事務委託研修（中級）」を実施し、業務従事者の技術向上を図った（別表のとおり（No.2））。 
・「全国担当者会議」を開催し、規程改正等の周知を⾏った（別表のとおり（No.6））。 

 
 
研修等の実施に当たっては、新型コロナウイルス感染

症の拡⼤の状況を考慮した実施計画とし、DVD 動画教
材の作成・配布、オンラインに切り替えての実施とした
（評価指標２―２）。 

今年度新たに、ドローン技術講習受講者からの要望を
踏まえ、空中写真の画像処理を主体とした研修を実施
し、知識の向上を図った（評価指標３―２）。 
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・損害調査員の確保等のための「業務講習」については、新型コロナウイルス感染症の影響も考慮し、
全国６箇所の予定のうち５箇所で実施し、損害調査技術の向上を図った。未実施となった１箇所につ
いては、次年度に実施予定である（別表のとおり（No.3））。 

・「ドローン技術講習」については、研究開発業務と連携し、昨年度よりも座学の時間を減らして GIS 操
作実習の時間を増やすなど、より実践的な内容により全国３箇所で実施し、UAV（ドローン）活⽤に
よる調査の拡⼤を図った。なお、2 ⽉実施分については、新型コロナウイルス感染症の影響によりオ
ンラインで実施した（別表のとおり（No.4））。 

 
昨年度のドローン技術講習受講者からの要望を受け、よりレベルの⾼い画像処理に関する講義と意⾒

交換を主体とした中級者向けの「空撮写真等画像処理技術研修」を新たに実施し、損害調査員の知識の
向上を図った。なお、新型コロナウイルス感染症の影響によりオンラインで実施した（別表のとおり
（No.5））。 
 

④ UAV 等新技術の活⽤を含
めた保険⾦の⽀払いの迅速化
のための取組を推進し、被保
険者へのサービスの向上を図
る。  
なお、④の保険⾦の⽀払いの

迅速化に向けた取組について
は、特に損害発⽣通知書を受理
してから損害実地調査完了まで
に要する期間の短縮を図る。 

（評価指標４） 
4 損害発⽣通知書の受理⽇から損害実地調査完了⽇までの当期の平均⽇数が前期を下回っていること。 

損害発⽣通知書の受理⽇から損害実地調査完了までの期間は、災害の発⽣状況に左右されるが、今年
度は 71 ⽇となった。なお、前期の平均⽇数 74 ⽇より短縮できた要因として、業務講習等の実施により
損害調査員の確保や知識・技術の向上が図られたことや損害調査の効率化・迅速化のためにマニュアル
を充実してきたことが挙げられる。 

なお、今後の損害実地調査の迅速化・効率化のために、研究開発業務と連携し、衛星データで得られ
る NDVI（正規化植⽣指数）を⽤いての損害状況把握に取り組むとともに、損害発⽣現場で調査野帳と
して使⽤するためのタブレット端末システムの令和 7 年度の実⽤化に向け、委託先である森林組合連合
会等（⻑野県森林組合連合会、釜⽯市森林組合）での実証を⾏い、機能の追加やインターフェイスの改
良を⾏った。 
 

 
 
損害調査の迅速化・効率化に向けて、研究開発業務と

連携し、衛星データを活⽤した⾵害の損害状況把握や
タブレット端末システムの実⽤化を⽬指す取組を進め
た（評価指標４）。 

 

  以上の評価を総合的に勘案し、第１−３−（１）に係
る⾃⼰評価は「B」とする。 

 
＜課題と対応＞  
引き続き、中⻑期計画に沿って取り組む。 

主務⼤⾂による評価  評定 B 
＜評定に⾄った理由＞ 

⾃⼰評価書の「B」との評価結果が妥当であると確認できた。 
 
４．その他参考情報 
森林保険勘定では、各年度の決算額が予算額を下回っている（令和３年度 54%）。これは、保険⾦の⽀払いの発⽣が予算額を下回ったことによるものであり、森林保険業務における所期の業務⽬標の

達成に影響を及ぼしておらず、他のセグメントや機構全体にも特段の影響は及ぼしていない。 
 
別表 研修の実績 
№ 名 称 場  所 参加⼈数 講 師 内     容 
１ 事務委託研修（初級） ― ―  森林保険業務職員 新しく森林保険の担当者となった（配属１年以内）委託先職員等を対象に、保険業務の基礎や保険業務シス

テム操作⽅法等を習得させる研修。新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤により集合研修に替えて DVD 動
画教材を配布した。 

２ 事務委託研修（中級） 神奈川県 ８名 森林保険業務職員 ⼀定程度の実務経験がある森林保険の担当者を対象に、実践的な森林保険業務（引受・契約管理・損害てん
補）の⼿続きや保険業務システムの操作、加⼊促進について習得させる研修。 

３ 業務講習 宮崎県、宮城県、奈良
県、愛媛県、茨城県 

71 名 森林保険業務職員 損害てん補業務を⾏う者を対象に、損害調査における実査業務従事者を育成するための損害てん補に係る実
践的（実地調査を含む。）な技術を習得させる研修。 

４ ドローン技術講習 宮崎県、広島県、宮城 40 名 研究開発業務職員 損害てん補業務を⾏う者を対象に、迅速かつ効率的な損害調査を⾏うため、UAV（ドローン）を⽤いた調査

-54-



様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評価調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

県 森林保険業務職員 ⽅法等について習得させる現地研修を含む研修。新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤により宮城県につい
てはオンラインで実施。 

５ 空撮写真等画像処理技術研修 茨城県 13 名 研究開発業務職員 
森林保険業務職員 

UAV（ドローン）の操作経験のある者を対象に、損害調査に係る空中写真の画像処理技術等を習得させる研
修。新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤によりオンラインで実施。 

６ 森林保険全国担当者会議 
 

Web 74 名 森林保険業務職員 森林組合系統の森林保険担当者を対象に、規程改正の内容について周知するとともに、加⼊促進の基礎知識
や森林経営管理制度における森林保険の活⽤について説明した。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１－３－（２） 
 
 

第１ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 
３ 森林保険業務 

（２）制度の普及と加入促進 
業務に関連する政策・施策  

 
当該事業実施に係る根拠（個別
法条文など） 

森林保険法 
国立研究開発法人森林研究・整備機構法第13条第２項 

当該項目の重要度、困難度  
 

関連する政策評価・行政事業レ
ビュー 

 
 

 
２．主要な経年データ 
①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（※） 

指標等 達成目標 基準値 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度  ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 
評価指標２に係るもの        予算額［千円］ 2,250,311     
広報誌の発行［回］ 年４回以上 － 5     決算額［千円］ 1,206,794     
森林保険業務の能力
向上を図る研修［回］ 年6回以上 － 12     経常費用［千円］ 1,256,332     

        経常収益［千円］ 1,962,603     
        行政コスト［千円］ 1,256,332     
        従事人員数［人］ 31     

※ 予算額、決算額は支出額を記載。 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
中長期目標 中長期計画 
災害によって林業の再生産が阻害されることを防止するとともに、林業経営の安定と森林の多面的

機能の維持及び向上を図るため、森林保険の制度の普及と加入促進に係る以下の①から③の取組を推
進する。   
① ウェブサイト等の各種広報媒体の活用により、森林所有者等に森林保険の概要や最新の情報等を
分かりやすく発信する。  

② 関係諸機関との連携を図りつつ、森林所有者を始め森林・林業関係者に対して幅広く森林保険を
普及する活動を実施する。また、新規加入の拡大及び継続加入の増加に向けた効果的な加入促進活
動を実施する。  

③ 森林保険業務の委託先であり森林所有者との窓口である森林組合系統を対象に、森林保険業務の
更なる能力の向上を図る。 

災害によって林業の再生産が阻害されることを防止するとともに、林業経営の安定と森林の多面
的機能の維持及び向上を図るため、森林保険の制度の普及と加入促進に係る以下の①から③につい
ての計画を作成し、それに即した取組を推進する。  
① ウェブサイトの継続的な更新や広報誌の発行（年４回以上）等各種広報媒体の活用により、森林
所有者等に森林保険の概要や最新の情報等を分かりやすく発信する。  

② 国や関係諸機関との連携を図りつつ、森林所有者を始め森林・林業関係者に対して幅広く森林保
険を知らしめる普及活動を実施する。また、森林保険の各種データの分析結果等に基づき、新規加
入の拡大及び継続加入の増加に向けた効果的な加入促進活動を実施する。さらに、森林経営管理制
度における森林保険の活用について積極的な加入促進活動を行う。（回数等は上記計画に記載）  

③ 森林保険業務の委託先であり森林所有者との窓口である森林組合系統を対象に、森林保険業務の
更なる能力の向上を図る研修等を実施する。（年６回以上実施） 

主な評価軸（評価の視点）、指標等 
評価の視点 評価指標 
・森林保険の制度の普及と加入促進に係る計画について、必要に応じて見直しを行いつつ、計画に即
した取組が行われているか。  

  
  
・上記の取組による効果が見られるか。 
 
 

１ 中長期目標の「３（２）制度の普及と加入促進」における①から③の取組に係る計画が適切に作
成・見直しされていること。  

２ 上記で計画した回数等で①から③の取組が実行されていること。  
 
３ 加入率やⅠ齢級の加入面積に取組の効果が表れていること。 

年度計画 法人の業務実績等・自己評価  
 業務実績 自己評価 
 ＜主要な業務実績＞ 評定 Ａ 
第１ 研究開発の成果の最大化その他 （評価指標１） ＜評定と根拠＞ 
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の業務の質の向上に関する事項 
３ 森林保険業務 

（２）制度の普及と加入促進  
災害によって林業の再生産が

阻害されることを防止するとと
もに、林業経営の安定と森林の
多面的機能の維持及び向上を図
るため、森林保険の制度の普及
と加入促進に係る以下の①から
③についての計画を作成し、そ
れに即した取組を推進する。 

 
  

① ウェブサイトの継続的な更
新や広報誌の発行（年４回以
上）等各種広報媒体の活用に
より、森林所有者等に森林保
険の概要や最新の情報等を分
かりやすく発信する。  

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 国や関係諸機関との連携を
図りつつ、森林所有者を始め
森林・林業関係者に対して幅
広く森林保険を知らしめる普
及活動を実施する。また、森林
保険の各種データの分析結果
等に基づき、新規加入の拡大
及び継続加入の増加に向けた
効果的な加入促進活動を実施
する。さらに、森林経営管理制
度における森林保険の活用に
ついて積極的な加入促進活動
を行う。 

 
 
 
 

１ 中長期目標の「３（２）制度の普及と加入促進」における①から③の取組に係る計画が適切に作成・
見直しされていること。 
中長期目標の「３（２）制度の普及と加入促進」における①から③の取組に係る計画として、令和 3

年4月に策定した森林保険普及・加入促進戦略に基づき、令和３年度森林保険普及・加入促進活動計画
を作成した（令和３年度森林保険普及・加入促進活動計画に関する目標と実績については、別表１、別
表２及び別表３のとおり）。 

 
 
 
 
 
 
（評価指標２） 
２ 上記で計画（令和３年度森林保険普及・加入促進活動計画）した回数等で①から③の取組が、実行さ
れていること。  
①（別表１のとおり） 
ア ウェブサイトによる情報発信を効果的に行うため、継続的な更新及び掲載内容の充実、音声読み
上げに配慮したテキスト表記等のウェブアクセシビリティの改善を行った。また、情報発信力を拡
張し、より多くの方をウェブサイトに誘導することにより森林保険の認知度向上につなげるため、
Facebookを開設した。 

イ 紙媒体による情報発信として、広報誌「森林保険だより」については、森林経営管理制度におけ
る保険の活用や気象災害に関する情報を中心に掲載し、読みやすく訴求力の高い誌面作りを追求し
た（発行目標４回に対し 5 回）。また、既刊号のうち、加入促進ツールとしてのニーズが高いもの
等について増刷し、委託先等における実施を含む加入促進活動において活用した。さらに、新たに
発行した森林保険パンフレットについては掲載情報を充実させ、デザインを森林保険ポスターに合
わせることで認知度の向上を図った。 

 
ウ 前年度に引き続き、林野庁や日本造林協会、日本林業経営者協会などの広報誌への広告掲載や、
「みどりとふれあうフェスティバル（オンライン）」「林野庁中央展示」「川崎駅前優しい木のひろば
(12月)」等のイベント出展を通じて、積極的な情報発信に努めた。 

 
 
② 関係諸機関との連携を図り、森林保険の普及活動、新規加入の拡大及び継続加入の増加に向けた以
下の取組を重点的に実施した（別表２のとおり）。 
ア 造林補助事業との連携による推進 

森林組合系統に造林補助事業費が投入された事業地への森林保険の加入の要請を行った（訪問等
15回）。また、講師として森林経営プランナー育成研修に出席し、森林保険の必要性等について説
明し、加入の要請を行った（研修３回）。（合計目標10回以上に対し18回）。 

イ 森林経営管理制度による森林保険の活用推進 
都道府県や市町村に森林経営管理制度における災害リスク対策の必要性や森林保険の活用の有

効性等について説明を行った（訪問等の目標20回以上に対し22回）。こうした取組等により、 
令和 3 年度に経営管理権集積計画を作成・公告した 90 市町村のうち、経営管理権集積計画に森

林保険を表記した自治体は６割（54市町村）となった。また、令和３年度の本制度に係る森林保険
の契約は 40 件（19 市町、３市の３事業体）となり、令和 2年度の 12 件（8 市町、2 市の 2 事業
体）と比べ3倍以上となった。 

ウ 森林所有者等への働きかけの推進 
私有林の所有者や素材生産業者に森林保険の意義や活用に関する説明を行った。また、新型コロ

ナウイルス感染症拡大の影響により訪問できなかった各地区の素材生産業者等の関連協議会の総
会に資料配布による情報提供を行った（情報提供等の目標8回以上に対し12回）。 

 
 
近年頻発・激甚化する自然災害により、森林保険制

度の重要性が高まっていることを踏まえ、制度の普及
と加入促進のため、令和3年4月に策定した森林保険
普及・加入促進戦略に基づき、令和3年度森林保険普
及・加入促進活動計画を作成し取組を実施した（評価
指標１）。 

 
 
 

 
 
 

 
本計画に基づく制度の普及及び加入促進のための

広報活動として、ウェブサイトの継続的な更新及び掲
載内容の充実、アクセシビリティの改善、より多くの
方に森林保険を認知してもらうための Facebook の開
設により、ウェブサイト月平均目標アクセス数を達成
した。また、広報誌「森林保険だより」では森林経営
管理制度における保険の活用を掲載するなど訴求力
の向上を図るとともに計画より多く発行した（評価指
標２―①）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
新規加入については、都道府県や森林組合系統、水

源林造成業務と連携して、評価指標２－②のア～エに
係る加入促進を実施し、特にⅠ齢級については、重点
的に普及・加入促進の取組を行った。（評価指標２―
②）。 
継続加入については、委託先に訪問して満期後の継

続加入の重要性を説明するなどの指導を行ったことも
あり、継続率は前中長期目標期間の平均と比較して6
ポイント向上した（評価指標２―②）。 
以上の普及・加入促進については、新型コロナウイ

ルス感染症の影響により、訪問による対応も制限され
たが、Webの活用や今年度後半は訪問による対応を中
心に実施した（評価指標２―②）。 
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③ 森林保険業務の委託先であ
り森林所有者との窓口である森
林組合系統を対象に、森林保険
業務の更なる能力の向上を図る
研修等を実施する（年 6 回以上
実施） 

エ 公有林への働きかけ 
都道府県や市町村に災害リスク対策や公益的機能の維持等について説明を行った（訪問等の目標

10回以上に対し16回）。その際、市町村等と業務上関係する森林組合系統との連携を基本とし、水
源林造成業務の出先機関とも連携を図ることにより効果的な働きかけを行った。 

オ 継続契約を推進する取組の実施 
加入率への影響が大きい継続加入の重要性を委託先に説明するとともに、既契約者のニーズに合

ったプラン提案や継続契約の迅速化等に関する指導を行った。さらに、令和 2年度の目標（5回）
を大きく上回る訪問実績（16回）をあげた。その結果、継続加入率は、前中長期目標期間の平均が
72％であったが、令和３年度は78％に向上した。 

 
③ 森林所有者との窓口である森林組合系統の保険担当者等に森林保険制度の理解向上や加入促進の
スキルアップのための研修を行った（研修の目標6回以上に対し12回）（別表３のとおり）。 

 
上記①、②及び③の加入率やⅠ齢級の加入面積の増加に向けた取組は、今年度から新たに計画した令

和３年度森林保険普及・加入促進活動計画により、制度の普及や加入促進のため幅広い取組を行った。 
 

（評価指標３） 
３ 加入率やⅠ齢級の加入面積に取組の効果が表れていること。 

森林保険の加入は、林業経営上のリスクが比較的高い新植直後や間伐直後に多くなる傾向があるた
め、新植造林面積や間伐面積に左右される。 
近年、新植造林面積が横ばい傾向（H25：22千 ha→H28：21千 ha→R1：23千 ha）、また、間伐面

積が減少傾向（H25：400千 ha→H28：319千 ha→R1：268千 ha）の厳しい状況の中で、前中長期目
標期間の加入率は、平成 28年度の 8.9％から令和 2年度の 7.5％へ 1.4ポイント減少（年平均 0.3ポイ
ント減少）した。令和３年度は、森林経営管理制度における森林保険の活用推進のため自治体等への個
別訪問等により保険契約件数が増加、また、加入率への影響が大きい継続加入率についても、前中長期
目標期間の平均より6ポイント、令和２年度より２ポイント向上するなど、森林保険普及・加入促進活
動計画の各目標を上回る取組実績をあげたことにより加入率は令和2年度の7.5％から令和３年度の7.2
％へ0.3ポイントの減少にとどまった。 
また、Ⅰ齢級は森林保険における事故率が高いため、加入するメリットが大きいことから、都道府県

や市町村等にⅠ齢級の災害リスクを説明するなど、重点的にⅠ齢級の加入促進の取組を行った結果、全
体の加入面積が令和２年度より減少した中、Ⅰ齢級の加入面積は令和2年度を上回った（R2：505百ha
→R3：508百ha）。 

 
４ 計画にない業務実績 

森林保険の委託先である森林組合系統の加入促進活動を効果的に行うため、これまでの森林経営管理
制度における加入促進活動の成果も踏まえ、森林経営管理制度や素材生産業者等の加入促進対象者別に
加入促進に必要なセールスポイントを整理し、契約までの手順ごとの必要な取組をまとめた「森林保険
の普及・加入促進の手引き」を新たに作成し、令和４年１月に森林組合系統に周知を図った。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
研修の実施については、各種研修を計画どおり実施

し、森林組合系統の保険担当者等に対する森林保険へ
の理解向上や加入促進のスキルアップのための教育を
行った（評価指標２―③）。 
 
 
 
 
加入率は、令和３年度森林保険普及・加入促進活動計

画の各目標を上回る実績となり、一層の加入促進の努
力を行ってきた結果、前年度から0.3ポイントの減少に
とどまった（評価指標３）。 
また、Ⅰ齢級の加入面積は、重点的に加入促進の取組

を行った結果、令和２年度を上回った（評価指標３）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
計画にない実績として、近年、森林経営管理制度に

よる森林保険の活用や素材生産業者への加入促進を
開始したことから、これらを重点対象として加入促進
のセールスポイントや契約までの手順等を整理した
「森林保険の普及・加入促進の手引き」を新たに作成
し、森林組合系統に周知を図った。 
 
以上を総合的に勘案し、第１－３－（２）に係る自己

評価は「A」とする。 
 
＜課題と対応＞  
近年頻発・激甚化する自然災害により、森林保険制度

の重要性が高まっていることを踏まえれば、森林保険
の着実な加入促進と成長産業化を目指す林業の安定経
営等に一層貢献するため、引き続き、中長期計画に沿っ
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た取組を行い、更に森林組合系統と一体となった継続
的な普及・加入促進が必要である。このため、加入率低
下の原因を加入促進の取組毎に分析し、より効果の高
い普及・加入促進活動を検討・実施する必要がある。         

 
主務大臣による評価  評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
パンフレットの作成・配布、外部広報の活用等、年度計画以上の加入促進を実施していることに加え、令和元年度に開始された森林経営管理制度への森林保険活用の直接的な働きかけによる契約増加

（令和２年度12件(168ha)、令和３年度40件(354ha)）、Ⅰ齢級への重点的な加入促進活動による契約増加（令和２年度505百ha、令和３年度508百ha）及び、継続率に着目した個別訪問等の実施によ
り、第４期中長期平均（72%）から６ポイント向上したこと等から、「Ａ」評定とした。 

 
４．その他参考情報 
森林保険勘定では、各年度の決算額が予算額を下回っている（令和３年度 54%）。これは、保険金の支払いの発生が予算額を下回ったことによるものであり、森林保険業務における所期の業務目標の

達成に影響を及ぼしておらず、他のセグメントや機構全体にも特段の影響は及ぼしていない。 
 
 
別表１ 制度の普及及び加入促進のための広報活動の実績 
№ 取 組 内 容 目 標 実 績 備 考 
１ ウェブ媒体の活用 ➀森林保険センターサイトのアク

セシビリティ改善及び掲載内容の
充実等 
➁ソーシャルメディアの活用 

➀アクセス数の増加（H28～
R2平均アクセス数以上） 
 
➁年度内の活用・コンテンツ
提供開始 

➀アクセス数：月平均9,384回 
 
 
➁10月18日付けでFacebook運
用手順を制定し、10月26日開設 

 

２ 広報誌等の発行 ➀広報誌「森林保険だより」の発
行 
➁広報掲載及びイベント出展 

➀年4回 
 
➁広報等接触人数の増加（広
報掲載回数年４回以上） 

➀年5回発行 
 
➁5件掲載 

➀各回6,200部 （既存号8号分320部増刷） 
 
➁掲載件数５件の内訳 

造林時報2件（発行部数2,000部）、情報紙「林野」
2件（発行部数5,000部）、林経協季報「杣径」1件
（発行部数700部） 

イベント出展 
・みどりとふれあうフェスティバル(5月)Web 
・森林総研公開講演会(10月)ショート解説動画 
・林野庁中央展示 
・川崎駅前やさしい木のひろば(12月) 
・WOODコレクション(1月) Web 

３ 森林保険普及事務等委嘱事業 都道府県独自の普及活動や都道
府県と委託先の連携による普及活
動を支援する。 

実施都道府県：25都道府県以
上 

25道府県について実施  

４ その他 ➀森林保険パンフレットの企画・
制作 
➁ポスター配布（委託事業内） 

➀年度内発行、16万部以上 
 
➁5,000部 

➀16万部を発行 
 
②5,000部を配布 

 

 
別表２ 加入促進の実績 
№ 取 組 内 容 目 標 実 績 備 考 
１ 造林補助事業との連携による推

進 
都道府県や森林組合系統に対

し、造林補助事業費が投入された
事業地への森林保険の加入の徹底

会議・訪問等における要請：
10回以上 

訪問等における要請：15回及び施
業プランナー研修会における要請
3回、合計18回実施 

訪問等における要請の15県 
山形県、福島県、群馬県、新潟県、山梨県、長野県、岐阜
県、静岡県、和歌山県、広島県、山口県、徳島県、佐賀
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を要請する。 
施業プランナーの研修会に出席

し、施業地のプラン提案に森林保
険の加入を含めるよう要請する。 

県、長崎県、鹿児島県 
 
プランナー研修会における要請の3県 
東京都、兵庫県、福岡県 

２ 森林経営管理制度による森林保
険の活用推進 

都道府県や市町村の制度担当者
等に対し、本制度において森林保
険を活用する有効性等を説明し、
活用推進について理解と協力等を
得る。 

取組が先行している自治体へ
の個別訪問等：20回以上 

取組が先行している自治体への個
別訪問等：22回実施 

個別訪問等の22県 
青森県、秋田県、山形県、福島県、群馬県、東京都、新潟
県、富山県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、 
静岡県、大阪府、和歌山県、広島県、山口県、徳島県、愛
媛県、福岡県、佐賀県、長崎県 
（22県、51市町村に個別訪問等を実施） 

３ 森林所有者等への働きかけの強
化 

森林所有者、素材生産業者及び
その関係団体等に対して、自然災
害による経済的リスクを周知する
とともに森林保険の加入を推進す
る。 

素材生産業者等に対する説
明、情報提供等：８回以上 

素材生産業者等に対する説明、情
報提供等：12回実施 

説明、情報提供等の組織 
旭川地方、帯広地方、函館地方、青森県、岩手県、秋田県
（2回）、東京都、長野県、名古屋市、徳島県、九州地方 

４ 公有林への働きかけ 都道府県や市町村担当者等に対
して、県有林や市町村有林への森
林保険の加入を推進する。 

自治体への個別訪問等：10回 
以上 

自治体への個別訪問等：16回実施 個別訪問等の16県 
青森県、秋田県、山形県、福島県、群馬県、新潟県、富山
県、山梨県、長野県、静岡県、和歌山県、広島県、山口
県、徳島県、福岡県、長崎県 
（16県49市町村に個別訪問等を実施） 

５ 継続加入を推進する取組の実施 
 
 

委託先と連携して、既契約者へ
継続契約を推進する。 
既契約者の所有する未加入の森

林がある場合は、委託先と連携し
て、森林保険を推進する。 

訪問等：５回以上 訪問等：16回実施 訪問等の16県 
山形県、福島県、群馬県、新潟県、山梨県、長野県、岐阜
県、静岡県、和歌山県、広島県、山口県、徳島県、福岡
県、佐賀県、長崎県、鹿児島県 
 

 
別表３ 研修を通じたスキルアップによるサービスの向上の実績 
№ 名 称 場 所 参加人数 講 師 内 容 
１ 委託事務研修（初級） － － 森林保険業務職員 新しく森林保険の担当者となった（配属１年以内）委託先職員等を対象に、保険業務の基礎や保険業務シ

ステム操作方法等を習得させる研修。新型コロナウイルス感染症の感染拡大により集合研修に替えて
DVD動画教材を配布した。 

２ 委託事務研修（中級） 神奈川県 8名  森林保険業務職員 一定程度の実務経験がある森林保険の担当者を対象に、実践的な森林保険業務（引受・契約管理・損害て
ん補）の手続きや保険業務システムの操作、加入促進について習得させる研修。 

3 業務講習 
 

宮崎県、宮城県、奈良
県、愛媛県、茨城県 

71名  森林保険業務職員 損害てん補業務を行う者を対象に、損害調査における実査業務従事者を育成するための損害てん補に係
る実践的（実地調査を含む。）な技術を習得させる研修。 

4 ドローン技術講習 宮崎県、広島県、宮城県 40名  研究開発業務職員 
森林保険業務職員 

損害てん補業務を行う者を対象に、迅速かつ効率的な損害調査を行うため、UAV（ドローン）を用いた
調査方法等について習得させる現地研修を含む研修。新型コロナウイルス感染症の感染拡大により宮城
県についてはオンラインで実施。 

5 空撮写真等画像処理技術研
修 

茨城県 13名  研究開発業務職員 
森林保険業務職員 

UAV（ドローン）の操作経験のある者を対象に、損害調査にかかる空中写真の画像処理技術等を習得さ
せる研修。新型コロナウイルス感染症の感染拡大によりオンラインで実施。 

6 森林保険全国担当者会議 Web   74名  森林保険業務職員 森林組合系統の森林保険担当者を対象に、規程改正の内容について周知するとともに、加入促進の基礎
知識や森林経営管理制度における森林保険の活用について説明した。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評価調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１−３−（３） 
 
 

第１ 研究開発の成果の最⼤化その他の業務の質の向上に関する事項 
３ 森林保険業務 

（３）引受条件 
業務に関連する政策・施策  

 
当該事業実施に係る根拠（個別
法条⽂など） 

森林保険法 
国⽴研究開発法⼈森林研究・整備機構法第 13 条第２項 

当該項⽬の重要度、困難度  
 

関連する政策評価・⾏政事業レ
ビュー 

 
 

 
２．主要な経年データ 
①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び⼈員に関する情報）（※） 

指標等 達成⽬標 基準値  ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度  ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 
委員会での検
討回数［回］ １回以上 ― ２     予算額［千円］ 2,250,311     
        決算額［千円］ 1,206,794     
        経常費⽤［千円］ 1,256,332     
        経常収益［千円］ 1,962,603     
        ⾏政コスト［千円］ 1,256,332     
        従事⼈員数［⼈］ 31     

※ 予算額、決算額は⽀出額を記載。 
 
 

 
３．各事業年度の業務に係る⽬標、計画、業務実績、年度評価に係る⾃⼰評価及び主務⼤⾂による評価 
中⻑期⽬標 中⻑期計画 

これまでの森林保険等における事故率や近年の⾃然災害の発⽣傾向のほか、森林整備に必要な費
⽤、⽊材価格等の林業を取り巻く情勢等を踏まえつつ、引受条件の適切な⾒直しを通じて保険運営の
安定性の確保等に向け取り組む。 

これまでの森林保険等における事故率や近年の⾃然災害の発⽣傾向のほか、森林整備に必要な費
⽤、⽊材価格等の林業を取り巻く情勢等を踏まえつつ、保険料率、保険⾦額の標準をはじめとする引
受条件の適切な⾒直しを通じて保険運営の安定性の確保等に向け取り組む。 

なお、保険料率については、基本的に５年毎に⾒直すこととし、そのための検討等に取り組む。 
主な評価軸（評価の視点）、指標等 
評価の視点 評価指標 
・保険運営の安定性の確保等に向けて、引受条件の検証及び⾒直しを適切に⾏っているか。 １ 引受条件について、毎年度、内部委員会で検証を⾏い、必要に応じ外部有識者を含めた委員会等

で意⾒を聞いていること。  
２ ５年毎に⾏うとしている保険料率の⾒直しに向けた検討等を⾏っていること。 

年度計画 法⼈の業務実績等・⾃⼰評価  
 業務実績 ⾃⼰評価 
 ＜主要な業務実績＞ 評定 B 
第１ 研究開発の成果の最⼤化その他

の業務の質の向上に関する事項 
３ 森林保険業務 

（３）引受条件 
これまでの森林保険等におけ

る事故率や近年の⾃然災害の発
⽣傾向のほか、森林整備に必要
な費⽤、⽊材価格等の林業を取
り巻く情勢等を踏まえつつ、保

（評価指標１） 
１ 引受条件について、毎年度、内部委員会で検証を⾏い、必要に応じ外部有識者を含めた委員会等で意

⾒を聞いていること。  
引受条件の適切な⾒直しに関する内部 PT を設置し、現⾏の引受条件について検証するとともに、保

険⾦額の標準、新たな割引制度、これまでの保険⾦の⽀払い実績に基づく新たな保険料率等について検
討し、統合リスク管理委員会において、11 ⽉と 3 ⽉の２回にわたり外部有識者からの意⾒を聞いた。 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
 
 
引受条件に関する内部 PT を設置し、保険⾦額の標

準、割引制度、保険料率等について検討し、外部有識者
を含めた統合リスク管理委員会において、11 ⽉と 3 ⽉
の２回にわたり意⾒を聞いた（評価指標１）。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評価調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

険料率、保険⾦額の標準をはじ
めとする引受条件の適切な⾒直
しを通じて保険運営の安定性の
確保等に向け取り組む。 

 
 

 
 
 
 
 
 
保険料率等の⾒直しに向け、内部 PT において検討す

るとともに、外部有識者を含む統合リスク管理委員会
等で意⾒を聞いた（評価指標２）。 

 

なお、保険料率については、基
本的に５年毎に⾒直すことと
し、そのための検討等に取り組
む。 

（評価指標２） 
２ ５年毎に⾏うとしている保険料率の⾒直しに向けた検討等を⾏っていること。 

令和６年度から適⽤する新たな保険料率の検討について、内部 PT に加え、外部有識者を含む統合リ
スク管理委員会や関係機関（林野庁、森林組合系統）からの意⾒を聞きつつ進めた。 

  
３ 計画にない業務実績 

気象害リスクの評価⼿法を確⽴することにより、将来的に精度の⾼い被害予測を⾏うなど保険業務の
⾼度化に資するため、同機構内の研究開発業務及び⽔源林造成業務と連携し、「気象害の発⽣プロセス
解明に基づく気象害リスク評価⼿法の⾼度化」に取り組んだ。 
 

 
 
計画にない実績として、研究開発業務及び⽔源林造成

業務と連携し、「気象害の発⽣プロセス解明に基づく気
象害リスク評価⼿法の⾼度化」に取り組んだ。 

 
  以上を総合的に勘案し、第１−３−（３）の⾃⼰評価

は「B」とする。 
 
＜課題と対応＞ 
引き続き、中⻑期計画に沿って取り組む。 

主務⼤⾂による評価  評定 B 
＜評定に⾄った理由＞ 

⾃⼰評価書の「B」との評価結果が妥当であると確認できた。 
 

４．その他参考情報 
森林保険勘定では、各年度の決算額が予算額を下回っている（令和３年度 54%）。これは、保険⾦の⽀払いの発⽣が予算額を下回ったことによるものであり、森林保険業務における所期の業務⽬標の

達成に影響を及ぼしておらず、他のセグメントや機構全体にも特段の影響は及ぼしていない。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１－３－（４） 
 
 

第１ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 
３ 森林保険業務 

（４）内部ガバナンスの高度化 
業務に関連する政策・施策  

 
当該事業実施に係る根拠（個別
法条文など） 

森林保険法 
国立研究開発法人森林研究・整備機構法第13条第２項 

当該項目の重要度、困難度  
 

関連する政策評価・行政事業レ
ビュー 

 
 

 
２．主要な経年データ 
①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（※） 

指標等 達成目標 
基準値 
（前中長期
目標期間最
終年度） 

３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度  ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

評価指標１に係るもの        予算額（千円） 2,250,311     
外部有識者等を含め
た委員により構成さ
れるリスク管理を行
うための委員会の開
催［回］ 

－ ２ ３     決算額（千円） 

 
 

1,206,794 

    

評価指標２に係るもの        経常費用（千円） 1,256,332     
財務上・業務運営上の
課題について役員を
含めて検討する会議
［回］ 

－ ３ ３     経常収益（千円） 
 

1,962,603 
    

        行政コスト（千円） 1,256,332     
        従事人員数 31     

※ 予算額、決算額は支出額を記載。 
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
中長期目標 中長期計画 
金融業務の特性を踏まえた財務の健全性及び適正な業務運営の確保のため、外部有識者等により構

成される統合的なリスク管理のための委員会を開催し、森林保険業務の財務状況やリスク管理状況を
専門的に点検する。 

金融業務の特性を踏まえた財務の健全性及び適正な業務運営の確保のため、外部有識者等により
構成される統合リスク管理委員会を毎年度開催し、森林保険業務の財務状況やリスク管理状況を専
門的に点検する。 

主な評価軸（評価の視点）、指標等 
評価の視点 評価指標 
・財務の健全性及び適正な業務運営は確保されているか。 １ 外部有識者等を含めた委員により構成されるリスク管理を行うための委員会を毎年度開催して

いること。  
２ 上記委員会とは別に、財務上・業務運営上の課題について役員を含めて検討する会議を毎年度行
っていること。 

年度計画 法人の業務実績等・自己評価  
 業務実績 自己評価 
 ＜主要な業務実績＞ 評定 Ｂ 
第１ 研究開発の成果の最大化その他
の業務の質の向上に関する事項 

 
 

＜評定と根拠＞ 
計画事項については、確実に実施した。 
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３ 森林保険業務 
（４）内部ガバナンスの高度化 

金融業務の特性を踏まえた財
務の健全性及び適正な業務運営
の確保のため、外部有識者等に
より構成される統合リスク管理
委員会を毎年度開催し、森林保
険業務の財務状況やリスク管理
状況を専門的に点検する。 

（評価指標１） 
１ 外部有識者等を含めた委員により構成されるリスク管理を行うための委員会を毎年度開催している
こと。 
外部有識者を含めた統合リスク管理委員会を３回（７月、11月、３月）開催し、森林保険業務の財務

状況やリスク管理状況（積立金の規模の妥当性の検証）等について、専門的な見地から点検を実施した。
点検の結果、財務の健全性及び適正な業務運営は確保されているとの結論を得た。 

 
（評価指標２） 
２ 上記委員会とは別に、財務上・業務運営上の課題について役員を含めて検討する会議を毎年度行って
いること。 
・役員を含めた森林保険運営会議を３回（５月、10月、１月）開催し、森林保険業務の財務上、業務運
営上の課題について対応策を検討することにより、保険業務の効率的・効果的な運営に努めた。 

・損害評価事務の適正性を確保するため、森林保険審査第三者委員会を１回（２月）開催した。 
・森林保険運営の透明性を確保するため、森林保険審査第三者委員会の概要や統合リスク管理委員会で
点検を行ったソルベンシー・マージン比率をウェブサイトで公開した。 
（https://www.ffpri.affrc.go.jp/fic/g/sorubenshi.html） 

 
 
 
外部有識者を含めた統合リスク管理委員会を開催し、

専門的な見地からの点検の結果、財務の健全性及び適
正な業務運営は確保されているとの結論を得ることが
できた（評価指標１）。 

 
 
 
上記委員会とは別に、森林保険運営会議を開催し、保

険業務の効率的・効果的な運営に努めた。 
加えて、森林保険審査第三者委員会を開催し、損害評

価事務の適正性を確保するとともに、森林保険審査第
三者委員会の概要や統合リスク管理委員会で点検を行
ったソルベンシー・マージン比率をウェブサイトで公
開し、森林保険運営の透明性を図った（評価指標２）。 

 
  

 
 

 

  以上を総合的に勘案し、第１－３－（４）に係る自己
評価は「B」とする。 

 
＜課題と対応＞ 
引き続き、中長期計画に沿って取り組む。  
 

主務大臣による評価  評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
自己評価書の「B」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 
４．その他参考情報 
森林保険勘定では、各年度の決算額が予算額を下回っている（令和３年度 54%）。これは、保険金の支払いの発生が予算額を下回ったことによるものであり、森林保険業務における所期の業務目標の

達成に影響を及ぼしておらず、他のセグメントや機構全体にも特段の影響は及ぼしていない。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評価調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式  

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１−4 第１ 研究開発の成果の最⼤化その他の業務の質の向上に関する事項 

４ 特定中⼭間保全整備事業等完了した事業の債権債務管理業務 
業務に関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個別

法条⽂など） 
国⽴研究開発法⼈森林研究・整備機構法附則第 7 条、第 8 条、第 9
条、第 10 条、第 11 条 

当該項⽬の重要度、困難度  関連する政策評価・⾏政事業レ
ビュー 

政策評価書：事前分析表農林⽔産省４−⑲ 
⾏政事業レビューシート事業番号：2022-農⽔-21-0246 

 
２．主要な経年データ 
①主要なアウトプット（アウトカム）情報 ②主要なインプット情報（財務情報及び⼈員に関する情報）（※２） 

指標等 達成⽬標 基準値 
(※１) ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度  ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

評価指標１に係るもの        予算額（千円） 3,992,645     
林道事業負担⾦等の徴収率

［％］ 100 100 100     決算額（千円） 3,906,353     
評価指標２に係るもの        経常費⽤（千円） 297,947     

特定中⼭間保全整備事業等負
担⾦等の徴収率［％］ 100 100 100     経常収益（千円） 316,195     

        ⾏政コスト（千円） 297,947     
        従事⼈員数 8     

※１ 前中⻑期⽬標期間の平均値 
※２ 予算額、決算額は⽀出額を記載。⼈件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の⾦額を記載 
 

３．各事業年度の業務に係る⽬標、計画、業務実績、年度評価に係る⾃⼰評価及び主務⼤⾂による評価 
中⻑期⽬標 中⻑期計画 

林道の開設⼜は改良事業及び特定中⼭間保全整備事業等の負担⾦等に係る債権債務について、徴収
及び償還業務を確実に⾏う。 

林道の開設⼜は改良事業の賦課⾦及び負担⾦に係る債権債務並びに特定中⼭間保全整備事業等の
負担⾦等に係る債権債務について、徴収及び償還業務を確実に⾏う。 

（徴収率 100％実施） 
主な評価軸（評価の視点）、指標等 
評価の視点 評価指標 
・債権債務管理が適切に⾏われているか。 １ 林道事業負担⾦等の徴収率  

２ 特定中⼭間保全整備事業等負担⾦等の徴収率 
年度計画 法⼈の業務実績等・⾃⼰評価  
 業務実績 ⾃⼰評価 
 ＜主要な業務実績＞ 評定 B 
第１ 研究開発の成果の最⼤化その他

の業務の質の向上に関する事項 
４ 特定中⼭間保全整備事業等完了

した事業の債権債務管理業務 
林道の開設⼜は改良事業の賦課

⾦及び負担⾦に係る債権債務並び
に特定中⼭間保全整備事業等の負
担⾦等に係る債権債務について、
徴収及び償還業務を確実に⾏う。
（徴収率 100％実施） 

 
 
 
 
１ 林道事業負担⾦等の徴収率  

 
林道の開設⼜は改良事業の賦課⾦及び負担⾦（以下「林道事業負担⾦等」という。）は、元利均等半年

賦⽀払（年 2 回）により徴収している。 
この徴収を確実に⾏い、借⼊⾦償還を適切に実⾏するための取組として、常⽇頃より関係道県等と連

絡を密にし、状況の把握に努め、さらに、納付⾒込額等の資料提供を⾏うことで徴収に対する理解と協
⼒要請を⾏い、債権の確実な確保に努めた。その結果、林道事業負担⾦等に係る債権については、計画

＜評定と根拠＞ 
 
林道事業負担⾦等及び特定中⼭間保全整備事業等負

担⾦等に係る債権については、計画に沿って全額徴収
するとともに、償還業務についても確実に実施し、年度
計画を達成した（評価指標１及び２）。 

以上のことから、第１−４に係る⾃⼰評価は「Ｂ」と
する。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評価調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式  

 

どおり 1,760 百万円徴収するとともに、償還業務についても確実に実施した。 
（徴収計画額 1,760 百万円÷徴収額 1,760 百万円＝100％） 
 

２ 特定中⼭間保全整備事業等負担⾦等の徴収率 
特定中⼭間保全整備事業等の完了区域における負担⾦等（以下「特定中⼭間保全整備事業等負担⾦等」

という。）は、元利均等年賦⽀払（年１回）により徴収している。 
この徴収を確実に⾏い、借⼊⾦償還を適切に実⾏するための取組として、常⽇頃より関係道府県等と

連絡を密にし、全額徴収への取組を⾏った。その結果、特定中⼭間保全整備事業等負担⾦等に係る債権
については、計画どおり 2,157 百万円を徴収するとともに、償還業務についても確実に実施した。 

（参考）負担⾦等には、農業施設整備事業等において整備し譲渡した農業⽤施設等に係る対価を含む。 
（徴収計画額 2,157 百万円÷徴収額 2,157 万円＝100％） 

   
＜課題と対応＞ 
引き続き、確実に債権債務管理業務を⾏う必要があ

る。 
主務⼤⾂による評価  評定 B 
＜評定に⾄った理由＞ 

⾃⼰評価書の「B」との評価結果が妥当であると確認できた。 
 

４．その他参考情報 
特になし。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第１－５ 
 

第１ その他業務運営に関する重要事項 
５ 研究開発業務、水源林造成業務及び森林保険業務の連携の強化 

関連する政策・施策 農業の持続的な発展 
戦略的な研究開発と技術移転の加速化 

当該事業実施に係る根拠（個別
法条文など） 

国立研究開発法人森林研究・整備機構法第13条第１項及び第２項 

当該項目の重要度、困難度  関連する研究開発評価、政策評
価・行政事業レビュー 

政策評価書：事前分析表農林水産省４－⑪、⑲ 
行政事業レビューシート事業番号：2022-農水-21-0224、2022-農水-
21-0259、2022-農水-21-0246 

 
２．主要な経年データ 

指標等 達成目標 基準値 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 
（参考情報） 

当年度までの累積値
等、必要な情報 

技術・知見・データの相互活用件数［件］ － － 24      
ネットワークやフィールド等の相互活
用件数［件］ － － 27      
連携して取り組んだシンポジウム等の
数［件］ － － 24      

 
３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
中長期目標 中長期計画 
林業の持続的な発展、気候変動への対応及び国土強靱化等に向けて、各業務が

有する技術・知見・蓄積したデータ、全国に展開するネットワークやフィールド
を相互に活用するなど、森林研究・整備機構の強みである業務間の連携を強化し、
先端技術の活用によるスマート林業の実証試験、林木育種で開発したエリートツ
リー等の植栽試験、森林災害に係るリスク評価等に取り組む。 

林業の持続的な発展、気候変動への対応及び国土強靱化に向けて、森林の多面的機能の発揮に必要な技術・業務の高
度化や研究開発成果の幅広い普及を図るため、各業務が有する技術・知見・蓄積したデータ、全国に展開するネットワー
クやフィールド等を相互に活用し、先端技術の活用によるスマート林業の実証試験、エリートツリーや特定母樹の植栽
試験、森林災害に係るリスク評価など、業務間の連携強化による取組を推進する。 

主な評価軸（評価の視点）、指標等 
評価軸 評価指標 
・業務間の連携強化による取組を推進しているか。 （評価指標） 

１ 業務間連携強化の取組状況  
（モニタリング指標） 
１ 各業務が有する技術・知見・蓄積したデータの相互活用件数  
２ ネットワークやフィールド等の相互活用件数  
３ 連携して取り組んだシンポジウム等の数 

年度計画 法人の業務実績等・自己評価  
 業務実績 自己評価 
 ＜主要な業務実績＞ 評定 B 
第１ その他業務運営に関する重要事

項 
５ 研究開発業務、水源林造成業務

及び森林保険業務の連携の強化 
林業の持続的な発展、気候変
動への対応及び国土強靱化に向
けて、森林の多面的機能の発揮
に必要な技術・業務の高度化や
研究開発成果の幅広い普及を図
るため、各業務が有する技術・

１ 業務間連携強化の取組状況 
機構内連携の強化を図るべく、以下の取組を行った。 
 

（１）３業務連携の取組 
・機構内連携打合せ(3/8)をオンラインで実施し、各業務の立場から連携の取組を相互確認した。 
・研究開発業務と森林保険業務との連携プロジェクト「気象害の発生プロセス解明に基づく気象害リ
スク評価手法の高度化（R2～6）」の遂行に水源林造成事業地を試験地として利用した。 

・間伐等の施業が森林災害の発生に及ぼす影響を明らかにするため、茨城県石岡市、群馬県桐生市に
おいて間伐が風害リスクに及ぼす影響に関する樹木力学試験を実施した。本試験を実施するに当た
り、水源林造成事業地及び森林組合管理地を利用した。 

＜評定と根拠＞ 
 
 
 
機構内連携の強化を図るべく、機構内連携打合せをオ

ンラインで実施し、各業務の立場から連携の取組を相互
確認した。 
また、３業務の連携により、気象害の発生プロセス解

明に基づく気象害リスク評価手法の高度化に係る取組
や間伐等の施業が森林災害の発生に及ぼす影響を明ら
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知見・蓄積したデータ、全国に
展開するネットワークやフィー
ルド等を相互に活用し、先端技
術の活用によるスマート林業の
実証試験、エリートツリーや特
定母樹の植栽試験、森林災害に
係るリスク評価など、業務間の
連携強化による取組を推進す
る。 

 
（２）研究開発業務と水源林造成業務との連携 

・研究開発業務と水源林造成業務との間で連携打合せ会議を4回実施した。 
・これまでの連携実績を整理し、情報交換会の内容や地域における現場ニーズの分析を行うとともに、
現場における現地検討会の企画、情報交換会の参集範囲の見直しを行った。 

・情報交換会は研究職員を講師として、CD材の利用、UAV（ドローン）等最新技術活用、一貫作業
システム、コウヨウザンをテーマに4回実施した。 

・情報交換会の Web 配信により整備局や水源林事務所の職員も参画するなど、水源林造成業務に従
事する職員に研究情報の共有を図るとともに、森林保険業務の職員も参加できるようにした。 

・コンテナ苗・下刈り・路網・森林火災・獣害対策・エリートツリーなどのテーマについて、全国の
水源林造成事業地に試験地を設定し、調査研究を実施した。 

・全国の水源林造成事業地において、展示林設置による特定母樹やエリートツリーの普及を促進する
とともに、多様な生育条件下における初期成長等の諸特性を評価するための調査を行った。 

 
（３）研究開発業務と森林保険業務との連携 

・運営推進会議を３回、Webによる打合せを10回、中間成果報告会を開催し、連携プロジェクトの
進捗確認及び成果の共有を行うとともに、被害調査の実施方法や保険制度に関する意見交換を行っ
た。 

・損害発生現場の調査野帳としての使用や被害種特定の参考にすることを目的としたタブレット端末
システムの令和7年度実用化に向け、森林組合連合会等（長野県森林組合連合会、釜石地方森林組
合）での実証及び機能付加等の改良を進めた。 

・都道府県の育種担当や民間種苗関係者等が参加する特定母樹等普及促進会議において、参加者に新
たに森林保険業務の職員を加え、森林保険制度や特定母樹を含む花粉症対策苗木割引制度等の説明
を実施した。 

 
（４）水源林造成業務と森林保険業務との連携 

・水源林造成事業における分収造林契約を締結している市町村へ、水源林造成業務の出先機関と森林
保険業務とが連携し、森林保険加入促進に取り組んだ（6つの出先機関と連携して20市町村（6県）
を訪問）。 

・水源林造成業務の出先機関から造林事業者等へ発送する際に使用する封筒に森林保険の広告を掲載
するなど加入促進においても連携を図った。 

 
２ 計画にない業務実績 

損害調査の効率化のための業務委託者向け「ドローン技術講習」は、当初計画では初級者向けのみの
予定であったが、保険金支払いの迅速化に向けた更なる高度な技術の導入のため、中級向けにも別途開
催した。 

かにする取組を推進した。 
 
研究開発業務と水源林造成業務との連携については、

研究職員が講師を務める情報交換会を４回実施すると
ともに、エリートツリー、特定母樹の普及に必要な展示
林を水源林造成業務と連携して新規設定した。 
水源林造成事業地に設定済みの試験林においては、各

種テーマに関する調査研究を実施し、現場におけるデー
タ収集を効率的に進めることができた。 

 
 
 
 
 
 
特定母樹等普及促進会議において、森林保険業務の職

員を令和3年度から新たに参加者に加え、花粉症対策品
種（特定母樹を含む。）の割引制度についての説明や育
種関係者への森林保険制度をPRした。 

 
 
 
 
 
 
 
水源林造成業務と森林保険業務との連携について

は、水源林造成事業における分収造林契約を締結して
いる市町村に対して、森林保険加入促進に取り組ん
だ。 

 

  以上を総合的に勘案し、第１－５に係る自己評価は
「B」とする。 

 
＜課題と対応＞ 
引き続き中長期計画に沿って取り組む。 

主務大臣による評価  評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
自己評価書の「B」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２−１ 
 

第２ 業務運営の効率化に関する事項 
１ ⼀般管理費等の節減 

当該項⽬の重要度、困難度  関連する政策評価・⾏政事業レ
ビュー 

政策評価書：事前分析表農林⽔産省４−⑪、⑲ 
⾏政事業レビューシート事業番号：2022-農⽔-21-0224、2022-農⽔
-21-0259、2022-農⽔-21-0246 

 
２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成⽬標 基準値 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 
（参考情報） 

当年度までの累積値
等、必要な情報 

評価指標１に係るもの         
研究開発業務         

⼀般管理費［千円］ 
毎年度平均で

対前年度⽐ 3％
の抑制 

756,480 733,786      

⽬標値［千円］※   733,786 711,772 690,419 669,706 649,615  

業務経費［千円］ 
毎年度平均で

対前年度⽐ 1％
の抑制 

1,666,373 1,516,029      

⽬標値［千円］※   1,649,709 1,633,212 1,616,880 1,600,711 1,584,704  
評価指標２に係るもの         

⽔源林造成業務等         

⼀般管理費［千円］ 
毎年度平均で

対前年度⽐ 3％
の抑制 

234,298 225,454      

⽬標値［千円］※   227,269 220,450 213,838 207,422 201,199   
評価指標３に係るもの         

森林保険業務         

⼀般管理費［千円］ 
毎年度平均で

対前年度⽐ 3％
の抑制 

60,238 47,537      

⽬標値［千円］※   58,431 56,678 54,978 53,328 51,728  
※ 基準値に対して毎年度対前年度⽐３％⼜は１％の抑制を⾏っていく場合の⽬標値 
 
３．各事業年度の業務に係る⽬標、計画、業務実績、年度評価に係る⾃⼰評価及び主務⼤⾂による評価 
中⻑期⽬標 中⻑期計画 
研究開発業務のうち運営費交付⾦を充当して⾏う事業について、業務の⾒直し及び効率化を進め、

⼀般管理費については毎年度平均で少なくとも対前年度⽐３％の抑制、業務経費については毎年度平
均で少なくとも対前年度⽐１％の抑制を⾏うことを⽬標とする。 

研究開発業務のうち運営費交付⾦を充当して⾏う事業について、業務の⾒直し及び効率化を進め、
⼀般管理費（新規に追加されるもの、拡充分等を除く。）については、毎年度平均で少なくとも対前
年度⽐３％の抑制、業務経費（新規に追加されるもの、拡充分等を除く。）については、毎年度平均
で少なくとも対前年度⽐１％の抑制を⾏う。 

⽔源林造成業務と特定中⼭間保全整備事業等とをあわせた⼀般管理費（公租公課、事務所賃借料等
の所要額計上を必要とする経費を除く。）については、毎年度平均で少なくとも対前年度⽐３％の抑
制を⾏うことを⽬標とする。 

⽔源林造成業務と特定中⼭間保全整備事業等とをあわせた⼀般管理費（公租公課、事務所借料等の
所要額計上を必要とする経費を除く。）については、毎年度平均で少なくとも対前年度⽐３％の抑制
を⾏う。 

森林保険業務の⼀般管理費（公租公課、事務所賃借料等の所要額計上を必要とする経費を除く。）
については、毎年度平均で少なくとも対前年度⽐３％の抑制を⾏うことを⽬標とする。 

森林保険業務は、政府の運営費交付⾦を充当することなく、保険契約者から⽀払われる保険料のみ
を原資として運営するものであり、⼀般管理費等の⽀出の⼤きさが保険料に直接的に影響すること
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を踏まえ、⽀出に当たっては、物品調達の必要性、加⼊促進業務やシステム化における費⽤対効果を
⼗分検討することなどによりコスト意識を徹底して保険事務に必要な経費を節減し、効率的な業務
運営を図り、将来的な⼀般管理費等のスリム化につなげ、⼀般管理費（公租公課、事務所借料等の所
要額計上を必要とする経費を除く。）については、毎年度平均で少なくとも対前年度⽐３％の抑制を
⾏う。 

主な評価軸（評価の視点）、指標等 
評価の視点 評価指標 
＜評価の視点１＞ 

・業務の⾒直し・効率化を進め、研究開発業務に⽀障を来すことなく⼀般管理費、業務経費の節減
に努めているか。 

（評価指標１） 
・⼀般管理費節減状況、業務経費節減状況 

＜評価の視点２＞ 
・⽔源林造成業務及び特定中⼭間保全整備事業等に係る効果的な業務運営に⽀障を来すことのない

範囲で節減に努めているか。 

（評価指標２） 
・⽔源林造成業務と特定中⼭間保全整備事業等とをあわせた⼀般管理費節減状況 

＜評価の視点３＞ 
・森林保険業務に係る効果的な業務運営に⽀障を来すことのない範囲で節減に努めているか。 

（評価指標３） 
・⼀般管理費節減状況 

年度計画 法⼈の業務実績等・⾃⼰評価  
 業務実績 ⾃⼰評価 
 ＜主要な業務実績＞ 評定 B 
第２ 業務運営の効率化に関する事項 

１ ⼀般管理費等の節減 
研究開発業務のうち運営費交付

⾦を充当して⾏う事業について、
業務の⾒直し及び効率化を進め、
⼀般管理費（新規に追加されるも
の、拡充分等を除く。）及び業務経
費（新規に追加されるもの、拡充分
等を除く。）については、中⻑期計
画に掲げた⽬標の達成に向け、削
減を⾏う。 

研究開発業務 
（評価指標１） 

運営費交付⾦を充当して⾏う事業（新規に追加されるもの、拡充分等を除く。）の⼀般管理費節減、業
務経費節減については、業務の優先度に基づく執⾏や資⾦の使途ごとの⽀出限度額の設定による⽬標管
理・執⾏予算の管理のほか、共同調達等に取り組むとともに、業務⽤⾞の削減、 照明器具の LED 化等
の取組を⾏い、⼀般管理費は対前年度（基準値）⽐ 3.0％の節減、業務経費は対前年度（基準値）⽐ 1.0
％の節減となった。ただし、業務経費の約 1.3 億円については、予定していた研究機器の購⼊等が原料
・資材の⼊⼿困難等により年度内に執⾏できず次年度に繰り越したものであり、速やかに執⾏するよう
進めている。 

この結果、中⻑期計画に掲げた節減⽬標である毎年度平均で対前年度⽐３％⼜は１％の節減を達成し
た。 

＜評定と根拠＞ 
 
⼀般管理費及び業務経費について、事務経費の節減、 

予算の適正な管理を⾏う等により、前年度に引き続き
節減に取り組んだ結果、当初計画の内容を達成した。 

⽔源林造成業務と特定中⼭間保
全整備事業等とをあわせた⼀般管
理費（公租公課、事務所借料等の所
要額計上を必要とする経費を除
く。）については、中⻑期計画に掲
げた⽬標の達成に向け、削減を⾏
う。 

⽔源林造成業務と特定中⼭間保全整備事業等とをあわせた業務 
（評価指標２） 

⽔源林造成業務と特定中⼭間保全整備事業等とをあわせた⼀般管理費（公租公課、事務所借料等の所
要額計上を必要とする経費を除く。）については、共同調達や⼀括調達による調達⾦額の節減に取り組
むとともに、事務⽤品のリユースの推進等を図り、前年度（基準値）⽐ 3.8％の節減となった。 

この結果、中⻑期計画に掲げた節減⽬標である毎年度平均で対前年度⽐３％の節減を達成した。 
 
 

 
 
⼀般管理費について、事務経費の節減、予算の適正な

管理を⾏う等により、前年度に引き続き節減に取り組
んだ結果、当初計画の内容を達成した。 

森林保険業務は、政府の運営費
交付⾦を充当することなく、保険
契約者から⽀払われる保険料のみ
を原資として運営するものであ
り、⼀般管理費等の⽀出の⼤きさ
が保険料に直接的に影響すること
を踏まえ、⽀出に当たっては、物品
調達の必要性、 加⼊促進業務やシ
ステム化における費⽤対効果を⼗
分検討することなどによりコスト
意識を徹底して保険事務に必要な

森林保険業務 
（評価指標３） 

⼀般管理費（公租公課、事務所借料等の所要額計上を必要とする経費を除く。）については、共同調達
や⼀括調達による調達⾦額の節減に取り組むとともに、事務⽤品のリユースの推進等を図り、前年度（基
準値）⽐ 21.1％の節減となった。 

この結果、中⻑期計画に掲げた節減⽬標である毎年度平均で対前年度⽐３%の節減を達成した。 
 

 
 
 
 

 
 
⼀般管理費について、事務経費の節減、予算の適正な

管理を⾏う等により、前年度に引き続き節減に取り組
んだ結果、当初計画の内容を達成した。 
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経費を節減し、効率的な業務運営
を図り、将来的な⼀般管理費等の
スリム化につなげ、⼀般管理費（公
租公課、事務所借料等の所要額計
上を必要とする経費を除く。）につ
いては、中⻑期計画に掲げた⽬標
の達成に向け、削減を⾏う。 

  以上を総合的に勘案し、第２−１に係る⾃⼰評価は
「B」とする。 

 
＜課題と対応＞ 
引き続き円滑な業務運営を確保しつつ、必要な経費の

節減を図る。 
⼀⽅で、機構運営上必須である⼀般管理費及び業務経

費に関しては、燃料価格や原材料価格の⾼騰に伴い、財
政的負担が急激に拡⼤しているところである。 

具体的な⼀例としては、森林総合研究所においては、
研究遂⾏上、エネルギー消費の⼤きい恒温恒湿環境を
必要とする施設が多数あり、旧型で⽼朽化したエネル
ギー関連施設を使⽤しているため、光熱⽔費の割合は
運営費交付⾦事業費予算の１割以上となり、予算を圧
迫している状況である。 

また、今後、原材料価格の⾼騰により各種調達に要す
る経費や設備等の維持管理費等が上昇することによ
り、機構における費⽤負担が更に増加することが⾒込
まれることから、⼀層の経費節減を図りつつも、根本的
な解決を図る必要がある。 

 
主務⼤⾂による評価  評定 B 
＜評定に⾄った理由＞ 

⾃⼰評価書の「B」との評価結果が妥当であると確認できた。 
 

４．その他参考情報 
特になし。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２−２ 
 

第２ 業務運営の効率化に関する事項 
２ 調達の合理化 

当該項⽬の重要度、困難度  
 

関連する政策評価・⾏政事業レ
ビュー 

政策評価書：事前分析表農林⽔産省４−⑪、⑲ 
⾏政事業レビューシート事業番号：2022-農⽔-21-0224、2022-農⽔
-21-0259、2022-農⽔-21-0246 

 
２．主要な経年データ 

指標等 達成⽬標 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 （参考情報） 
評価指標２に係るもの        

契約監視委員会の開催［回］ 2 2      
 

３．各事業年度の業務に係る⽬標、計画、業務実績、年度評価に係る⾃⼰評価及び主務⼤⾂による評価 
中⻑期⽬標 中⻑期計画 

「独⽴⾏政法⼈における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年５⽉ 25 ⽇総務⼤⾂決定）
等を踏まえ、公正かつ透明な調達⼿続による、適切で迅速かつ効果的な調達を実現する観点から、毎
年度策定する「調達等合理化計画」に基づき、重点的に取り組む分野における調達の改善、調達に関
するガバナンスの徹底等を着実に実施する。 

「独⽴⾏政法⼈における調達等合理化の取組の推進について」（平成 27 年５⽉ 25 ⽇総務⼤⾂決
定）等を踏まえ、毎年度「調達等合理化計画」を策定し、調達の改善、調達に関するガバナンスの徹
底等の取組を着実に実施する。また、外部有識者からなる契約監視委員会等による契約状況の点検の
徹底等で契約の公正性・透明性の確保等を推進する。 

主な評価軸（評価の視点）、指標等 
評価の視点 評価指標 
・毎年度策定する「調達等合理化計画」を踏まえ、調達の改善、調達に関するガバナンスの徹底等を

確実に実施しているか。  
・契約監視委員会等による契約状況の点検の徹底等で契約の公正性・透明性の確保等を推進している

か。 

１ 各年度策定する調達等合理化計画に定められた評価指標  
 
２ 契約監視委員会を年２回以上適時⾏っていること。 

年度計画 法⼈の業務実績等・⾃⼰評価  
 業務実績 ⾃⼰評価 
 ＜主要な業務実績＞ 評定 Ｂ 
第２ 業務運営の効率化に関する事項 

２ 調達の合理化 
「独⽴⾏政法⼈における調達等

合理化の取組の推進について」（平
成 27 年５⽉ 25 ⽇総務⼤⾂決定）
等を踏まえ、「調達等合理化計画」
を策定し、調達の改善、調達に関
するガバナンスの徹底等の取組を
着実に実施する。 

１ 各年度策定する調達等合理化計画に定められた評価指標 
  
（１）令和３年度の調達等合理化計画の策定 

調達等合理化委員会を開催して、事務・事業の特性を踏まえ、ＰＤＣＡサイクルにより、公正性・
透明性を確保しつつ、⾃律的かつ継続的に調達の合理化に取り組むため、調達等合理化計画を策定し
た。 

（２）調達等合理化計画に基づいて重点的に取り組む分野における調達の改善 
ア 研究開発⽤及び業務運営に係る物品・役務等の調達 

研究開発⽤及び業務運営に係る物品・役務等の調達について、調達業務の効率化・合理化の観点
から令和３年度においても引き続き①〜③の取組を⾏うことで、公正性・透明性を確保しつつ合理
的な調達を実施した。 
①  単価契約の対象品⽬の⾒直しを⾏い、調達⼿続きの簡素化と納期の短縮等を図る。 
【調達⼿続きの簡素化と納期の短縮】 

単価契約の対象品⽬の⾒直しを⾏い、通常の物品調達の場合と⽐較して、要求から納品に要
する期間を、従来の１ヶ⽉半程度から１ヶ⽉程度に短縮するなど、調達⼿続の簡素化を図った。 

②  物品・役務について共同調達⼜は⼀括調達の取組を推進する。 
【調達⼿続きに要する事務量の節減】 

農業・⾷品産業技術総合研究機構（農研機構）及び国際農林⽔産業研究センター（JIRCAS）
との共同調達を引き続き実施するとともに、⽀所等においても地域農業研究センター等と共同
調達を実施するなど、調達⼿続に要する事務の軽減を図った。 

＜評定と根拠＞ 
調達等合理化計画を策定し、これに基づき重点的に

取り組む分野における調達の改善として、以下を実施
した（評価指標１）。 
・単価契約、共同調達、複数年契約等の取組を継続的に

⾏うことによって、公正性・透明性を確保しつつ合理
的な調達 

・⼀者応札の改善については、⼊札審査委員会の活⽤、
ウェブサイトからの仕様書のダウンロードを可能と
する仕組みの導⼊ 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 様式 

 

・共同調達件数：41 件（令和２年度 35 件） 
③  複数年にわたる調達が経済的⼜は効率的と判断されるものについては、複数年契約を⾏うこと
により、調達⾦額の節減及び調達事務の効率化を図る。 
【調達⼿続きに要する事務量の節減】 

施設の保守管理業務、⾃動⾞・複写機の借り上げ等を複数年契約に移⾏することにより、調達
⼿続に要する事務の軽減を図った。 

・複数年契約：72 件（令和２年度 93 件） 
イ ⼀者応札・応募の改善 

⼀者応札・応募の改善を図るため、令和３年度においても、引き続き以下の取組を⾏うことによ
り、競争性の確保等に努めた。 
①  ⼊札審査委員会による事前審査の実施 
【審査件数】 

⼊札審査委員会において、競争性の確保の観点から仕様書等の審査を⾏った。 
・⼊札審査委員会による審査件数：研究開発業務 82 回 128 件（令和２年度 103 回 210 件）、
⽔源林造成業務等 55 回 103 件（令和２年度 52 回 104 件）、森林保険業務 3 回 3 件（令和２
年度 2 回 2 件） 

②  調達⾒通しを作成しウェブサイトで公表 
【公表件数】 

調達の⾒通し⼀覧を作成してウェブサイトで公表する取組を引き続き実施した。 
・ウェブサイトでの公表件数：研究開発業務 130 件（令和２年度 120 件）、⽔源林造成業務等
103 件（令和２年度 93 件）、森林保険業務２件（令和２年度 3 件）の発注⾒通しをウェブサ
イトで公表した。 

③ ⼊札説明書受領者へのアンケートの実施と結果の分析 
【アンケート実施件数】 

⼊札説明書受領者へのアンケートにより、仕様書における競争性確保のための条件等につい
て分析し、次回の同種案件への参考とした。 

・アンケート実施件数：⼀者応札・応募となった案件について、⼊札説明書を受領しながら応
札を⾏わなかった業者に対して、その理由等を聴き取り等により調査を⾏った。研究開発業
務 61 件（令和２年度 112 件）、⽔源林造成業務等 15 件（令和２年度 13 件）、森林保険業務 0
件（令和２年度 0 件） 

④ ⼊札に参加しやすい環境を作るため、ウェブサイトから仕様書のダウンロードを可能とする仕
組みの実施 
【仕様書等のアップロード件数及びダウンロード件数】 

令和３年度も引き続きウェブサイト上から仕様書をダウンロードできる仕組みを実施し、⼊
札に参加しやすい環境作りに努めた。 

・仕様書等アップロード実施件数：研究開発業務 110 件（令和２年度 170 件）、⽔源林造成業
務等 52 件（令和２年度 47 件）、森林保険業務 2 件（令和２年度 3 件）  
・仕様書等のダウンロード件数：研究開発業務 5,776 件（令和２年度 11,553 件）、⽔源林造成
業務等 1,318 件（令和２年度 1,707 件）、森林保険業務 253 件（令和２年度 147 件） 

⑤ 仕様書における業務内容の明確化及び必要最低限の仕様書作成に努めるよう職員へ周知 
【仕様書の作成】 

仕様書作成過程において、職員に対し、業務内容を明確に記載するとともに、必要最低限の内
容で作成するよう周知を⾏った。 

 
（３）調達に関するガバナンスの徹底 

調達に関するガバナンスの徹底を図るため、引き続き以下の取組を⾏った。 
ア 検収の徹底 

【監査室による点検実績等】 
検査体制の徹底を図り、契約業者から納品される調達対象物品等は全て検収担当部署のスタッフ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以下により、調達に関するガバナンスの徹底を図っ

た（評価指標１）。 
 

・検査体制の徹底を図り、契約業者から納品される物品
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 様式 

 

が検収を⾏い、検査調書（⼜は検査関係書類）を作成した。また、検収の徹底状況について内部監
査を実施した。（監査実施期⽇：令和４年２⽉ 24 ⽇ 監査対象部署：調達課検収係） 

イ 研究費執⾏マニュアルの改定等 
【研究費執⾏マニュアルの改定及び研修の実施等】 

「研究費の使⽤に関するハンドブック」を改定した。（令和３年４⽉１⽇及び令和３年 10 ⽉ 1 ⽇
改定）。 

また、以下について、最新の状況を踏まえ注意点の追加等の改定を⾏い、不正防⽌に関する教育
研修及び事務説明会を開催（令和３年８⽉ 5 ⽇、参加者 1,060 名）するとともに、ｅラーニングシ
ステムを活⽤して意識の向上を図った。 

なお、８⽉以降の採⽤者等について研修を随時実施し、令和 3 年度も全役職員を対象に実施した。 
・公的研究費等の不正防⽌に向けて（令和 3 年 7 ⽉改定） 
・公的研究費の事務⼿引き（令和３年８⽉ 5 ⽇改定）  
・科学研究費助成事業（科研費）経理事務⼿引き（令和３年６⽉２８⽇改定） 

ウ コンプライアンス・ハンドブックの改定等 
【コンプライアンス・ハンドブックの改定等】 

国⽴研究開発法⼈森林研究・整備機構公益通報処理規程の改正に伴い、⼀部改定した。 
新規採⽤者研修において「コンプライアンス・ハンドブック」をテキストとして講義を実施し、

職員に周知をした。 
また、発注事務の的確な実施に関する理解を深めるため、「発注者綱紀保持に関する研修」（令

和３年 11 ⽉５⽇、参加者 703 名）を実施した。 
エ 随意契約審査委員会による点検 

【随意契約審査委員会による事前点検実績等】 
随意契約審査委員会において、契約事務取扱規程における「随意契約によることができる事由」

との整合性や、より競争性のある調達⼿続の実施の可否の観点から審査を実施した。 
 

等は、すべて検収担当部署のスタッフが検収を⾏う
取組を実施 

・内部監査により徹底状況や物品の使⽤状況を把握 
・研究費の不正使⽤の防⽌及び適切な執⾏を⾏うため

に、研究費執⾏マニュアルを改定するとともに調達
担当職員及び研究員に対する研修を実施 

・研究費の不正使⽤の防⽌及び公平性・透明性の⾼い調
達を⾏うために「コンプライアンス・ハンドブック」
を改定し、職員（⾮常勤職員含む。）に周知徹底 

・随意契約審査委員会による点検 
 

 
 
 
 
 
 

また、外部有識者からなる契約
監視委員会等による契約状況の点
検の徹底等で契約の公正性・透明
性の確保等を推進する。 

２ 契約監視委員会を年２回以上適時⾏っていること 
外部有識者を含む契約監視委員会を 2 回開催し、調達等合理化計画の策定案、随意契約及び⼀者応札

・応募案件の状況について審査を⾏い、透明性、公平性の確保に努めた。 
契約監視委員会：2 回開催 （第 1 回 令和３年 6 ⽉ 4 ⽇、第 2 回 令和 3 年 12 ⽉ 20 ⽇）  
 

契約監視委員会による審査により調達におけるガバ
ナンスを徹底した（評価指標２）。 

 

  以上を総合的に勘案し、第２−２に係る⾃⼰評価は
「Ｂ」とする。 

 
＜課題と対応＞ 
引き続き、事務・事業の特性を踏まえ、PDCA サイ

クルにより公正性・透明性を確保しつつ、⾃⽴的かつ継
続的に調達等の合理化に取り組む。 

 
主務⼤⾂による評価  評定 B 
＜評定に⾄った理由＞ 

⾃⼰評価書の「B」との評価結果が妥当であると確認できた。 
 

４．その他参考情報 
特になし。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第２－３ 
 

第２ 業務運営の効率化に関する事項 
３ 業務の電子化 

当該項目の重要度、困難度  関連する政策評価・行政事業レ
ビュー 

政策評価書：事前分析表農林水産省４－⑪、⑲ 
行政事業レビューシート事業番号：2022-農水-21-0224、2022-農水
-21-0259、2022-農水-21-0246 

 
２．主要な経年データ 

指標等 達成目標 基準値 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 
（参考情報） 
当年度までの累積
値等、必要な情報 

評価指標１に係るもの         
事務手続の電子化状況 － － 電子決裁を含めた文書

管理システムを導入      
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
中長期目標 中長期計画 
国内外で新たなデジタル技術を活用した変革（デジタルトランスフォーメーション）が進む中、デ

ジタル技術を活用した事務手続の効率化・迅速化を図るとともに利便性の向上に努める。また、森林
研究・整備機構内ネットワークの充実を図り、併せて情報システム、重要情報への不正アクセスに対
する十分な堅牢性を確保する。このほか、多様で柔軟な労働環境を整備するため、業務の形態に応じ
たテレワークの導入を図る。 

国内外で新たなデジタル技術を活用した変革（デジタルトランスフォーメーション）が進んでいる
ことを踏まえ、電子決裁を含めた文書管理システムの本格的導入や水源林造成業務に係る各種手続
のオンライン化、森林保険業務に係るタブレット端末向けの損害調査システムの実用化等により、電
子化による効率的な業務の推進に取り組む。また、森林研究・整備機構内ネットワークの充実を図
り、併せて情報システム、重要情報への不正アクセスに対する十分な堅牢性を確保する。さらに、こ
れらの取組を通じて、業務の形態に応じたテレワークの導入など、新たな感染症や自然災害に対応可
能な業務継続性の確保及び多様で柔軟な労働環境の整備により、業務運営基盤の強化を図る。 

主な評価軸（評価の視点）、指標等 
評価の視点 評価指標 
・電子化の促進等により事務手続の簡素化・迅速化を図っているか。 
・電子化による労働環境の改善及び利便性の向上に努めているか。 

１ 事務手続の電子化状況 
２ テレワーク等の多様な勤務形態の実施状況 

年度計画 法人の業務実績等・自己評価  
 業務実績 自己評価 
 ＜主要な業務実績＞ 評定 A 
第２ 業務運営の効率化に関する事項 
３ 業務の電子化 

新たなデジタル技術を活用した
変革（デジタルトランスフォーメ
ーション）の導入例を参照し、電
子決裁を含めた文書管理システム
の導入、水源林造成業務に係る各
種手続のオンライン化に向けた環
境整備、森林保険業務に係るタブ
レット端末アプリの共同開発等、
電子化による効率的な業務の推進
に取り組む。 

１ 事務手続の電子化状況  
・イントラネットや会議等のオンライン開催、会議資料の電子化等によりペーパーレス化を推進すると
ともに、グループウエアのワークフロー機能（オンライン上で承認等手続きができるシステム）を活
用し、申請等の電子化及び業務の効率化を推進した。 

・電子決裁の運用を開始するため、令和３年度から文書管理システムを導入した。 
・研究開発業務に続き、水源林造成業務及び森林保険業務においても就業管理システムを導入し、機構
全体での出勤簿や各休暇申請等の勤怠処理の電子化を行った。 

 
【水源林造成業務】 

造林者からの申請書類の作成・提出プロセスのオンライン化や、経理システムの全面的な電子決裁処
理を実現するため、令和5年度より稼働を予定している新システムの構築に向けての環境整備を、構築
業者と協力して実施した。 

 
【森林保険業務】 

損害発生現場の調査野帳としての使用や雪害や風害といった被害種特定の参考にすることを目的と
したタブレット端末システムの実用化に向け、委託先である森林組合連合会等（長野県森林組合連合会、

＜評定と根拠＞ 
機構全体として、文書管理システムを導入し、決裁及

び文書管理の効率化を図るとともに、就業管理システ
ムにより、勤怠管理の効率化を実現した。また、各種会
議等のペーパーレス化を推進するなど、業務の電子化
に取り組んだ(評価指標１)。 
水源林造成業務において、新システムの構築に向け

た環境整備を実施した(評価指標１)。 
森林保険業務において、タブレット端末を利用した

損害調査等システムの実証を進めた(評価指標１)。 
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釜石地方森林組合）での実証及び機能付加等の改良を進めた。 
 

また、森林研究・整備機構内ネッ
トワークの充実を図り、併せて情
報システム、重要情報への不正ア
クセスに対する十分な堅牢性を確
保する。 

機構内ネットワークの充実に向け、研究所（つくば）会議室等で支給端末向けの無線 LAN アクセス
ポイント及び認証サービスを試行的に導入した。これにより、会議資料のペーパーレス化や、ビデオ通
話を利用した各種会合（研究打合せや各種会議、成果発表会等）の開催基盤となった。 
また、業務に利用する各種情報システムについては、中核となるサーバーに適切なアクセス制限を設

定することはもとより、その接続経路となる構内ネットワークの結節点となる機器に、許可された通信
のみを通過させる設定や装置を追加して、サーバーや内部ネットワーク、そしてそこに接続する端末の
保護と重要情報への不正アクセスに対する堅牢性確保に取り組んだ。 
 

機構内ネットワーク基盤の充実、各種情報システム
及び重要情報への不正アクセスに対する堅牢性確保に
取り組んだ(評価指標１)。 

さらに、業務の形態に応じたテ
レワークの導入など、新たな感染
症や自然災害に対応可能な業務継
続性の確保及び多様で柔軟な労働
環境の整備により、業務運営基盤
の強化を図る。 

２ テレワーク等の多様な勤務形態の実施状況 
働きながら育児・介護を行うなどのワークライフ・マネジメント（仕事と私生活の時間管理）の実現

や新型コロナウイルス感染症拡大防止策と業務継続の両立を可能とする手段として、令和３年７月から
在宅勤務制度を導入し、運用を開始した。 
在宅勤務の実施に当たっては、リモートアクセスツールの利用を拡大し、在宅勤務の環境整備に取り

組んだ。 
 

令和３年度の在宅勤務の実施状況 
       （実施者数）  （職員数） （実施者率） 
研究開発業務    439人 ／   790人   55.6% 
水源林造成業務   256人 ／   383人   66.8% 
森林保険業務    28人 ／   35人   80.0% 
 

 
※ 職員数：期末の在宅勤務規程適用対象職員（常勤職員、森林総研特別研究員、事業専門員、契約職
員） 

※ 研究開発業務においては、事務の効率化と業務継続を確保しつつ在宅勤務を開始したところであ
り、業務の特異性等も踏まえ新型コロナウイルス感染症対策を含めて効果を検証しつつ導入を進め、
約半数の者が実施した。 
 

在宅勤務制度の運用開始に伴い、在宅勤務の環境改
善を図った(評価指標２)。 

  以上を総合的に勘案し、第２－３に係る自己評価は
「A」とする。 

 
＜課題と対応＞ 
事務手続の電子化を推進するとともに、ネットワーク

の充実、情報システムの堅牢性を確保する。 
主務大臣による評価  評定 A 
＜評定に至った理由＞ 
文書管理システムや就業管理システムの導入、各種会議のペーパーレス化、水源林造成業務に係る各種手続きのオンライン化、森林保険業務に係るタブレット端末アプリの共同開発など、業務の電子

化及び効率的な業務の推進を図るとともに、機構内ネットワーク基盤の充実を図りつつも不正アクセスに対する堅牢性確保への取り組みが認められる。 
また、ワークライフ・マネジメントの実現や新型コロナウイルス感染症拡大防止策と業務継続の両立を可能とするために新たに在宅勤務制度を導入し運用を開始した。 
以上のとおり、中長期目標の達成に向けて着実に取組を遂行したことに加え、各種システムを導入することにより業務の効率化を図ったほか、在宅勤務制度を開始する等多様で柔軟な労働環境を整備

したことから「A」評定とした。 
 
４．その他参考情報 
特になし。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３−１ 第３ 財務内容の改善に関する事項 

１ 研究開発業務 
当該項⽬の重要度、困難度  

 
関連する政策評価・⾏政事業レ
ビュー 

政策評価書：事前分析表農林⽔産省４−⑪ 
⾏政事業レビューシート事業番号：2022-農⽔-21-0224 

 
２．主要な経年データ 

指標等 

達
成
⽬
標 
 

基準値 
 (※１) 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 

（参考情
報）当該
年度まで
の累積値
等、必要
な情報 

評価指標３に係るもの               
外部研究資⾦の実績（［件］、［百万円］）  件数 ⾦額 件数 ⾦額 件数 ⾦額 件数 ⾦額 件数 ⾦額 件数 ⾦額  

総計   191 1,407 209 1,261          
内訳 政府受託  10 343 9 407          

その他の受託研究  30 559 25 330          
助成研究  10 13 10 15          
科学研究費助成事業  131 365 154 392          
研究開発補助⾦  10 127 11 117          

政府受託の実績（［件］、［百万円］）  件数 ⾦額 件数 ⾦額 件数 ⾦額 件数 ⾦額 件数 ⾦額 件数 ⾦額  
総計   10 343 9 407          
内訳 林野庁  2 51 2 50          

農林⽔産技術会議  7 274 6 337          
環境省  1 19 1 20          
⾷料産業局  0 0 0 0          

競争的資⾦等への応募件数と新規採択
件数［件］※2 

 
 応募 新規採択 応募 新規採択 応募 新規採択 応募 新規採択 応募 新規採択 応募 新規採択  

 
総数   204 47 222 59          
内訳 科学研究費助成事業  183 42 195 53          

研究活動スタート⽀援  2 1 8 4          
科学技術振興機構（JST）  5 1 3 1          
環境研究総合推進費  4 2 11 0          
地球環境保全等試験研究費  1 0 1 0          
イノベーション創出強化研究
推進事業  9 1 9 1          

評価指標４に係るもの               
特許料、⼊場料等の⾃⼰収⼊実績 
［百万円］ 

  収⼊実績  収⼊実績  収⼊実績  収⼊実績  収⼊実績  収⼊実績  

総計   − 29 − 35 −  −  −  −   
内訳 依頼出張経費  − 14 − 16 −  −  −  −   

⼊場料  − 0 − 5 −  −  −  −   
鑑定・試験業務  − 2 − 3 −  −  −  −   
林⽊育種  − 10 − 7 −  −  −  −   
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財産賃貸収⼊  − 1 − 1 −  −  −  −   
特許料  − 2 − 3 −  −  −  −   

評価指標５に係るもの                
施設利⽤料の収⼊実績（百万円）   − 0 − 0 −  −  −  −   

※１ 前中⻑期⽬標期間の最終年度の値 
※２ 応募から採択までの間に年度をまたぐ場合があるため、当年度の新規採択数は前年度に応募されたものを含む。 
 
 

３．各事業年度の業務に係る⽬標、計画、業務実績、年度評価に係る⾃⼰評価及び主務⼤⾂による評価 
中⻑期⽬標 中⻑期計画 

独⽴⾏政法⼈会計基準（平成 12 年２⽉ 16 ⽇独⽴⾏政法⼈会計基準研究会策定、令和２年３⽉ 26
⽇改訂）等により、運営費交付⾦の会計処理として、業務達成基準による収益化が原則とされたこと
を踏まえ、収益化単位の業務ごとに予算と実績を管理する体制を構築する。 

⼀定の事業等のまとまりごとに、適切にセグメントを設定し、セグメント情報を開⽰する。 
また、受託研究等の外部研究資⾦の獲得、受益者負担の適正化、特許実施料の獲得の拡⼤等により

⾃⼰収⼊の確保に努める。特に、「独⽴⾏政法⼈改⾰等に関する基本的な⽅針」（平成 25 年 12 ⽉ 24
⽇閣議決定）において、「法⼈の増収意欲を増加させるため、⾃⼰収⼊の増加が⾒込まれる場合には、
運営費交付⾦の要求時に、⾃⼰収⼊の増加⾒込額を充てて⾏う新規業務の経費を⾒込んで要求できる
ものとし、これにより、当該経費に充てる額を運営費交付⾦の要求額の算定に当たり減額しないこと
とする。」とされていることを踏まえ、本中⻑期⽬標の⽅向に即して、特許実施料の獲得など積極的
かつ適切な対応を⾏う。 

「第３ 業務運営の効率化に関する事項」を踏まえた中⻑期計画の予算を作成し、当該予算による
効率的な業務運営を⾏う（研究開発業務については、運営費交付⾦に係る予算を対象とする。）。  
１  研究開発業務  

運営費交付⾦の会計処理として、業務達成基準による収益化が原則とされたことを踏まえ、収益
化単位の業務ごとに予算と実績の管理に努める。  

また、⼀定の事業等のまとまりごとに、適切にセグメントを設定し、セグメント情報等の開⽰に
努める。  

さらに、受託研究等の外部研究資⾦の獲得、受益者負担の適正化、特許実施料の拡⼤等により⾃
⼰収⼊の確保に努める。 
 

短期借⼊⾦の限度額 
13 億円  
（想定される理由） 
運営費交付⾦の受⼊の遅延等に対応するため 
 

剰余⾦の使途  
剰余⾦は、研究等機材及び施設の充実を図るための経費に充当する。 
 

積⽴⾦の処分  
前中⻑期⽬標期間繰越積⽴⾦は、前期中⻑期⽬標期間中に⾃⼰収⼊財源で取得し、当期中⻑期⽬標

期間へ繰り越した固定資産の減価償却に要する費⽤等に充当する。 
主な評価軸（評価の視点）、指標等 
評価の視点 評価指標 
・業務達成基準の導⼊、セグメント管理の強化に対応した会計処理⽅法が適切に定められているか。

それに従って運営されているか。  
 
・受託研究等の外部研究資⾦の確保等による⾃⼰収⼊の増加に向けた取組が⾏われているか。 

１ 予算配分⽅針と実績  
２ セグメント情報の開⽰状況  
 
３ 外部研究資⾦の実績  
４ 特許料、⼊場料等の⾃⼰収⼊実績  
５ 施設利⽤料の収⼊実績 

年度計画 法⼈の業務実績等・⾃⼰評価  
 業務実績 ⾃⼰評価 
 ＜主要な業務実績＞ 評定 B 
第３ 財務内容の改善に関する事項 

「第２ 業務運営の効率化に関
する⽬標を達成するためにとるべ
き措置」を踏まえた年度計画の予
算を作成し、当該予算による効率
的な業務運営を⾏う（研究開発業

 ＜評定と根拠＞ 
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務については、運営費交付⾦に係
る予算を対象とする。）。 

 
１ 研究開発業務  

 
 
 
 
 
中⻑期⽬標に定められた重点研究課題をそれぞれ⼀

定の事業のまとまりとして予算・執⾏実績を管理する
とともに、収益化単位の業務ごとの予算と実績管理を
⾏った。また、適切にセグメントを設定し、研究分野別
セグメント情報等を開⽰した(評価指標 1 及び２)。 

 
 
 
 
 
外部研究資⾦については、農林⽔産省の「『知』の集

積と活⽤の場」産学官連携推進協議会における研究開
発プラットフォームからのイノベーション創出強化研
究推進事業のほか⼤型の外部資⾦へ応募するとともに
(評価指標 3)、特許料等の⾃⼰収⼊の拡⼤に向けて積極
的に取り組んだ (評価指標 4 及び 5)。 

 

運営費交付⾦の会計処理として、
業務達成基準による収益化が原則と
されたことを踏まえ、収益化単位の
業務ごとに予算と実績の管理に努め
る。 

１ 予算配分⽅針と実績  
中⻑期⽬標に定められた重点研究課題をそれぞれ⼀定の事業のまとまりとし、その区分に応じて予算

・執⾏実績を管理するとともに、財務諸表に掲載・開⽰するなど、収益化単位の業務ごとの予算と実績
管理を⾏った。 

 
また、⼀定の事業等のまとまりご

とに、適切にセグメントを設定し、
セグメント情報等の開⽰に努める。 

 

２ セグメント情報の開⽰状況  
中⻑期⽬標で定められた重点研究課題をそれぞれ⼀定の事業等のまとまりとして、適切にセグメント

を設定し、令和 3 年度財務諸表にセグメント情報を開⽰するとともに、研究分野別セグメント情報等を
開⽰した。 

 
さらに、受託研究等の外部研究資

⾦の獲得、受益者負担の適正化、特
許実施料の拡⼤等により⾃⼰収⼊の
確保に努める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
短期借⼊⾦の限度額 

13 億円  
（想定される理由） 
運営費交付⾦の受⼊の遅延等に対応

するため 
 

３ 外部研究資⾦の実績 
・外部研究資⾦の獲得を促進するため、公募情報の所内周知を速やかに⾏い、課題内容の検討時間を⻑

く確保する⽀援を⾏った。 
・特に、科研費の公募は昨年度より約２ヵ⽉締切時期が早まったため、それに合わせた⽀援体制を構築

した。また、科研費獲得経験のある研究専⾨員による応募書類へのアドバイスを⾏い、完成度を⾼め
る⽀援制度を継続した。 

・農林⽔産省の「『知』の集積と活⽤の場」産学官連携推進協議会において、当機構及び機構職員が中⼼
となって設⽴した 2 個の研究開発プラットフォームを経由してイノベーション創出強化研究推進事
業に 9 件の応募を⾏い、うち 1 件はマッチングファンド⽅式を適⽤する応募であった。NEDO のグ
リーンイノベーション基⾦やムーンショット型研究開発事業のほか、運営費交付⾦プロジェクト等を
元に内閣府の PRISM へ応募した。その結果、イノベーション創出強化研究推進事業 1 件、農林⽔産
研究推進事業委託プロジェクト研究 1 件が採択された。 

 
４ 特許料、⼊場料等の⾃⼰収⼊実績 

・依頼試験、分析や鑑定書の発⾏、受託出張について規程に基づく適切な⾒積、経費請求を⾏うことに
より、受益者負担の適正化に努めた。 

・特許実施料の拡⼤のため、知財マネジメントに関するセミナーを開催し権利化等に関する知識の蓄積
に取り組んだ。 

・苗⽊配布等による収⼊や、当機構の⼟地と建物の利⽤料（会議室等）といった財産賃貸収⼊等の⾃⼰
収⼊の獲得に努めた。 

・多摩森林科学園の⼊場料収⼊については、令和 2 年度は全期間台⾵被害復旧⼯事を⾏っており、令和
３年４⽉から有料公開を再開したが、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、⼊場者数が令和元年
度の⽔準にまで回復しなかったため、令和元年度の 6 割弱の収⼊となった。 
 

５ 施設利⽤料の収⼊実績 
・施設利⽤料の収⼊実績は、財産賃貸収⼊の内訳として建物利⽤料を計上しており、業務に⽀障の無い

範囲で会議室や実験室を賃貸し、利⽤料を得た。 
 

６ 短期借⼊⾦の限度額 
該当なし。 

 
 
 
 
７ 剰余⾦の使途 
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剰余⾦の使途  
剰余⾦は、研究等機材及び施設の充

実を図るための経費に充当する。 
 

積⽴⾦の処分  
前中⻑期⽬標期間繰越積⽴⾦は、前

期中⻑期⽬標期間中に⾃⼰収⼊財源で
取得し、当期中⻑期⽬標期間へ繰り越
した固定資産の減価償却に要する費⽤
等に充当する。 

 

該当なし。 
 
 

８ 積⽴⾦の処分 
前中⻑期⽬標期間中に⾃⼰収⼊財源で取得し、現中⻑期⽬標期間へ繰り越した有形固定資産（研究⽤

機器等）の減価償却に要する費⽤等に 58,219 千円を充当し、収⽀の均衡を図った。 

  以上を総合的に勘案し、第３−１に係る⾃⼰評価は
「B」とする。 

 
＜課題と対応＞ 
令和 3 年度は、科研費の応募件数が増加し採択率が

ほぼ昨年度と同様だったため、全体の採択件数が増加
した。政府受託については、応募件数が増加し、採択⾦
額は 407 百万円であった。次年度も、引き続き適切な
対策を講じ、外部研究資⾦の獲得を促していく必要が
ある。 

主務⼤⾂による評価  評定 B 
＜評定に⾄った理由＞ 

⾃⼰評価書の「B」との評価結果が妥当であると確認できた。 
 

４．その他参考情報 
（単位：百万円、％） 

（注 1）平成 30 年３⽉ 30 ⽇付け総務省⾏政管理局通知「独⽴⾏政法⼈における経営努⼒の促進とマネジメントの強化について」に基づく記載。 
（注 2）最終年度における「前期中（⻑）期⽬標期間繰越積⽴⾦」、「⽬的積⽴⾦」、「積⽴⾦」には、次期中（⻑）期⽬標期間への積⽴⾦の繰越しを算定するために各勘定科⽬の残余を積⽴⾦に振り

替える前の額を記載。 
（注 3）「うち経営努⼒認定相当額」には、最終年度に経営努⼒認定された額を記載（最終年度に経営努⼒認定された利益は「⽬的積⽴⾦」には計上されずに、「積⽴⾦」に計上された上で次期中（⻑）

期⽬標期間に繰り越される。）。 
（注 4）「その他の積⽴⾦等」には、各独⽴⾏政法⼈の個別法により積⽴が強制される積⽴⾦等の額を記載。 
 

 
 

３年度末 
（初年度） 

４年度末 
 

５年度末 
 

６年度末 
 

７年度末 
（最終年度） 

前期中（⻑）期⽬標期間繰越積⽴⾦ 104     
⽬的積⽴⾦ 0     
積⽴⾦ 90     

うち経営努⼒認定相当額      
その他の積⽴⾦等 0     
運営費交付⾦債務 287     
当期の運営費交付⾦交付額（a） 10,449     

うち年度末残⾼（b） 287     
当期運営費交付⾦残存率（b÷a） 2.75％     
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３－２ 
 

第３ 財務内容の改善に関する事項 
２ 水源林造成業務等 

当該項目の重要度、困難度  
 

関連する政策評価・行政事業レ
ビュー 

政策評価書：事前分析表農林水産省４－⑲ 
行政事業レビューシート事業番号：2022-農水-21-0259、2022-農水
-21-0246 

 
２．主要な経年データ 

評価対象となる指標 達成目標 基準値 
(※１) 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 

（参考情報） 
当年度までの累積値等、必

要な情報 
長期借入金の償還額［百万円］ 
（水源林造成事業） 448億円/5年 14,919  9,602      
長期借入金の償還額［百万円］ 
（特定中山間保全整備事業等） 112億円/5年  3,619      
立木の販売面積［ha］ 上限 74,000 ha/5年 2,687 2,764      
積立金の処分額［百万円］ 
（水源林勘定） － － 345      
積立金の処分額［百万円］ 
（特定地域整備等勘定） － － 68      
※１ 前中長期目標期間の最終年度値 

 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
中長期目標 中長期計画 
１ 水源林造成業務 

適切な業務運営を行い、当期中長期目標期間（令和３年４月１日から令和８年３月31日）中
に長期借入金について 448億円を確実に償還する。また、事業の透明性や償還確実性を確保す
るため、債務返済に関する試算を行い、その結果を公表する。 

 
 
 
２ 特定中山間保全整備事業等 

適切な業務運営を行い、当期中長期目標期間（令和３年４月１日から令和８年３月31日）中
に長期借入金について112億円を確実に償還する。 

○ 予算、収支計画及び資金計画 
１ 水源林造成業務  

当期中長期目標期間中に長期借入金について448億円を確実に償還する。  
また、毎年度、最新の木材価格や金利情勢等の経済動向や国費等の収入について一定の前提条件を

おいた債務返済に関する試算を行い、中長期計画に基づく償還計画額とともに公表する。また、これ
らと当年度の実績額について検証を行い、その結果を公表する。 

 
２ 特定中山間保全整備事業等 

当期中長期目標期間中に長期借入金について112億円を確実に償還する。 
 
○ 短期借入金の限度額  

特定中山間保全整備事業等 
９億円  
（想定される理由）  
一時的な資金不足 

 
○ 不要財産以外の重要な財産の譲渡に関する計画  

水源林造成業務における分収造林契約等に基づく主伐及び間伐に伴う立木の販売、公共事業等の実
施に伴い支障となる立木の販売を計画する。  
（計画対象面積の上限）74,000ha 

 
○ 剰余金の使途 
１ 水源林勘定 

剰余金は、借入金利息等に充当する。  
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２ 特定地域整備等勘定  
剰余金は、負担金等の徴収及び長期借入金の償還に要する費用に充当する。 

 
○ 積立金の処分 
１ 水源林勘定  

前中長期目標期間繰越積立金は、借入金利息等に充当する。 
２ 特定地域整備等勘定  

前中長期目標期間繰越積立金は、負担金等の徴収及び長期借入金の償還に要する費用に充当する。 
主な評価軸（評価の視点）、指標等  
評価の視点 評価指標 
１ 水源林造成業務 
・当期中長期目標期間中に長期借入金について確実に償還しているか。  
・事業の透明性や償還確実性を確保するため、債務返済に関する試算を行い、その結果を公表
しているか。  

・「業務運営の効率化に関する事項」を踏まえた中長期計画の予算を作成し、効率的な運営を行
ったか。 

２ 特定中山間保全整備事業等 
・当期中長期目標期間中に長期借入金について確実に償還しているか。 
・「業務運営の効率化に関する事項」を踏まえた中長期計画の予算を作成し、効率的な運営を行
ったか。 

１ 水源林造成業務 
・当期中長期目標期間中（各年度）の償還計画に対する長期借入金の償還額  
・債務返済の見通しに関する試算及びその結果の公表  
・「業務運営の効率化に関する事項」を踏まえた中長期計画の予算の作成がなされ、効率的な運営を行
うための取組を行っていること。 

 
２ 特定中山間保全整備事業等 
・当期中長期目標期間中（各年度）の償還計画に対する長期借入金の償還額  
・「業務運営の効率化に関する事項」を踏まえた中長期計画の予算の作成がなされ、効率的な運営を行
うための取組を行っていること。 

年度計画 法人の業務実績等・自己評価  
 業務実績 自己評価 

 ＜主要な業務実績＞ 評定 B 
第３ 財務内容の改善に関する事項 
２ 水源林造成業務 

○ 予算、収支計画及び資金計画 
長期借入金については、9,602
百万円を確実に償還する。 
また、毎年度、最新の木材価格

や金利情勢等の経済動向や国費
等の収入について一定の前提条
件をおいた債務返済に関する試
算を行い、中長期計画に基づく
償還計画額とともに公表する。
また、これらと当年度の実績額
について検証を行い、その結果
を公表する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
○ 不要財産以外の重要な財産の
譲渡に関する計画 
水源林造成業務における分収

造林契約等に基づく主伐及び間

 
１ 水源林造成業務 
（１）当期中長期目標期間中（各年度）の償還計画に対する長期借入金の償還額 

長期借入金の償還原資である負担金等を確実に徴収するため、関係道府県及び受益者と連絡を密 
にし、計画の負担金等を全額徴収したことにより、長期借入金を着実に償還した。 

【令和３年度長期借入金償還実績】                             (単位：百万円) 
業   務 長期借入金償還元金 

水源林造成業務 9,602 
※（予算と実績が異なる場合は理由を記載） 
 

（２）債務返済の見通しに関する試算及びその結果の公表 
水源林造成業務については、最新の木材価格のデータに基づき債務返済に関する試算等を行い、「水

源林造成業務リスク管理委員会」において長期借入金等の償還見通しについて確実に償還されている
ことが確認された。なお、試算結果等については、10月29日にウェブサイト上に公表した。 

 
（３）業務の効率化を踏まえた予算の作成及び運営 

水源林造成業務と特定中山間保全整備事業等とをあわせた一般管理費（公租公課、事務所借料等の
所要額計上を必要とする経費を除く。）については、共同調達や一括調達による調達金額の節減に取
り組むとともに、事務用品のリユースの推進等を図り、前年度（基準値）比3.8％の節減となった。 
この結果、中長期計画に掲げた節減目標である毎年度平均で対前年度比３％の節減を達成した。 

 
 
〇 不要財産以外の重要な財産の譲渡に関する計画 

水源林造成業務における分収造林契約等に基づく主伐及び間伐に伴う立木の販売面積、公共事業等
の実施に伴い支障となる立木の販売面積は、計画対象面積の範囲内で適正な処理を行った。 

＜評定と根拠＞ 
 
 
長期借入金の償還原資である負担金等を計画どおり

確実に徴収し、長期借入金を着実に償還した。 
 
 
 
 
 
 
また、前提条件を直近のデータに置き換えて予定長期

収支の試算を行い、確実に償還がなされることを確認
し、試算結果等について公表した。 

 
 
一般管理費について、事務経費の節減、予算の適正な

管理を行う等により、前年度に引き続き節減に取り組
んだ結果、当初計画の内容を達成した。 

 
 
 
不要財産以外の重要な財産の譲渡について、計画の

限度の範囲内で処理を行った。 
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伐に伴う立木の販売、公共事業
等の実施に伴い支障となる立木
の販売を計画する。 
（計画対象面積の上限） 

14,800ha 
 
○ 剰余金の使途 

剰余金は、借入金利息等に充
当する。 

 
○ 積立金の処分 

前中長期目標期間繰越積立金
は、借入金利息等に充当する。 

 
４ 特定中山間保全整備事業等 

○ 予算、収支計画及び資金計画 
長期借入金については、3,619

百万円を確実に償還する。 
（内訳） 
特定中山間保全整備事業等 

1,772百万円 
緑資源幹線林道事業 

1,847百万円 
 
 
 
○ 短期借入金の限度額 

９億円 
（想定される理由） 
一時的な資金不足 

 
 
○ 剰余金の使途 

剰余金は、負担金等の徴収及
び長期借入金の償還に要する費
用に充当する。 

 
○ 積立金の処分 

前中長期目標期間繰越積立金
は、負担金等の徴収及び長期借
入金の償還に要する費用に充当
する。 

 
 
 

 
 
 
〇 剰余金の使途 

該当なし。 
 
 

〇 積立金の処分 
前中長期目標期間繰越積立金2,504,149千円のうち、344,937千円を借入金利息に充てた。 

 
 

２ 特定中山間保全整備事業等 
（１）当期中長期目標期間中（各年度）の償還計画に対する長期借入金の償還額 

長期借入金の償還原資である負担金等を確実に徴収するため、関係道府県及び受益者と連絡を密 
にし、計画の負担金等を全額徴収したことにより、長期借入金を着実に償還した。 

【令和３年度長期借入金償還実績】                             (単位：百万円) 
業   務 長期借入金償還元金 

特定中山間保全整備事業等 1,772 
緑資源幹線林道事業 1,847 

計 3,619 
※（予算と実績が異なる場合は理由を記載） 
 

（２）業務の効率化を踏まえた予算の作成及び運営 
〇 短期借入金の限度額 

該当なし。 
 
 
 
 

〇 剰余金の使途 
該当なし。 

 
 
 

〇 積立金の処分 
前中長期目標期間繰越積立金1,285,726千円のうち、67,614千円を負担金等の徴収及び長期借入

金の償還に要する費用に充てた。 
 
 

 
 
 
 
 
 
剰余金を使っていないことから、評価すべき点はな

かった。 
 
 
前中長期目標期間繰越積立金は、借入金利息に充当

し、適正な処分を行った。 
 
 
 
長期借入金の償還原資である負担金等を計画どおり

確実に徴収し、長期借入金を着実に償還した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
短期借入金の借入を行っていないことから、評価す

べき点はなかった。 
 
 
 
 
剰余金を使っていないことから、評価すべき点はな

かった。 
 
 
 
前中長期目標期間繰越積立金は、負担金等の徴収及び

長期借入金の償還に要する費用に充当し、適正な処分を
行った。 

 
 
以上の評価を総合的に勘案し、第３―２に係る自己

評価は「B」とする。 
 
＜課題と対応＞ 
引き続き、財務内容の改善を図るため、長期借入金の

着実な償還など事務手続を適正に処理していく必要が
ある。 
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主務大臣による評価  評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
自己評価書の「B」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 
４．その他参考情報 
① 水源林勘定 

（単位：百万円、％） 
  

 
３年度末 
（初年度） 

４年度末 ５年度末 ６年度末 ７年度末 
（最終年度） 

前期中（長）期目標期間繰越積立金 2,159     
目的積立金 0     
積立金 897     
 うち経営努力認定相当額                           
その他の積立金等  0     
運営費交付金債務 0     
当期の運営費交付金交付額（a） 0     
 うち年度末残高（b）  0     
当期運営費交付金残存率（b÷a）［％］ 0     

（注1）平成30年3月30日付け総務省行政管理局通知「独立行政法人における経営努力の促進とマネジメントの強化について」に基づく記載。 
（注2）最終年度における「前期中（長）期目標期間繰越積立金」、「目的積立金」、「積立金」には、次期中（長）期目標期間への積立金の繰越しを算定するために各勘定科目の残余を積立金に振り

替える前の額を記載。 
（注3）「うち経営努力認定相当額」には、最終年度に経営努力認定された額を記載（最終年度に経営努力認定された利益は「目的積立金」には計上されずに、「積立金」に計上された上で次期中（長

）期目標期間に繰り越される。）。 
（注4）「その他の積立金等」には、各独立行政法人の個別法により積立が強制される積立金等の額を記載。 
 
② 特定地域整備等勘定 

（単位：百万円、％） 
 
 

３年度末 
（初年度） 

４年度末 ５年度末 ６年度末 ７年度末 
（最終年度） 

前期中（長）期目標期間繰越積立金 1,218     
目的積立金 0     
積立金 86     
 うち経営努力認定相当額                           
その他の積立金等  0     
運営費交付金債務 0     
当期の運営費交付金交付額（a） 0     
 うち年度末残高（b）  0     
当期運営費交付金残存率（b÷a）［％］ 0     

（注1）平成30年3月30日付け総務省行政管理局通知「独立行政法人における経営努力の促進とマネジメントの強化について」に基づく記載。 
（注2）最終年度における「前期中（長）期目標期間繰越積立金」、「目的積立金」、「積立金」には、次期中（長）期目標期間への積立金の繰越しを算定するために各勘定科目の残余を積立金に振り

替える前の額を記載。 
（注3）「うち経営努力認定相当額」には、最終年度に経営努力認定された額を記載（最終年度に経営努力認定された利益は「目的積立金」には計上されずに、「積立金」に計上された上で次期中（長

）期目標期間に繰り越される。）。 
（注4）「その他の積立金等」には、各独立行政法人の個別法により積立が強制される積立金等の額を記載。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 様式  

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３−３ 
 

第３ 財務内容の改善に関する事項 
３ 森林保険業務 

当該項⽬の重要度、困難度  関連する政策評価・⾏政事業レ
ビュー 

 

 
２．主要な経年データ 

指標等 達成⽬標 
 

基準値 
(※１) ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

（参考情報） 
当年度までの累積値

等、必要な情報 
保険料収⼊［千円］ ― 1,811,900 1,721,456      

うちⅠ齢級の額［千円］  ― 166,984 162,081      
※１ 前中⻑期⽬標期間の最終年度の実績値 
 

３．各事業年度の業務に係る⽬標、計画、業務実績、年度評価に係る⾃⼰評価及び主務⼤⾂による評価 
中⻑期⽬標 中⻑期計画 
（１）積⽴⾦の規模の妥当性の検証 

外部有識者を含めた統合的なリスク管理のための委員会において、積⽴⾦の規模の妥当性の検
証を⾏い、その結果を農林⽔産⼤⾂に報告する。  

その際、①我が国においては、台⾵や豪雪等の⾃然災害の発⽣の可能性が広範に存在し、森林
の⾃然災害の発⽣頻度が⾼く、異常災害時には巨額の損害が発⽣するおそれがあり、こうした特
性に応じた保険料率の設定及び積⽴⾦の確保が必要であること、②森林保険の対象となる⾃然災
害の発⽣は年ごとのバラツキが⾮常に⼤きいことから単年度ベースでの収⽀相償を求めること
は困難であり、⻑期での収⽀相償が前提であること、③森林保険は植栽から伐採までの⻑期にわ
たる林業経営の安定を図ることを⽬的としており、⻑期的かつ安定的に運営することが必要であ
ること、④積⽴⾦の規模は責任保険⾦額の規模に対して適切なものとする必要があることを踏ま
える。 

「第３ 業務運営の効率化に関する事項」を踏まえた中⻑期計画の予算を作成し、当該予算による
効率的な業務運営を⾏う（研究開発業務については、運営費交付⾦に係る予算を対象とする。）。  
３ 森林保険業務 
（１）積⽴⾦の規模の妥当性の検証  

外部有識者を含めた統合リスク管理委員会において、毎年度、積⽴⾦の規模の妥当性の検証を
⾏い、その結果を農林⽔産⼤⾂に報告する。  

その際、①我が国においては、台⾵や豪雪等の⾃然災害の発⽣の可能性が広範に存在し、森林
の⾃然災害の発⽣頻度が⾼く、異常災害時には巨額の損害が発⽣するおそれがあり、こうした特
性に応じた保険料率の設定及び積⽴⾦の確保が必要であること、②森林保険の対象となる⾃然
災害の発⽣は年ごとのバラツキが⾮常に⼤きいことから単年度ベースでの収⽀相償を求めるこ
とは困難であり、⻑期での収⽀相償が前提であること、③森林保険は植栽から伐採までの⻑期に
わたる林業経営の安定を図ることを⽬的としており、⻑期的かつ安定的に運営することが必要
であること、④積⽴⾦の規模は責任保険⾦額の規模に対して適切なものとする必要があること
を踏まえて取り組む。  

（２）保険料収⼊の安定確保に向けた取組  
森林保険業務の安定的な運営に資する保険料収⼊の安定確保に向けて、効果的な加⼊促進等に

取り組む。 

（２）保険料収⼊の安定確保に向けた取組  
森林保険業務の安定的な運営に資するため、保険料収⼊の安定確保に向けて、効果的な加⼊促

進等に取り組む。  
主な評価軸（評価の視点）、指標等 
評価の視点 評価指標 
＜評価の視点１＞ 

・リスク管理のための委員会において、毎年度積⽴⾦の規模の妥当性の検証を⾏っているか。 
（評価指標１） 

１ 毎年度積⽴⾦の規模の妥当性の検証を⾏い、その結果を農林⽔産⼤⾂に報告していること。 
＜評価の視点２＞ 

・森林保険業務の安定的な運営に向け、中⻑期⽬標の第３の３（２）に基づく効果的な加⼊促進等
による保険料収⼊の安定確保に向けた取組を⾏っているか。 

（評価指標２） 
１ 中⻑期⽬標の第３の３（２）制度の普及と加⼊促進に準じた内容  
２ 保険料収⼊の額及びうちⅠ齢級の額 

年度計画 法⼈の業務実績等・⾃⼰評価  
 業務実績 ⾃⼰評価 
 ＜主要な業務実績＞ 評定 Ｂ 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 様式  

 

第３ 財務内容の改善に関する事項 
３ 森林保険業務 
（１）積⽴⾦の規模の妥当性の検証 

外部有識者等により構成され
る統合リスク管理委員会におい
て、毎年度、積⽴⾦の規模の妥当
性の検証を⾏い、その結果を農
林⽔産⼤⾂に報告する。  

その際、①我が国においては、
台⾵や豪雪等の⾃然災害の発⽣
の可能性が広範に存在し、森林
の⾃然災害の発⽣頻度が⾼く、
異常災害時には巨額の損害が発
⽣するおそれがあり、こうした
特性に応じた保険料率の設定及
び積⽴⾦の確保が必要であるこ
と、 

②森林保険の対象となる⾃然
災害の発⽣は年ごとのバラツキ
が⾮常に⼤きいことから単年度
ベースでの収⽀相償を求めるこ
とは困難であり、⻑期での収⽀
相償が前提であること、 

③森林保険は植栽から伐採ま
での⻑期にわたる林業経営の安
定を図ることを⽬的としてお
り、⻑期的かつ安定的に運営す
ることが必要であること、 

④積⽴⾦の規模は責任保険⾦
額の規模に対して適切なものと
する必要があることを踏まえて
取り組む。 

 
 

（評価指標１） 
１ 毎年度積⽴⾦の規模の妥当性の検証を⾏い、その結果を農林⽔産⼤⾂に報告していること。 

外部有識者を含めた統合リスク管理委員会において、積⽴⾦の規模の妥当性について客観的なデー
タに基づき検証を⾏った。その結果、「森林保険センターが保有する積⽴⾦の規模は現状の契約規模
で考えると過⼤とは⾔えない」との検証結果を取りまとめ、３⽉ 25 ⽇付けで農林⽔産⼤⾂に報告を⾏
った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
計画事項については、確実に実施した。 
 
 
外部有識者を含めた統合リスク管理委員会において、

積⽴⾦の規模の妥当性の検証を⾏い、その結果を農林⽔
産⼤⾂に報告した（評価指標１）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
近年、新植造林⾯積が横ばい傾向、間伐⾯積が減少傾

向の厳しい状況の中で、新規契約が減少傾向にあること
から、保険料収⼊は、前年度と⽐較し、91 百万円減少、
前中⻑期⽬標期間の平均と⽐較し、60 百万円減少した
（評価指標２）。 

また、Ⅰ齢級の保険料収⼊は、前年度と⽐較し、5 百万
円減少、前中⻑期⽬標期間の平均と⽐較し、重点的にⅠ
齢級の加⼊促進の取組を⾏った結果、27 百万円増加した
（評価指標２）。 

（２）保険料収⼊の安定確保に向け
た取組 

森林保険業務の安定的な運営
に資するため、保険料収⼊の安
定確保に向けて、効果的な加⼊
促進等に取り組む。 

（評価指標２） 
１ 中⻑期⽬標の第３の３（２）制度の普及と加⼊促進に準じた内容 

中⻑期⽬標の第３の３（２）制度の普及と加⼊促進の業務実績２及び３を参照。 
 
２ 保険料収⼊の額及びうちⅠ齢級の額 

森林保険の加⼊は、林業経営上のリスクが⽐較的⾼い新植直後や間伐直後に多くなる傾向があるた
め、保険料収⼊は、新植造林⾯積や間伐⾯積等に左右される。 

近年、新植造林⾯積が横ばい傾向（H25：22 千 ha→H28：21 千 ha→R1：23 千 ha）、また、間伐
⾯積が減少傾向（H25：400 千 ha→H28：319 千 ha→R1：268 千 ha）の厳しい状況の中で、保険料収
⼊は、前年度と⽐較し、91 百万円減少（Ｒ2：1,812 百万円→Ｒ3：1,721 百万円）した。なお、前中⻑
期⽬標期間の平均が 1,781 百万円であり、今年度はその平均と⽐較し 60 百万円減少した。（平均：
1,781 百万円→R3：1,721 百万円） 

Ⅰ齢級の保険料収⼊は、前年度と⽐較し 5 百万円減少（Ｒ2：167 百万円→Ｒ3：162 百万円）した
が、前中⻑期⽬標期間の平均（135 百万円）と⽐較し 27 百万円増加した。（平均：135 百万円→R3：
162 百万円） 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 様式  

 

以上を総合的に勘案し、第３−３に係る⾃⼰評価は「Ｂ」
とする。 

 
＜課題と対応＞ 
評価指標２の制度の普及と加⼊促進の取組を⾏うこと

が、Ⅰ齢級も含めた保険料収⼊の額につながることから、
引き続き、中⻑期計画に沿って取り組む。 

主務⼤⾂による評価  評定 B 
＜評定に⾄った理由＞ 

⾃⼰評価書の「B」との評価結果が妥当であると確認できた。 
 
４．その他参考情報 
特になし。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第３－４ 第３ 財務内容の改善に関する事項 

４ 保有資産の処分 
当該項目の重要度、困難度  関連する政策評価・行政事業レ

ビュー 
政策評価書：事前分析表農林水産省４－⑲ 
行政事業レビューシート事業番号：2022-農水21-0259 

 
２．主要な経年データ 

指標等 達成目標 基準値 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 
（参考情報） 

当年度までの累積値等、
必要な情報 

職員宿舎第１号（杉
並区和田） － －       

職員宿舎第16号（豊
島区池袋） － － 

関係機関と令和４年
度に国庫納付できる
よう調整 

     

取手宿舎（取手市） － －       
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
中長期目標 中長期計画 
保有資産の見直し等については、「独立行政法人の保有資産の不要認定に係る基本的視点について」

（平成 26年９月２日付け総管査第 263号総務省行政管理局長通知）に基づき、保有の必要性を不断
に見直し、保有の必要性が認められないものについては、不要財産として国庫納付等を行うこととす
る。  
特に、職員宿舎第１号（杉並区和田）、職員宿舎第 16 号（豊島区池袋）及び取手宿舎（取手市）

については、国への返納措置又は売却に向け、関係機関と調整を行う。 

保有資産の見直しについては、「独立行政法人の保有資産の不要認定に係る基本的視点について」
（平成26年９月２日付け総管査第263号総務省行政管理局長通知）に基づき、引き続き、保有の必
要性を不断に見直し、保有の必要性が認められないものは、不要財産として国庫納付等を計画的に行
うこととする。 

 
特定地域整備等勘定  
職員宿舎第１号（杉並区和田）、職員宿舎第16号（豊島区池袋）及び取手宿舎（取手市）につい

ては、国庫納付に向け、関係機関と調整を行う。 
主な評価軸（評価の視点）、指標等 
評価の視点 評価指標 
・保有の必要性の観点から保有資産の見直しが行われているか。また、処分することとされた保有資
産についてその処分は進捗しているか。 

１ 保有資産の点検及び処分状況 
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年度計画 法人の業務実績等・自己評価  
 業務実績 自己評価 
 ＜主要な業務実績＞ 評定 Ｂ 
第３ 財務内容の改善に関する事項 
５ 保有資産の処分 

保有資産の見直し等について
は、「独立行政法人の保有資産の不
要認定に係る基本的視点につい
て」（平成26年９月２日付け総管
査第 263号総務省行政管理局長通
知）に基づき、保有の必要性を不断
に見直し、保有の必要性が認めら
れないものについては、不要財産
として国庫納付等を行うこととす
る。 

 
不要財産又は不要財産となること
が見込まれる財産の処分に関する
計画 
職員宿舎第１号（杉並区和田）、

職員宿舎第16号（豊島区池袋）及
び取手宿舎（取手市）については、
国庫納付に向け、関係機関と調整
を行う。 

１ 保有資産の点検及び処分状況 
保有資産については、「独立行政法人の保有資産の不要認定に係る基本的視点について」（平成26年

９月２日付け総管査第263号総務省行政管理局長通知）に基づき、保有資産検討委員会において、保有
資産の点検、利用状況の確認等を行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
職員宿舎第 16 号（豊島区池袋）について、関係機関と調整を行った結果、令和４年度中に国庫納付

することとなった。 
 

＜評定と根拠＞ 
計画に基づき、適切に保有資産の点検、利用状況の確

認等を行った。 
また、職員宿舎第16号について、令和４年度中に国

庫納付することとなった（評価指標１）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

以上を総合的に勘案し、第３－４に係る自己評価は
「Ｂ」とする。 

 
＜課題と対応＞ 
引き続き計画的に保有資産の見直しを行う。 

主務大臣による評価  評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
自己評価書の「B」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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１．当事務及び事業に関する基本情報 
第４－１ 
 

第４ その他業務運営に関する重要事項 
１ 施設及び設備に関する事項 

当該項目の重要度、困難度  関連する政策評価・行政事業レ
ビュー 

政策評価書：事前分析表農林水産省４－⑪ 
行政事業レビューシート事業番号：2022-農水-21-0224 

 
２．主要な経年データ 

指標等 基準値 
 (※) 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 （参考情報） 

当年度までの累積値等、必要な情報 
設備整備件数［件］ 2 3      
うち補正予算による
整備件数［件］ － 1      

設備整備金額［千円］ 214,318 30,354      
うち補正予算による
整備金額［千円］ － 517      
※ 前中長期目標期間最終年度値 
 
 
３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
中長期目標 中長期計画 
地球温暖化対策推進本部において決定した「日本の約束草案」（平成27年７月17日）及び「日

本のNDC（国が決定する貢献）」（令和２年３月30日）を踏まえ、維持・管理経費節減、温室効
果ガスの排出削減に資する建築物の省エネルギーの推進や維持に努めるとともに、可能な施設につ
いては使用電力の一部を再生可能エネルギー電気とする。また、必要性・緊急性を考慮しつつ、老
朽化施設や研究開発業務の実施に必要な施設及び設備を計画的に整備する。その際、共同利用施設
である農林水産研究情報総合センター等の活用を一層推進することとし、さらに、他省庁、他法人、
地方公共団体等の施設の共同利用等の可能性を検討しつつ、効率的な施設の利活用と整備に努め
る。  
施設の整備等に当たっては、新農林水産省木材利用推進計画（平成22年11月農林水産省策定）

に基づき、木材利用を推進する。 

地球温暖化対策推進本部において決定した「日本の約束草案」（平成 27 年７月 17 日）及び「日本
のNDC（国が決定する貢献）」（令和２年３月30日）を踏まえ、維持・管理経費節減の観点も含め、
温室効果ガスの排出削減に資する建築物の省エネ化（改修）や高効率照明等の導入を図るとともに、可
能な施設については使用電力の一部を再生可能エネルギー電気とする。また、老朽化が深刻な施設、設
備の必要性・緊急性を考慮しつつ、新たな研究開発の着実な推進、原種苗木の安定的な生産の推進を踏
まえ、年度計画を策定し整備に努める。その際、共同利用施設である農林水産研究情報総合センター等
の活用を一層推進することとし、さらに、他省庁、他法人、地方公共団体等の施設の共同利用等の可能
性を検討しつつ、効率的な施設の利活用と整備に努める。また、新農林水産省木材利用推進計画（平成
22年12月農林水産省策定）に基づき、木材利用を推進する。  
千代田苗畑について、苗畑管理に必要な事業用地として小規模介在地を取得する。  
苗畑、実験林、樹木園や試験地等について、計画的な管理経営と活用に必要な整備に努める。  
研究開発用施設の整備・改修等の予定額：1,500±ε百万円  
（注）「ε」は、各事業年度増減する施設及び設備の整備等に要する経費。 

主な評価軸（評価の視点）、指標等 
評価の視点 評価指標 
・温室効果ガスの排出削減に資する省エネの推進、維持管理経費の節減に向けて老朽化が進んだ施
設･設備の必要性・緊急性及び共同利用の可能性を考慮しつつ、新たな研究開発の着実な推進、
木材利用の促進、原種苗木の安定的な生産の推進を踏まえ、整備計画を適切に策定し、取組が行
われているか。 

１ 省エネの推進、維持管理経費の節減、新たな研究開発の推進、木材利用の促進、原種苗木の安定的
な生産の推進の観点からの施設及び設備整備の実施状況 

年度計画 法人の業務実績等・自己評価   
 業務実績 自己評価 

 ＜主要な業務実績＞ 評定 Ｂ 
第４ その他業務運営に関する重要事項 
１ 施設及び設備に関する事項 

 
維持・管理経費節減、温室効果ガスの排出削減に資

する建築物の省エネルギーの推進や維持に努めると

１ 省エネの推進、維持管理経費の節減、新たな研究開発の推進、木材利用の促進、
原種苗木の安定的な生産の推進の観点からの施設及び設備整備の実施状況 

 
電気使用量削減のため、照明器具について改修規模に応じて順次LED化を進

めることとしており、令和３年度は九州支所において一部にLED照明を導入し

＜評定と根拠＞ 
 
 
原油価格の高騰により電気料が増加したが、照明器具の

LED化等によって電気使用量を削減した。 
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ともに、可能な施設については使用電力の一部を再生
可能エネルギー電気とする。 

 

た。また、森林総合研究所を始め各支所等において、使用電力の一部に再生可能
エネルギー電気を導入した。 
原油価格の高騰により電気料が増加したが、使用量としては前年度と比べ２％

削減することができた。 
 
 

 
 
 
 
 
 
九州育種場の給水施設を計画的に改修したことにより、

苗木増産施設や苗畑へ安定的な給水を可能としたとともに
施設の破損による散水障害リスクを未然に防いだ。 
また、農林水産省研究情報総合センターの科学技術計算

アプリケーション等を活用するとともに、大学や他法人の
施設利用実績を前年度よりも増加させた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
木造腰壁の設置やカートカンの利用により、国産材使用

を推進した。 
 
 
千代田苗畑の小規模介在地を計画どおりに取得したこと

により、周囲の苗畑と一体的に研究の遂行ができるととも
に管理が容易となった。 

 

また、必要性・緊急性を考慮しつつ、老朽化施設や
研究開発業務の実施に必要な施設及び設備を計画的
に整備する。 
その際には、共同利用施設である農林水産省研究情

報総合センター等の活用を一層推進することとし、さ
らに、他省庁、他法人、地方公共団体等の施設の共同
利用等の可能性を検討しつつ、効率的な施設の利活用
と整備に努める。 

特定母樹の原種苗木を効率的かつ安定的に増殖するための施設を林木育種セ
ンターに整備した。（完了は令和４年４月） 
また、九州育種場の給水施設は漏水やポンプの故障により苗畑の散水などに支

障を来すとともに老朽化による破損の危険も懸念されていたため、高架水槽から
平面型の貯水槽に改修することによって維持管理を容易にし、安定的な給水を可
能とした。 
 
【令和３年度施設整備実績】 
〇林木育種センター原種増産施設整備 

花粉の発生量が少なく、材質や成長に優れた特定母樹の需要増大に対応する
ため、原種苗木を従来よりも短期間で育成可能な温室、及び原種苗木を長期保
管し、健全な状態で適期に出荷するための大型冷蔵冷凍室を備えた施設を林木
育種センターに整備。 
ただし、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により資材の一部が納

品されなかったため、完成は令和４年４月に繰越となった。（設計業務及び意
図伝達業務のみ完了） 

〇九州育種場給水施設整備 
昭和30年代に建設され老朽化による破損が危惧された高架水槽を撤去し、

FRP製貯水槽に改修した。 
〇エリートツリー等の原種苗木増産施設整備 

エリートツリーや特定母樹の原種苗木の都道府県配付量を増加させる基盤
施設整備のため、経常予算とは別に約２億円の補正予算を獲得した。 
当施設整備のうち、エリートツリー等の原種増産を図るための挿し木高速増

殖用養苗温室（令和２年度に特許を取得した新技術「エアざし」の増殖用施設）
の整備について、次年度に向けて円滑かつ早期竣工に必要な調査を九州育種場
で実施した。 

 
農林水産省研究情報総合センターの科学技術計算アプリケーションや農林水

産統計データ、気象データなど研究に必要な基礎数値情報等のほか、大学や農研
機構等他機関の施設を７件（前年度は４件）利用し、効率的な施設の利活用に努
めた。 

 
また、新農林水産省木材利用推進計画（平成 22 年

12月農林水産省策定）に基づき、木材利用を推進する。 

 
研究所事務棟廊下の壁の一部について、国産材を使用した腰壁に改修した。 
また、間伐材を含む国産材 30％以上使用しているカートカンをパッケージと

した飲料を自動販売機で販売開始した。 
 
千代田苗畑について、苗畑管理に必要な事業用地と

して小規模介在地を取得する。  

 
茨城県かすみがうら市に所在する千代田苗畑では、研究用苗木の生産や育苗試

験、幼齢木の成長試験等を行っているが、東京電力の鉄塔跡地が苗畑内に存在し、
苗畑として利用しづらい状態にあった。その小規模介在地を取得したことによ
り、周囲の苗畑と一体的に研究の遂行ができるとともに管理が容易となった。 
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苗畑、実験林、樹木園や試験地等について、計画的

な管理経営と活用に向け、現況の調査と必要な整備を
行う。 

 
苗畑・実験林・樹木園管理方針に基づき、樹木園の毎木調査、風倒木及び枯損

木の処理、千代田苗畑の獣害防止フェンスの設置を実施した。 
 

 
苗畑、実験林、樹木園、試験地等について、管理方針に基

づき、毎木調査や獣害防止フェンスの整備を計画的に行っ
た。 

 
施設及び設備に関する計画  

（単位：百万円） 
施設・設備の内容 予定額 

林木育種センター原種増産施設整備 計217 九州育種場給水施設整備 
エリートツリー等の原種苗木増産施
設整備（森林総合研究所、北海道育
種場、関西育種場、九州育種場） 

200 
 

 

  以上を総合的に勘案し、第４－１に係る自己評価は「Ｂ」
とする。 

 
＜課題と対応＞ 
引き続き建築物の省エネルギーの推進、再生可能エネル

ギー電気の導入推進、業務の実施に必要な施設や設備の計
画的な整備に努める。その際、施設の共同利用等の可能性を
検討する。また、木材利用を推進するとともに、苗畑、実験
林、樹木園や試験地等について、現況の調査と必要な整備を
行う。 

主務大臣による評価  評定 B 
＜評定に至った理由＞ 
自己評価書の「B」との評価結果が妥当であると確認できた。 

 
４．その他参考情報 
特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他の業務運営に関する重要事項）様式  

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第４−２ 第４ その他業務運営に関する重要事項 

２ 広報活動の促進  
当該項⽬の重要度、困難度  

 
関連する政策評価・⾏政事業
レビュー 

政策評価書：事前分析表農林⽔産省４−⑪、⑲ 
⾏政事業レビューシート事業番号：2022-農⽔-21-0224、2022-農
⽔-21-0259、2022-農⽔-21-0246 

 
２．主要な経年データ 

指標等 達成⽬標 基準値 
 (※１) 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 

（参考情報） 
当年度までの累積値等、必

要な情報 
評価指標１に係るもの          

ウェブサイト等による発信数         
研究成果［件］ − 279 325       
その他［件］ − 690 1,114       

研究所ウェブサイトへのアクセス数［万件］ − 4,516  4,167      
評価指標２に係るもの         

プレスリリース数         
研究成果［件］ − 28 31      
その他［件］ − 9 15      

取材等の件数         
研究成果［件］ − − 242      
その他［件］ − − 39        

評価指標３に係るもの         
イベント等による取組内容［回］ − − 40      

評価指標４に係るもの         
マスコミ［件］ − 477 439      
その他［件］ − 675 768      
※１ 前中⻑期⽬標期間最終年度値 
 

３．各事業年度の業務に係る⽬標、計画、業務実績、年度評価に係る⾃⼰評価及び主務⼤⾂による評価 
中⻑期⽬標 中⻑期計画 

新たな⽊材需要や森林の整備・保全に係る研究成果の社会実装の促進、優良品種の活⽤や⽔源林
造成及び森林保険の重要性等に関する情報の発信を推進するとともに、国⼟の約３分の２を占める
森林の多⾯的機能、林業・⽊材産業の振興及び⽊材利⽤の促進等に対する広報活動を推進し、幅広
い世代の国⺠の理解の醸成を図り、⼈材の確保・育成にもつなげる。  

このため、利⽤者が使いやすい形で、プレスリリース、ウェブサイト、SNS及び広報誌等の最適
なメディアを戦略的・効果的に活⽤する。また、シンポジウム及び展⽰会への出展等により積極的
に広報活動を⾏う。 

新たな⽊材需要の創出や森林の整備・保全に係る研究成果の社会実装の促進、優良品種の活⽤や
⽔源林造成及び森林保険の重要性等に関する情報の発信を推進する。また、国⼟の約３分の２を占
める森林の多⾯的機能、林業・⽊材産業の振興及び⽊材利⽤の促進等に対する広報活動を推進する
とともに、幅広い世代の国⺠の理解の醸成を図り、⼈材の確保・育成にもつなげる。  

利⽤者の使いやすさを考慮し、プレスリリース、ウェブサイト、SNS 及び広報誌等の最適なメデ
ィアを戦略的・効果的に活⽤する。また、シンポジウム及び展⽰会への出展等により積極的に広報
活動を⾏うこととし、特に以下について重点的に取り組む。  

研究開発業務については、森林・林業・⽊材産業と林⽊育種分野を総合的に扱う我が国唯⼀の中
核的試験研究機関として、森林や林業、⽊材利⽤、林⽊育種等に関して、⼀般市⺠を対象に施設公
開等による交流型広報活動を積極的に実施するとともに、多岐にわたる研究活動及びその成果をウ
ェブサイトや広報誌等を通して積極的に発信し、研究開発業務に関する国⺠各層の関⼼と理解の醸
成を図る。  

⽔源林造成業務については、森林整備技術の普及・啓発に向けた各種の研究発表会等における対
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他の業務運営に関する重要事項）様式  

 

外発表内容や事業効果、効果事例、地域に貢献する活動等をウェブサイト、広報誌等により広報す
るとともに、分収造林契約実績の公表等を実施し、⽔源林造成業務に対する国⺠各層の理解の醸成
を図る。  

森林保険業務については、森林保険の重要性、保険⾦の⽀払い状況等の業務の実績、災害に係る
情報のほか、窓⼝業務を担う委託先の紹介や被保険者の声等をウェブサイトや広報誌等を通じて積
極的に発信し、森林保険に対する国⺠各層の認知度向上及び理解の醸成、森林保険の利⽤拡⼤を図
る。 

主な評価軸（評価の視点）、指標等 
評価の視点 評価指標 
・法⼈及び法⼈が⾏う業務が国⺠に広く認知されるための広報の取組が⾏われたか。 １ ウェブサイト等による発信数及びアクセス数  

２ プレスリリース数とそれに対応する取材等の件数  
３ イベント等による取組内容  
４ 森林・林業・⽊材研究に関する問合せ等への対応件数 

年度計画 法⼈の業務実績等・⾃⼰評価  
 業務実績 ⾃⼰評価 
 ＜主要な業務実績＞ 評定 A 
第４ その他業務運営に関する重要

事項 
２ 広報活動の促進 

森林研究・整備機構全体の活
動に関する情報発信について
は、ウェブサイトを活⽤し、環
境報告書及び事業報告書を掲載
するなどして、国⺠にも分かり
やすく公表する。 

研究開発業務については、森
林・林業・⽊材産業及び林⽊育
種分野に関する研究成果等の情
報を広く社会に発信するため、
季刊森林総研や研究成果選集等
の広報誌発⾏、ウェブサイトへ
の掲載、Facebook等SNSや動画
を利⽤した発信、プレスリリー
ス、市⺠向けの森林講座・公開
講演会・施設等の⼀般公開の開
催、外部各種イベントへの出展
など、様々な⼿法を⽤いて積極
的に広報活動を推進する。 

 
⽔源林造成業務については、

森林整備技術の普及・啓発に向
けた各種の研究発表会等におけ
る対外発表内容や事業効果、効
果事例、地域に貢献する活動等
をウェブサイト、広報誌等によ
り広報するとともに、令和２年
度分収造林契約実績の公表等を
実施し、⽔源林造成業務に対す

１ ウェブサイト等での広報活動 
【機構全体】 

・ウェブサイトを活⽤し、当機構の⽬的、組織（https://www.ffpri.affrc.go.jp/aboutfrmo/index.html）、業
務（事業報告書）、環境への取組（環境報告書）などの各種情報やトップページ「新着情報」
（https://www.ffpri.affrc.go.jp/index.html）から各組織のタイムリーな情報を紹介するなど、前年度を
上回る情報発信を実施した。 

・あらゆるウェブサイト閲覧者に配慮したウェブアクセシビリティの向上のため、JIS 規格（JIS-X8341-
3:2016)に対応して、機構全体でウェブページの改修に取り組み、公共のウェブサイトに求められる
利⽤しやすさの評価結果を⼤きく改善した。 

・機構全体でのウェブサイトへの総アクセス数は、約 4,200 万件だった。 
【研究開発業務】 

・ウェブサイトや Facebook（https://www.facebook.com/ffpri.jp/）を活⽤し、成果やイベント情報などの
発信を積極的に⾏った（発信数約 1,400 件）。具体的には、各種学術誌に掲載された研究職員の論⽂
のエッセンスを分かりやすく紹介する「研究成果」サイト、マスコミ向けに発信したプレスリリー
スの掲載、研究や事業の取組について写真を交えて紹介する「林⽊育種の現場から」などであっ
た。 

・主催・後援するシンポジウムや⼀般公開など各種イベント、研究所等が発⾏する刊⾏物についても
適宜ウェブサイトに掲載し、迅速な情報発信に努めた。 

・2 年⽬を迎えた森林総研チャンネル（YouTube）では新たに 62 本の動画を掲載し、昨年度の 42 本と
合せて 104 本と充実。再⽣回数が 9 千回を超えるコンテンツも⽣まれた。 

【⽔源林造成業務】 
・ウェブサイト（https://www.green.go.jp)において、⽔源林の公益的機能等に関する記事の掲載や実施

している⽔源林造成事業の透明性を⾼めるため、令和２年度分収造林契約実績を公表するなどし
た。 

【森林保険業務】 
・ウェブサイト(https://www.ffpri.affrc.go.jp/fic/)において、パンフレット・ポスターや「森林保険だよ

り」、「森林保険通信」の掲載、令和２年度森林保険に関する統計資料、災害対応や出展イベントの
紹介等により、掲載内容の充実及び更新頻度の向上を図った。 

・発信⼒を⾼めるため、新たに Facebook の運⽤を開始した。 
 
２ プレスリリースによる情報発信 
【機構全体】 

機構の成果や取組を広く周知するために、前年度を⼤幅に上回る 46 件のプレスリリース（前年度 37

＜評定と根拠＞ 
【機構全体】 

ウェブサイトを活⽤し、前年度を⼤きく上回る数の
各種情報を発信した（評価指標１）。 

ウェブサイトアクセシビリティの改善に向けて機構
全体で地道な修正作業に取り組み、ウェブアクセシビ
リティレベルが⼤きく改善した（評価指標１）。 

前年度を⼤幅に上回るプレスリリース（前年度⽐
124％）を実施し、機構の成果や取組を広く周知した
（評価指標２）。 

各種イベントを、様々な新型コロナウイルス感染症
拡⼤防⽌への対応策を⼯夫して実施した。（評価指標
３）。 

 
【研究開発業務】 

ウェブサイトや Facebook、森林総研チャンネル
（YouTube）などを利⽤した研究成果やイベント情報
の発信を積極的に⾏った（評価指標１）。 

プレスリリースを積極的に⾏い、リリース数が昨年
度を上回った（評価指標２）。 

各種の外部開催のイベントに積極的に参加し、研究
成果を発信した（評価指標３）。 

「季刊森林総研」では魅⼒的な誌⾯を作ることを⼼
掛け、昨年度以上の読者へ研究成果を届けることに成
功した（評価指標３）。 

「林⽊育種情報」などの情報誌・メールマガジンに
よる林⽊育種に関する技術等の普及・啓発を推進し
た。（評価指標３）。 

マスコミ、企業、公共団体、市⺠からの問合せに積
極的に対応するなど、成果の橋渡しを推進した（評価
指標４）。 

計画にない実績として、ゲノム編集など発展の著し
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る国⺠各層の理解の醸成を図
る。 

 
森林保険業務については、森

林保険の重要性、保険⾦の⽀払
い状況等の業務の実績、災害に
係る情報のほか、窓⼝業務を担
う委託先の紹介や被保険者の声
等をウェブサイトや広報誌等を
通じて積極的に発信し、森林保
険に対する国⺠各層の認知度向
上及び理解の醸成、森林保険の
利⽤拡⼤を図る。 

件）を実施した。 
【研究開発業務】 

研究成果についてのプレスリリースを31件実施し、マスコミから41件の取材があった。特に取材や
問合せが多く、新聞や TV 等にも取り上げられた成果は、以下の通りであった。 
・「キンカメムシのユニークな求愛ダンスを明らかに」では、世界で初めて動物に極めて近い多様な感

覚を利⽤したコミュニケーションが昆⾍でも⾏われている可能性を明らかにした。 
・「イノシシ出没ハザードマップを作成」では、岩⼿県におけるイノシシ出没確率の予測を事例に、他

の地域においても応⽤可能な技術として獣害対策などに役⽴つ可能性を⽰した。 
・「世界初 スギのゲノム編集技術を開発」では、育種に⻑期を要する針葉樹において、その品種改良期

間を⼤幅に短縮する新技術として期待できることを公表した。 
・天然記念物や巨樹・名⽊等の収集・保存と併せて所有者等の要請により後継樹を増殖する「林⽊遺

伝⼦銀⾏ 110 番」では、全国各地で広く地元の⼈々に親しまれ、シンボルとなっている名⽊等の後
継樹が⾥帰りし、地域のニュースとして注⽬された。 

・国際的な科学ニュースサイトとして有⼒な EureckAlart!で英語プレスリリースを 2 件実施し、約 1 万
件の閲覧があった他、国際機関のサイトでも紹介された。 

 
３ イベント等による取組内容（機構全体） 
（１）公開講演会・⼀般公開等のイベント開催による広報活動（別表参照） 
【機構全体】 

・研究所が開催した公開講演会をはじめ、⽀所・科学園や各種研究プロジェクトにおいても、それぞ
れ公開講演会、シンポジウム、森林講座を開催するなど研究成果の発信に努めた。 

・新型コロナウイルス感染症の拡⼤の影響を受け、規模の⼤きなイベント開催については⾒合わせた
が、事前予約制、⼩規模開催、オンライン開催、オンラインとオンサイトのハイブリッド開催な
ど、様々な⼯夫により実施した。 

・イベント等のオンライン開催や動画の配信、ラジオ番組「東北のもり」の企画・出演などにより、
場所を選ばず誰でも参加できる広報活動を実践した。 

 
 

（２）外部各種イベントへの出展による広報活動（別表参照） 
【機構全体】 

各種の外部開催のイベントに積極的に参加して情報を発信した。 
【研究開発業務】 

・「花粉発⽣源対策の現状と課題」、「スギ・ヒノキ花粉削減対策シンポジウム」等の外部主催のシンポ
ジウムや、「アグリビジネス創出フェア 2021」などのイベントにおいて、花粉症対策品種や特定⺟
樹、エリートツリー等に関する情報を発信した。 

・緑の⽻根着⽤キャンペーンで⾏われた総理による植樹では、当機構から提供したエリートツリーの
苗⽊が⽤いられた。PR の⼀環としてエリートツリーの成⻑の良さを実感してもらうため、農林⽔産
省の敷地にエリートツリーを植樹した。 

【⽔源林造成業務】 
・地域の林業関係者が幅広く参加する森林管理局の技術研究発表会でシカ害防護柵の維持管理や作業

道の路⾯補強に関する事業成果について発表し、森林整備技術の普及・啓発に取組んだ結果につい
てウェブサイトに掲載したところ、閲覧者より技術利⽤の相談などが寄せられた。 

・「川崎駅前優しい⽊のひろば」への出展を通じて、⽔源林造成事業の紹介を⾏った様⼦についてウェ
ブサイトに掲載した。 

【森林保険業務】 
・林野庁中央展⽰において、「森林気象害と森林保険」をテーマに森林保険の概要や⽀払事例、⼤規模

な⽔害等に係る損害調査への UAV(ドローン)や航空写真の活⽤等に関する情報を紹介した。 
・「川崎駅前優しい⽊のひろば」などイベント等への出展や広告掲載によって保険制度の紹介を⾏うな

ど、⼀般の⽅や森林・林業関係者の森林保険の認知拡⼤を図った。 

い育種技術を⼀般に知ってもらうための研究施設⾒学
会（農林⽔産研究推進事業）やコロナ禍の新たな取組
として‟オンライン⼦ども研究相談”を実施したほか、
地域産業へのインパクトを考慮した改質リグニン製造
実証プラントの竣⼯に際しては、⾏政の⻑やマスコミ
を招いての施設⾒学及び記者発表を実施するなど、活
発に成果を普及するアウトリーチ活動を展開した。 
 

 
【⽔源林造成業務】 

⽔源林造成業務では、事業実施の透明性を⾼めるた
め、令和２年度の分収造林契約実績を各整備局別に整
理してウェブサイトで公開するなどした（評価指標
１）。 

森林管理局の技術研究発表会で、シカ害防護柵や作
業道などの事業成果について発表し、森林整備技術の
普及・啓発に取組んだ（評価指標３）。 

森林整備技術の普及・啓発、事業効果及び効果事例
等について、パンフレット、広報誌、動画等を活⽤し
て積極的な広報活動に努めた（評価指標３）。 

計画にない実績として、⼀般来訪者が多い多摩森林
科学園の森の科学館で、事業 PR 動画の常設展⽰を⾏
った。 

 
【森林保険業務】 

森林保険業務においては、ウェブサイトでの発信を
継続的に⾏うとともに、掲載内容を充実させた（評価
指標１） 

さらに発信⼒を⾼めるため、新たな取組として
Facebook の運⽤を開始した（評価指標１）。 

林野庁中央展⽰、広告掲載やイベント出展等によ
り、積極的な情報発信に努めた（評価指標３）。 

広報誌「森林保険だより」では、森林経営管理制度
における保険の活⽤や気象災害に関する情報を中⼼に
情報発信した（評価指標３）。 
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（３）刊⾏物等の紙媒体による広報活動（別表参照） 
【機構全体】 

定期刊⾏物及び各種刊⾏物により、各業務内容や成果等の広報を推進した。 
特に、業務ごとに広報誌を刊⾏し、活発な広報活動を⾏った。 

【研究開発業務】 
・広報誌「季刊森林総研」では、写真家の海野和男⽒を巻頭対談に招いた特集「森の昆⾍。採集と観

察」、解剖学者の養⽼孟司⽒を巻頭⿍談に招いた特集「森林総研の所有する⽣物標本群」といった、
著名⼈との対談などの魅⼒的な特集を企画して好評を得ている。対談の⼀場⾯を紹介する予告動画
を作成して YouTube チャンネルで公開するなど⼯夫し、個⼈の配布希望者が増加した。また、配布
先の拡⼤に向けて森林・林業に関係の深い機関から順次発送を⾏った（今年度約 800 件実施）。 

・「林⽊育種情報」などの情報誌・メールマガジンにより、林⽊育種センターや各育種場の取組や研究
成果の情報の発信先を増加し、林⽊育種に関する技術等の普及・啓発に努めた。 

【⽔源林造成業務】 
・広報誌「季刊⽔源林」では、より多くの国⺠に森林機構の役割や取組についての情報を発信した。

具体的には、「第５期中⻑期計画の概要」、「これまでの取組実績や⽔源林造成事業施業指針の内
容」、「森林整備技術の研究成果」、「⼭⽕事からの復旧への取組」等を掲載し、分収造林契約者（造
林地所有者・造林者）、⾃治体、林業関係団体等への配布やウェブサイトへの掲載を通じて普及・啓
発に努めた。 

・森林機構の組織及び⽔源林造成業務に係るパンフレットを正⾯⼊⼝に常備するとともに、ウェブサ
イトの掲載を通じて普及・啓発に努めた。 

【森林保険業務】 
・広報誌「森林保険だより」では、訴求⼒がある読みやすい誌⾯作りを追求するとともに、森林経営

管理制度における保険の活⽤や気象災害に関する情報の普及・啓発に努めた。また、加⼊促進ツー
ルとしての使⽤頻度が⾼い号については増刷して活⽤した。 

・森林保険パンフレットの増刷及び新規発⾏を⾏い、森林組合系統や⾃治体、森林管理局、各種会議
や個別訪問等を通じた森林所有者等への配布により、効果的な普及・啓発に努めた。 

 
４ 森林・林業・⽊材研究に関する問合せ等への対応 
【研究開発業務】 

・相談窓⼝を通して、森林・林業・⽊材研究に関する 1,176 件の問合せに対応した。そのうちマスコミ
からの取材申込みが 439 件、⼀般市⺠、⺠間企業、関係団体、地⽅⾃治体等からの問合せが 737 件
あり、特に森林の⽣物や資源の利⽤に関する取材、問合せが多かった。 

・プレスリリースやウェブサイトでの情報発信を受けて多くの取材が⾏われ、新聞・テレビ・ラジオ
・ウェブサイト・雑誌等で、研究所の研究紹介や研究者のコメントが多数報道された。特に「⽊の
酒」の技術や東⽇本⼤震災から 10 年の森林における放射性物質の動きなどについては関⼼が⾼く、
多くのメディアに取り上げられた。 

 
５ 計画にない業務実績 
【研究開発業務】 

・ゲノム編集技術など発展の著しい育種技術を⼀般に知ってもらうための研究施設⾒学会（農林⽔産
研究推進事業）の実施や、コロナ禍での取組として新たに“オンライン⼦ども研究相談”を実施する
など、研究成果の知⾒などを積極的に普及するアウトリーチ活動を推進した。 

・改質リグニン製造実証プラント（茨城県常陸太⽥市）の竣⼯にあたって、プラント⾒学を含む竣⼯
式をアレンジするとともに 12 のメディアが参加する記者発表を実施した。 

・「奄美⼤島、徳之島、沖縄島北部及び⻄表島」の世界⾃然遺産登録に関連し、県、⼤学、国、国研の
7 機関で連携協定を締結し、登録区域及び緩衝地帯の保全管理、保全管理の担い⼿や地域の⼈材育成
のために⼀層の連携・協⼒を図ることとした。 

・専⾨紙に⽊質利⽤の企画を提案し、「最新技術講座」と題する連載を開始した。今年度は10件のトピ
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ックが掲載され産業界に向けての重要な広報活動となった。 
・発信した成果等の波及効果を確認する⽬的で⾏った、研究所に関連する記事のインターネット上に

おける露出調査では、1か⽉あたり100余サイトに掲載されていることが分かり、広報活動の効果が
明らかになった。 

 
【⽔源林造成業務】 

・機構内連携を強化し、機構内で⼀般来訪者が最も多い多摩森林科学園の森の科学館で、⽔源林造成
業務の事業 PR 動画の常設展⽰を⾏った。 

 
  以上を総合的に勘案し、第４−２に係る⾃⼰評価は

「A」とする。 
 
＜課題と対応＞ 
当機構の成果の発信⼒を⾼め、より的確にターゲッ

トに情報を届けることができる⼿段を採⽤する必要が
ある。今後、新たな広報⼿段について検討し、それぞ
れの業務に対する理解の醸成を図るために活⽤する。 

 
主務⼤⾂による評価  評定 A 
＜評定に⾄った理由＞ 

研究開発業務においては、ウェブサイトや SNS 及び刊⾏物「季刊森林総研」といった多彩な⼿段を活⽤し、とりわけ、プレスリリースに関しては 46 件で前年度⽐ 2 割超増の発信が認められる。 
⽔源林造成業務においては、技術研究発表会における研究発表内容や⽔源林造成事業の実績等をウェブサイトに掲載したことや、⽔源林造成事業を紹介するパンフレットの配布、広報誌「季刊⽔源

林」を発刊したこと等による広報活動の促進が認められる。 
森林保険業務においては、新たに Facebook の運⽤を開始し、各種誌⾯への広告掲載やイベント出展等による積極的な情報発信を⾏ったほか、広報誌「森林保険だより」での気象災害に関する情報の

発信や森林経営管理制度における保険の活⽤のための特別号の発刊、森林保険パンフレットの新規発⾏など、森林組合系統や⾃治体、各種会議や個別訪問等において効果的な普及・啓発の実施が認め
られる。 

以上の取組に加え、スギのゲノム編集など最新の育種技術の⼀般向け研究施設⾒学会を実施したこと、新型コロナウイルス感染症拡⼤の影響下に対応したオンラインによる「夏休みこども研究相
談」を初めて実施したこと、改質リグニン製造プラント竣⼯式に関するプラント⾒学等のアレンジと記者発表を実施したことなど活発なアウトリーチ活動の展開や、専⾨紙への「最新技術講座」の企
画提案と連載開始、さらには、多摩森林科学園の森の科学館における⽔源林造成業務事業 PR 動画の常設展⽰といった機構内連携による広報活動も実施されており、計画を上回る実績が認められるこ
とから、「A」評定とした。 

 
４．その他参考情報 

特になし。 
 
 
 

別表 
 達成⽬標 基準値 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 （参考情報） 

当年度までの累積値等、必要な情報 
⼀般公開等 （回数［回］、参加⼈数［⼈］)  回数 ⼈数 回数 ⼈数 回数 ⼈数 回数 ⼈数 回数 ⼈数 回数 ⼈数  
⼀般公開 （研究所）   1 − 1 61          
公開講演会（研究所）  1 − 1 −         オンライン開催 
林⽊育種成果発表会  1 260 1 300         オンライン開催 
施設⾒学（学校団体等）（研究所・⽀所）  − − 15 342          
⼀般公開（北海道育種場・北海道⽀所）  1 − 1 −         オンライン開催 
合同成果報告会（東北育種場・岩⼿県・東北⽀所）  1 − 1 −         動画配信 
北海道地域⼀般公開  1 − 1 1         オンライン開催 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他の業務運営に関する重要事項）様式  

 

技術開発成果発表会  1 − 1 72          
公開講演会（関⻄⽀所）  1 − 1 98          
シンポジウム（関⻄⽀所）⾶騨、和歌⼭  1 − 2 260          
特別講演会（関⻄⽀所）  − − 2 100         ハイブリッド開催 
公開講演会（四国⽀所）  1 − 1 −         動画配信 
⽊材利⽤シンポジウム 2022in ⾼知（四国⽀所）  − − 1 −         ハイブリッド開催 
   
森林教室等（回数［回］)  回数 回数 回数 回数 回数 回数  
森林講座（動画公開）（研究所）  1 5      
夏休み⼦ども研究相談（オンライン）（研究所）  − 1      
LALA ガーデンつくば キッズデー（研究所）  − 1      
現地検討会（関⻄⽀所）⾶騨、和歌⼭  − 2      
森林教室（関⻄⽀所）  1 3      
ラジオ放送「東北のもり」（⽀所・育種場・⽔源林
整備事務所）  6 6      

         
協賛・後援した催事等（回数［回］)  回数 回数 回数 回数 回数 回数  
つくばちびっ⼦博⼠  − 1      
みどりとふれあうフェスティバル（オンライン）  − 1      
WOOD コレクション 2022（オンライン）  − 1      
こうち環境博 2022  − 1      
牧野植物園巡回展「つなげ！⾼知の少ない⽣き物た
ち」 

 − 1      

京博連京都ミュージアムロード  − 1      
科博連サイエンスフェスティバル  − 1      
近畿中国森林管理局:森林(もり)のギャラリー  1 1      
林野庁中央展⽰  3 1      
農林⽔産省の消費者の部屋  − 1      
農林⽔産省主催「アグリビジネス創出フェア 2021」  − 1      
スギ・ヒノキ花粉削減対策シンポジウム  − 1      
川崎駅前優しい⽊のひろば  − 1      

    
定期刊⾏物（発⾏回数［回］、発⾏部数［部］）  回数 部数 回数 部数 回数 部数 回数 部数 回数 部数 回数 部数  
森林総合研究所研究報告（研究所）  ４ 4,720 4 4,980          
季刊森林総研（研究所）  ４ 23,730 4 32,000          
環境報告書（研究所）  １ 2,247 1 −         今年度よりウェブサイト掲載 
研究成果選集（研究所）  １ 2,405 2 3,000          
北の森だより（北海道⽀所）  − − 2 2,200          
フォレストウインズ（東北⽀所）  − − 4 4,000          
四国の森を知る（四国⽀所）  − − 2 1,900          
研究情報（関⻄⽀所）  − − 4 8,800          
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他の業務運営に関する重要事項）様式  

 

林⽊育種の実施状況及び統計（育種センター）  1 315 1 400          
林⽊育種情報（育種センター）  3 10,339 3 10,900          
年報（研究所、⽀所、育種センター、育種場）（ウ
ェブ掲載）  − − 13 −          
北海道育種場だより  1 − 2 600          
東北の林⽊育種  4 − 3 3,600          
関⻄育種場だより  3 − 3 927          
九州育種場だより  2 − 2 670          
広報誌「季刊⽔源林」  4 − 4 16,000          
森林整備センターパンフレット  − − 6 −          
⽔源林造成事業パンフレット  − − 5 −          
季刊誌「森林保険だより」  4 24,400 4 24,800          
季刊誌「森林保険だより」特別号  − − 1 1,000          
森林保険パンフレット（令和元年度版）増刷  − − 1 30,000          
森林保険パンフレット（令和３年度版）  − − 1 130,000          
森林保険通信(メール配信・ウェブ掲載)   − − 9 −          
森林保険ポスター  ― ― 1 5,000          
    
⾮定期刊⾏物  (ISBN登録分)（研究所）［回］  回数 回数 回数 回数 回数 回数  
  11 14      
         
その他広報活動［回］    
森林保険広告掲載  ― 5      

 

-99-



様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第４−３ 
 

第４ その他業務運営に関する重要事項 
３ ガバナンスの強化 

当該項⽬の重要度、困難度  
 

関連する政策評価・⾏政事業レ
ビュー 

政策評価書：事前分析表農林⽔産省４−⑪、⑲ 
⾏政事業レビューシート事業番号：2022-農⽔-21-0224、2022-農⽔
-21-0259、2022-農⽔-21-0246 

 
２．主要な経年データ 

指標等 達成⽬標 基準値 
(※１) 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 （参考情報） 

該当なし          
※１ 前中⻑期⽬標期間の平均値 
 

３．各事業年度の業務に係る⽬標、計画、業務実績、年度評価に係る⾃⼰評価及び主務⼤⾂による評価 
中⻑期⽬標 中⻑期計画 
（１）内部統制の充実・強化  

内部統制については、効果的かつ効率的に業務を運営していけるよう、内部統制システムの有
効性を確認しながら、PDCA サイクルが有効に働くマネジメントを適切に⾏うことが重要であ
る。  

このため、関係通知や業務⽅法書に定めた事項を適正に実⾏するなど、研究開発業務・⽔源林
造成業務・森林保険業務の各業務の特性に応じた内部統制の更なる充実・強化及び着実な運⽤を
図る。また、法⼈の⽬標や各業務の位置付け等について役職員の理解を促進し、役職員のモチベ
ーションの⼀層の向上が図られるよう取り組む。  

新たな感染症の流⾏を含めた各種リスクへの適切な対応のためのリスク管理の強化を図ると
ともに、職員に対し適切な業務執⾏を図るためのルールの周知徹底を⾏う。また、監査従事職員
の資質の向上を図ることにより、内部監査を効率的・効果的に実施する。 

（１）内部統制の充実・強化  
関係通知や業務⽅法書に定めた事項を適正に実⾏することとし、森林研究・整備機構の「内部

統制の基本⽅針」に基づき、理事⻑のリーダーシップの下、研究開発業務、⽔源林造成業務及び
森林保険業務の各業務の特性に応じた内部統制システムの着実な運⽤を図る。また、森林研究・
整備機構の⽬標や各業務の位置付け等に関する役職員の理解を促進し、モチベーションの向上
につなげる。  

新たな感染症の流⾏を含めた各種リスクの発⽣防⽌及びリスクが発⽣した場合の損失の最⼩
化を図り適正な業務の実⾏を確保するため、リスク管理の強化を図ることとし、常にリスクの洗
い出し等を⾏うとともに、業務継続計画等を必要に応じて⾒直すこととする。  

また、監事及び監査法⼈等との連携強化を図るとともに監査従事職員等の資質向上を図りつ
つ、PDCA サイクルの取組の徹底など、内部監査を効率的・効果的に実施する。  

（２）コンプライアンスの推進  
森林研究・整備機構に対する国⺠の信頼を確保する観点から法令遵守を徹底し、法令遵守や倫

理保持に対する役職員の意識の向上を図る。  
特に、研究活動における不適正⾏為については、政府が⽰したガイドライン等を踏まえた対策

を推進する。  
また、コンプライアンス確保のために PDCA サイクルの取組の徹底など必要な取組が充分に

機能するよう、外部有識者を含めたコンプライアンス委員会を開催する。 

（２）コンプライアンスの推進  
役職員は、森林研究・整備機構の使命達成のため、「⾏動規範」及び「職員倫理規程」等を遵

守し、⾼い倫理観をもって業務を遂⾏する。  
このため、外部有識者を含めたコンプライアンス推進委員会を開催し、PDCA サイクルの取

組の徹底など、毎年度の取組⽅針を定め、これに基づきコンプライアンスの確保を図る。  
また、研究活動における不適正⾏為を防⽌するため、政府が⽰したガイドライン等を踏まえ、

不正防⽌計画等の対策を着実に推進する。 
主な評価軸（評価の視点）、指標等 
評価の視点 評価指標 

 
＜評価の視点１＞  

・各業務の特性に応じた内部統制システムの着実な運⽤が図られているか。 
（評価指標１）  

１ 内部統制システムの着実な運⽤の取組状況 
＜評価の視点２＞  

・法⼈におけるコンプライアンス徹底のための取組、研究上の不適正⾏為を防⽌するための取組が
適切に⾏われているか。 

（評価指標２）  
１ 法令遵守などのコンプライアンスの取組状況 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 様式 

 

年度計画 法⼈の業務実績等・⾃⼰評価  
 業務実績 ⾃⼰評価 
 ＜主要な業務実績＞ 評定 Ｂ 
第４ その他業務運営に関する重要事

項 
３ ガバナンスの強化 
（１）内部統制の充実・強化  

各業務の特性に応じた内部統
制システムの着実な運⽤を図る
とともに、森林研究・整備機構の
⽬標や各業務の位置付け等に関
する役職員の理解を促進するた
めの取組を⾏い、モチベーショ
ンの向上につなげる。  

新たな感染症の流⾏を含めた
各種リスクの発⽣防⽌及びリス
クが発⽣した場合の損失の最⼩
化を図り適正な業務の実⾏を確
保するため、リスク管理の強化
を図ることとし、常にリスクの
洗い出し等を⾏うとともに、業
務継続計画等を必要に応じて⾒
直すこととする。  

また、監事及び監査法⼈等と
の連携強化を図るとともに、各
種研修への参加等により監査従
事職員等の資質向上を図りなが
ら、PDCA サイクルの取組の徹
底など、内部監査を効率的・効果
的に実施する。 

 
 
 
（評価指標１）  
１ 内部統制システムの着実な運⽤の取組状況 

法⼈のガバナンス機能の強化を図るため、内部統制に関する事項を定めた理事会規程に基づき、理事
会の適切な運営に努めた。 

また、コンプライアンス、リスク管理に係る規程類に基づき、機構内各業務の関係部局との連携強化
に努めた。 

さらに、新型コロナウイルス感染症対策については、機構の対策実⾏本部により感染状況や政府の対
策等を踏まえた対策を検討し、各業務において実⾏に移した。 

監事及び会計監査⼈においては、監事の業務監査の有効性を⾼めるため、監査計画の策定、期中監査
の実施状況及び決算監査における取りまとめ報告について、各段階で意⾒交換を⾏いながら密接な連携
強化を図った。また、監査従事職員を以下の各種講習会等に参加させ、情報を収集するなど資質向上を
図りながら、各部⾨において PDCA サイクルの下、内部監査を効率的・効果的に実施した。 

・（財）経済調査会主催「公共調達と会計検査・公共⼯事と会計検査講習会」 
・内閣官房 内閣サイバーセキュリティセンター政府機関総合対策グループ主催「政府機関等のサイ

バーセキュリティ対策のための統⼀基準群について」 
 

＜評定と根拠＞ 
理事会の適切な運営に努め、機構内各業務の関係部局

との連携強化に努めた。新型コロナウイルス感染症対
策については、機構の対策実⾏本部により感染状況や
政府の対策等を踏まえた対策を実⾏した。監査従事職
員を各種講習会等に参加させ、資質向上を図りながら、
内部監査を効率的・効果的に実施した(評価指標１) 。 

 

（２）コンプライアンスの推進  
役職員は、森林研究・整備機構

の使命達成のため、「⾏動規範」
及び「職員倫理規程」等を遵守
し、⾼い倫理観をもって業務を
遂⾏する。  

このため、外部有識者を含め
たコンプライアンス推進委員会
を開催し、PDCA サイクルの取
組の徹底など、取組⽅針を定め、
これに基づきコンプライアンス
の確保を図る。  

 

（評価指標２）  
１ 法令遵守などのコンプライアンスの取組状況 

研究開発業務・⽔源林造成業務等・森林保険業務の各業務が実施する事務及び事業の具体的内容が⼤
きく異なることから、それぞれの業務ごとに外部有識者を含めたコンプライアンス推進委員会を開催
し、その中で決定した⽅針に基づき⼀年間取り組み、その取組状況について点検・評価した上で、次年
度の取組⽅針へ反映させた。特に、コンプライアンスの意識向上に向けた取組には、職員の⾝近で具体
的な事例が有効であることから、年度末に、業務別に「コンプライアンス・ハンドブック」を全て改定
し、全役職員に配布・周知を⾏った。 

また、公益通報者保護法の改正に伴う公益通報処理規程の改正を令和４年４⽉から施⾏するため、外
部有識者（弁護⼠２名）の意⾒を反映させるとともに、弁護⼠に外部窓⼝を委託し、不祥事を未然に防
ぐための通報・相談体制を構築し、法の趣旨に沿う改正案を慎重に検討、作成した。 

研修については、新型コロナウイルス感染拡⼤の防⽌に配慮しつつ、対⾯とウェブを活⽤した階層別
研修等を実施するとともに、実施後は e ラーニングにより習熟度チェックを⾏った。 

なお、国⽴研究開発法⼈協議会が提唱した 12 ⽉を「コンプライアンス推進⽉間」とする取組に機構
として参加し、役員より全職員へメッセージを発したほか、ポスター掲⽰並びにコンプライアンス標語
募集を実施するなどの意識強化の取組を⾏った。 

 
【研究開発業務】 
（１）主な研修 

 
コンプライアンス推進委員会を開催し、その中で決定

した⽅針に基づき、コンプライアンスに関連する研修、
コンプライアンス意識調査の実施・分析、公益通報窓⼝
等の周知徹底などの取組を⾏った。研究倫理教育 e ラ
ーニングの受講や、「研究インテグリティの確保と研究
公正性について」の講演を⾏うなど、新たな観点から研
究（費）不正防⽌に取り組んだ。研究費の使⽤について
は、要求時及び契約時に内容審査を厳正に実施した（評
価指標２）。 
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・コンプライアンス及びハラスメント研修（役職員全員） 
・公的研究費等に関するコンプライアンス教育研修（役職員全員のほか、研修⽣等で公的研究費等（運

営費交付⾦を含む）による経費の⽀給を受ける者（可能性のある者を含む。））。 
・情報セキュリティ研修（役職員全員及び研修⽣等） 
・研究倫理研修（研究に関わる役職員及び⽇本学術振興会特別研究員） 
・発注者綱紀保持に関する研修（⾮常勤職員を除く役職員全員） 
※研修⽣等には、研修⽣、⽇本学術振興会特別研究員及び派遣職員など、当機構との雇⽤関係がない

者で、当該業務に関わる者も含む。 
※育児休業等、事情により受講できなかった者は除く。 

（２）主な取組状況 
○コンプライアンス意識向上の取組 

・コンプライアンス意識調査の実施、分析を⾏い、その内容について各組織に周知し普及啓発に努め
た。 

・コンプライアンス推進⽉間の独⾃の取組として、電⼦掲⽰板に各種規程や、通報・相談窓⼝の再確
認及び注意喚起を実施した。また、コンプライアンス違反事例を紹介し、意識の向上を図った。 

・物品や役務の契約件数が多くなる年度末に向け、カスタマーハラスメントを含むコンプライアンス
について、事例を⽰し、職員及び関係業者へ周知を⾏った。 

・７⽉以降毎⽉⼀⽇に、所内電⼦掲⽰板を利⽤し、コンプライアンスに関するトピックスを紹介した。 
○公益通報窓⼝等の周知徹底 

・周知⽤ポスターを掲⽰するとともに、所内連絡会議や新規採⽤者研修において各種制度の周知を⾏
った。 

 
【⽔源林造成業務】 
（１）主な研修 

・コンプライアンス全般に関する研修（⾮常勤職員を除く役職員全員） 
・e ラーニングによるコンプライアンス研修（役職員全員） 
・「コンプライアンス推進の⼼得」を使⽤した研修（新任管理職） 
・ハラスメント事例を中⼼とした研修（新任係⻑及び新規採⽤職員） 
・情報セキュリティ研修（役職員全員） 
・各地域で開催の著作権研修等（実務担当者等） 
※育児休業等、事情により受講できなかった者は除く。 

（２）主な取組状況 
○コンプライアンス意識の向上を図る取組 

・コンプライアンス・ハンドブックを⾒やすい内容に改定し、コンプライアンスに対するより⼀層の
理解と意識の向上を図った。 

・毎⽉発⾏しているニュースレターに掲載した最近のコンプライアンス違反事例の記事等を題材に、
各職場内でディスカッションを⾏った。 

・各職場におけるコンプライアンスの取組⽬標・取組結果を四半期ごとに取りまとめ幹部会に報告す
るとともに、各職場にもフィードバックし情報共有を図った。 

・各職場でのディスカッションを通じてコンプライアンス意識の向上を図った。 
○⾵通しの良い職場づくりの取組 

・「コミュニケーションスキルの向上」、「モチベーションの向上」、「定時退所の促進」、「メンタルヘル
スの向上」、「ハラスメント対策」など、より良い職場環境づくりに資する取組を継続して進めた。 

・「公益通報窓⼝・苦情相談窓⼝」の連絡先を記したビラを職場内に掲⽰し、周知を図った。 
○コンプライアンス⾃⼰診断（11 ⽉） 

・役職員全員を対象に法令遵守や倫理の保持等を定めた「緑の⾏動規範（10 原則）」の⾃⼰評価を実
施することで、コンプライアンスの浸透・定着状況を確認した。このことにより、個々⼈の⾏動規
範に対する意識の維持・向上を図った。 

○コンプライアンス推進⽉間（12 ⽉）の活動 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 様式 

 

・役職員全員を対象に e ラーニングシステムを活⽤したコンプライアンス理解度テストを実施し、コ
ンプライアンス及び倫理に対する認識を深め意識の向上を図った。 

 
【森林保険業務】 
（１）主な研修 

・コンプライアンス及びハラスメント研修（全職員） 
・情報セキュリティ研修（全職員） 
※育児休業等、事情により受講できなかった者は除く。 

（２）主な取組状況 
○コンプライアンス意識の向上 

・全職員を対象にコンプライアンス⾏動規範の⾃⼰診断を実施し、コンプライアンス意識の維持・向
上を図った。 

・会議や研修等の場でコンプライアンス・ハンドブックを積極的に活⽤し、意識の強化に努めた。 
○コンプライアンス違反を未然に防ぐ⾵通しの良い組織づくり 

・コンプライアンスに関する題材をもとに、各課室において四半期ごとに意⾒交換会を実施し、各職
員の考えや問題意識を共有することで、課室内の意思疎通を図り良好な職場環境づくりに努めた。 

・業務上のリスク項⽬を取りまとめた「危険予知活動実践表」をもとに全職員が⾃⼰点検を実施し、
危機管理意識の向上を図った。 

・公益通報制度の活⽤を推進するため、職場内にポスターを掲⽰するとともに、会議や研修等の場で
周知を図った。 

 
また、研究活動における不適

正⾏為を防⽌するため、政府が
⽰したガイドライン等を踏ま
え、不正防⽌計画等の着実な推
進に努める。 

第５期中⻑期⽬標期間の初年度となる今年度は、APRIN（（⼀財）公正研究推進協会）の研究倫理教育
e ラーニングの受講対象となる研究者全員に受講させた。 

また、統合イノベーション戦略推進会議において令和３年４⽉ 27 ⽇に決定された「研究活動の国際化、
オープン化に伴う新たなリスクに対する研究インテグリティの確保に係る対応⽅針について」に対応すべ
く、研究倫理研修（10 ⽉ 21 ⽇開催）において「研究インテグリティの確保と研究公正性について」と題
して篠原 彰教授（阪⼤ 蛋⽩研）に講演をいただいた。研究インテグリティに関して、上述の新たなリス
クへの対応体制について関係各所と協⼒し、新たな観点から研究及び研究費の不正防⽌に取り組んだ。 

研究費の使⽤については、適正な物品購⼊のため研究課題ごとに、物品等購⼊計画書の提出を徹底し、
要求時及び契約時に内容審査を厳正に実施した。 

また、「公的研究費等の不正防⽌に向けて」、「公的研究費の事務⼿引き」、「科学研究費助成事業経
理事務⼿引き」を最新の情報となるよう⾒直すとともに、不正防⽌に関する教育研修及び事務説明会の開
催、理解度テストの実施により周知徹底を図り、不正防⽌計画の着実な推進に努めた。 

 

  以上を総合的に勘案し、第４−３に係る⾃⼰評価は
「Ｂ」とする。 

 
＜課題と対応＞ 
引き続き中⻑期計画に沿って取り組む。 

主務⼤⾂による評価  評定 B 
＜評定に⾄った理由＞ 

⾃⼰評価書の「B」との評価結果が妥当であると確認できた。 
 
４．その他参考情報 

特になし。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項） 様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第４−４ 第４ その他業務運営に関する重要事項 

４ ⼈材の確保・育成 
当該項⽬の重要度、困難度  関連する政策評価・⾏政事業レ

ビュー 
政策評価書：事前分析表農林⽔産省４−⑪、⑲ 
⾏政事業レビューシート事業番号：2022-農⽔-21-0224、2022-農⽔
-21-0259、2022-農⽔-21-0246 

 
２．主要な経年データ 

指標等 達成⽬標 基準値 
(※１) 3 年度 4 年度 5 年度 6 年度 7 年度 （参考情報） 

当年度までの累積値等、必要な情報 
評価指標１に係るもの         

年度当初の常勤職員数［名］         
研究開発 ― 747 766     各年度当初の 4 ⽉ 1 ⽇現在の職員数 
⽔源林造成業務 ― 354 347     〃 
森林保険 ― 31 31     〃 

研修件数［件］ ― 55 76      
研修受講者数［名］ ― 7,416 10,860      
免許・資格取得者数［名］ ― 14 13      

評価指標３に係るもの         
ラスパイレス指数（⼀般職員） ― 101.1 100.9      
ラスパイレス指数（研究職員） ― 100.1 100.2      

※１ 前中⻑期⽬標期間の最終年度の実績値 
 

３．各事業年度の業務に係る⽬標、計画、業務実績、年度評価に係る⾃⼰評価及び主務⼤⾂による評価 
中⻑期⽬標 中⻑期計画 
（１）⼈材の確保・育成  

業務を効率的かつ効果的に推進するため、「⼈材確保・育成⽅針」を策定し、職員の適切な配
置等を図る。 

研究開発業務においては、国籍や性別を問わず、若⼿や異業種・異分野などの多様な研究者や
技術者、知的財産や情報セキュリティ等に関する⾼度な専⾨性を有する⼈材の確保に努める。こ
のほか、研究成果の社会実装化を推進するため、新たなニーズに対応する異分野との連携の必要
性が拡⼤したこと等を踏まえ、他組織との⼈的連携の⼀層の強化を図る。 

⽔源林造成業務においては、新卒者の採⽤に加え必要に応じて即戦⼒となる社会⼈経験者の採
⽤も図るなど、必要な⼈材を確保する。 

森林保険業務においては、新卒者の採⽤に加え、林野庁、損害保険会社及び森林組合系統から
の出向等により必要な⼈材を確保する。 

また、個⼈の資質や経歴、年齢に応じた⼈材育成を⾏うこととし、研修等の実施を通じて、職
員を様々なキャリアパスに誘導するよう努める。特に研究職員については、産学官を結集したプ
ロジェクトをマネジメント可能な⼈材の育成を図るとともに、研究者の流動化や⼈材交流等によ
りスキルアップを図る。 

（１）⼈事に関する計画  
業務を効率的かつ効果的に推進するため、職員の適切な配置等を実施する。 
⼤学での林学・林産学の研究分野が改廃され、⼤学院への進学者数が減り、我が国の当該分野

の研究基盤が揺らいでいる中で、分野・業種をまたがったイノベーションの推進が必要になって
いる。そのため、研究開発業務においては、国内最⼤の森林・林業・⽊材産業及び林⽊育種分野
の試験研究機関として、基礎から応⽤にわたる研究開発を⽀える⼈材を確保し、またその成果の
創出・イノベーション推進のため、国籍や性別を問わず、若⼿や異業種・異分野などの多様な研
究者や技術者、知財、情報セキュリティ等⾼度な専⾨性を有する⼈材の確保・育成に努める。 

⽔源林造成業務においては、新卒者の採⽤に加え必要に応じて即戦⼒となる社会⼈経験者の
採⽤も図るなど、必要な⼈材を確保する。 

森林保険業務においては、新卒者の採⽤に加え、林野庁、損害保険会社及び森林組合系統から
の出向等により必要な⼈材を確保する。 

（２）職員の資質向上 
職員個⼈の資質や経歴、年齢に応じた⼈材育成を⾏うこととし、研修等の実施を通じて、職員

を様々なキャリアパスに誘導するよう努める。 
研究職員については、社会ニーズを把握し、産学官を結集したプロジェクトをマネジメント可

能な⼈材を育成するとともに、⼤学や⺠間企業等との⼈材交流や研究者の⼈材流動化等による
研究者個々のスキルアップを図る。さらに、オープンサイエンス化を⾒据えた情報公開に向け
て、研究データを専⾨的に取り扱える⼈材の育成を推進する。 

⼀般職員については、必要な各種資格の計画的な取得を⽀援する。特に、⽔源林造成業務や森
林保険業務では、⾼度な専⾨知識と管理能⼒を有する職員を育成する。 
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（２）⼈事評価システムの適切な運⽤  
職員の業績及び能⼒の評価については、公正かつ透明性の⾼い評価を実施する。その際、研究

職員の評価は、研究業績のみならず、研究開発成果の⾏政施策・措置の検討・判断への貢献、技
術移転活動への貢献等を⼗分に勘案したものとする。また、⼀般職員等の評価は、国が実施する
評価制度に準じたものとする。  

⼈事評価結果については、組織の活性化と業務実績の向上を図る観点から、適切に処遇へ反映
させる。 

（３）⼈事評価システムの適切な運⽤  
職員の業績及び能⼒の評価については、公正かつ透明性の⾼い評価を実施する。  
研究職員の業績評価については、研究業績、学術団体等関係機関との連携、⾏政及び⺠間・企

業等への技術移転等の研究開発成果の最⼤化に係る活動並びに機構の管理・運営業務等の実績
を⼗分に勘案して⾏う。また、⼀般職員等については、組織の活性化と実績の向上を図る等の観
点から、国が実施する評価制度に準じた評価を実施する。  

⼈事評価結果については、組織の活性化と業務実績の向上を図る観点から、適切に処遇へ反映
させる。 

（３）役職員の給与⽔準等  
役職員の給与については、職務の特性や国家公務員・⺠間企業の給与等を勘案した⽀給⽔準と

し、透明性の向上や説明責任の確保のため、役職員の報酬・給与⽔準を公表する。 

（４）役職員の給与⽔準等  
役職員の報酬・給与については、職務の特性や国家公務員の給与等を勘案した⽀給⽔準とし、

透明性の向上や説明責任の確保のため、役職員の報酬・給与⽔準を公表する。 
主な評価軸（評価の視点）、指標等 
評価の視点 評価指標 
＜評価の視点１＞  

・各業務において、必要とする⼈材を確保しているか。  
・各種研修等を計画的に実施し、⾼度な専⾨知識と管理能⼒を有する職員を育成しているか。  
 
 

（評価指標１） 
１ 研究開発業務における多様な⼈材の確保、育成するための取組状況  
２ ⽔源林造成業務、森林保険業務の適正な実施に必要な職員数を確保しているか。  
３ 各種研修等を計画的に実施し、⾼度な専⾨知識と管理能⼒を有する職員を育成しているか。 

＜評価の視点２＞  
・職員の業績及び能⼒評価を適切に⾏っているか。  
・研究職員については、研究業績のみならず、研究開発効果の⾏政施策や技術移転活動等への貢献

に応じた評価を⾏っているか。また、⼈事評価結果を適切に処遇へ反映しているか。 

（評価指標２） 
１ ⼈事評価の実施状況  
２ ⼈事評価結果の処遇への反映状況 

＜評価の視点３＞  
・給与⽔準は適切に維持され、説明責任が果たされているか。 

（評価指標３） 
１ ラスパイレス指数 

年度計画 法⼈の業務実績等・⾃⼰評価  
 業務実績 ⾃⼰評価 
 ＜主要な業務実績＞ 評定 B 
第４ その他業務運営に関する重要事

項 
４ ⼈材の確保・育成 

業務の円滑な運営のために⼈材
の確保・育成⽅針を策定し、機構
の持つ⼈的資源の活⽤の最⼤化に
取り組む。  

（１）⼈事に関する計画  
業務を効率的かつ効果的に推

進するため、職員の適切な配置
等を実施する。 

研究開発業務においては、基
礎から応⽤にわたる研究開発を
⽀える⼈材を確保する。国籍や
性別を問わず、若⼿や異業種・異
分野などの多様な研究者や技術
者、知財、情報セキュリティ等⾼
度な専⾨性を有する⼈材の確保
・育成に努める。 

 
 

（評価指標１）  
１ 研究開発業務における多様な⼈材の確保、育成するための取組状況 
【研究開発業務】 

研究職員の採⽤については、ウェブサイトへ掲載するとともに、関連する⼤学及び都道府県研究機関
並びに科学技術振興機構の研究者⼈材データベースに募集案内の公告掲⽰を依頼するなど広く公募を
かけたほか、英⽂の公募案内を作成し、優れた⼈材の確保を図った。また、⼈材の確保が急務となって
いる研究分野に対しては、博⼠号未取得者をテニュア型任期付職員として募集することで⼈材の確保に
努めた。 

これらにより、研究職員については、⼥性９名（うちテニュア型任期付 2 名）、男性 23 名（うちテ
ニュア型任期付５名）を採⽤した。⼀般職員については、新たに 11 名（⼥性４名、男性７名）を採⽤し
た。 

無線 LAN ネットワークの運⽤や管理、PC 等情報機器の認証情報管理や運⽤、データベース等の研
究成果を公開提供するサーバーの運⽤・管理、その他ネットワークサービスの改良等のため、情報セキ
ュリティ等に関する⾼度な専⾨性を有する特定任期付職員１名を採⽤した。 
 
 

＜評定と根拠＞ 
 
 
左記の業務実績のとおり、⼈材の確保・育成について、

当初計画に記載した取組を着実に実施した。 
特に、英⽂の公募案内を作成し、多様な⼈材の確保に

努めるとともに、情報セキュリティ等に関する⾼度な専
⾨性を有する特定任期付職員を採⽤し、⼈材の確保・育
成に努めた（評価指標１−１）。 
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⽔源林造成業務においては、

新卒者の採⽤に加え必要に応じ
て即戦⼒となる社会⼈経験者の
採⽤も図るなど、必要な⼈材を
確保する。 

２ ⽔源林造成業務、森林保険業務の適正な実施に必要な職員数を確保しているか。 
【⽔源林造成業務】 

⽔源林造成業務の確実な実施に必要な職員を確保するため、ウェブサイト及び就職情報サイトへ募集
案内の掲⽰を⾏うとともに、職員採⽤パンフレットを各所へ配布し、新卒者 12 名（⼥性 3 名、男性 9
名）を採⽤するとともに、社会⼈経験者 10 名（⼥性 3 名、男性 7 名）を採⽤した。 

 
 
⽔源林造成業務及び森林保険業務については、新卒

者、社会⼈経験者及び林野庁等からの出向等により、業
務の確実な実施に必要な⼈材を確保した。（評価指標１
−2） 

 
 

森林保険業務においては、林
野庁、損害保険会社及び森林組
合系統からの出向等により必要
な⼈材を確保する。 

【森林保険業務】 
森林保険業務の確実な実施に必要な職員を確保するため、林野庁、損害保険会社及び全国森林組合連

合会からの出向により、林業経営や森林被害、損害保険等に精通した⼈材を確保した。 
 

（２）職員の資質向上  
職員個⼈の資質や経歴、年齢

に応じた⼈材育成を⾏うことと
し、研修等の実施を通じて、職員
を様々なキャリアパスに誘導す
るよう努める。  

 

３ 各種研修等を計画的に実施し、⾼度な専⾨知識と管理能⼒を有する職員を育成しているか。 
国や独⽴⾏政法⼈等が主催する各種研修、技術講習会やセミナーなどに職員を参加させるとともに、

所内eラーニングを活⽤し全職員を対象とするコンプライアンス研修やハラスメント防⽌研修等の受講
を義務づけ、職員の資質向上を図った。 
 
○研究開発業務における研修等受講者数 

研修件数 50 件  受講者数 9,305 名（詳細は別表１参照） 
○⽔源林造成業務における研修等受講者数 

研修件数 14 件  受講者数 1,250 名（詳細は別表２参照） 
○森林保険業務における研修等受講者数 

研修件数  12 件  受講者数   305 名（詳細は別表３参照） 
計   76 件    延べ 10,860 名    

 
【研究開発業務】 

以下により、若⼿研究職員を中⼼に⼈材の育成を図った。 
・研究所内において、所内短期技術研修、語学研修、英語プレゼンテーション研修等を実施した。 
・年度当初の運営費交付⾦による競争的研究費（交付⾦プロジェクト２）の募集においては、新規採⽤

者を含む若⼿職員並びに研究⽀援業務から研究業務へ復帰する者からの課題提案を推奨した。（採択
課題 12 課題中、若⼿枠は 6 課題、復帰⽀援枠は 3 課題を採択） 

・森林総研特別研究員（PD）による外部資⾦への応募に関しては、これまで専従義務の緩和の所内申し
合わせを元に認めていたが、「競争的研究費においてプロジェクトの実施のために雇⽤される若⼿研
究者の⾃発的な研究活動等に関する実施⽅針（令和２年１２⽉１８⽇改正 競争的研究費に関する関
係府省連絡会申し合わせ）」を受け、森林総研特別研究員の研究能⼒を⾼めるとともに、競争的研究
費において雇⽤されつつ独⽴した⾃由な研究環境の下での活躍を促した。その結果、10 名の森林総
研特別研究員のうち３名が外部資⾦へ応募し、研究経験値の向上に寄与した。 

※ 競争的研究費においてプロジェクトの実施のために雇⽤される若⼿研究者について、雇⽤されてい
るプロジェクトから⼈件費を⽀出しつつ、当該プロジェクトに従事するエフォートの⼀部を、プロジ
ェクトの推進に資する若⼿研究者の⾃発的な研究活動や研究・マネジメント能⼒向上に資する活動に
充当することを可能とする申し合わせ。 

 
・データサイエンス及び森林サービス産業に関する分野横断的研究会を発⾜させ、メーリングリスト等

で研究者間の情報交換を⾏う基盤を構築した。 
・任期付研究員のテニュア審査対象者（6 名、令和 3 年度任期満了予定者）のうち令和 3 年度には未取

得だった 1 名が取得し、対象者全員が博⼠号を取得した。 
 

 
各種研修等については、外部研修の他にも、所内 e ラ

ーニングを活⽤し全職員に各種研修受講を義務づけ、
研修機会を増やすことによって、職員の資質向上を図
った（評価指標１−３）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
よりよい研究成果の発現に繋げていくため、引き続

きクロスアポイントメントを実施した。なお、同クロス
アポイントメントは令和 3 年度で期間満了予定であっ
たが、研究の更なる深化に向け、令和４年度からの期間

研究職員については、社会ニ
ーズを把握し、産学官を結集し
たプロジェクトをマネジメント
可能な⼈材を育成するととも

研究開発業務の⼈材を育成するため、筑波⼤学とのクロスアポイントメント協定を継続し、１名の在籍
派遣を⾏った。 
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に、⼤学や⺠間企業等との⼈材
交流や研究者の⼈材流動化等に
よる研究者個々のスキルアップ
を図る。 

を延⻑した。 
 

さらに、オープンサイエンス
化を⾒据えた情報公開に向け
て、研究データを専⾨的に取り
扱える⼈材の育成を推進する。 

オープンサイエンス化を⾒据え新設した研究基盤室において、機関リポジトリの構築を進め、研究職員
の発表論⽂を公表する準備を進めた。 

 
※ オープンサイエンス化 

論⽂や論⽂の根拠データなどの学術情報をインターネットから無料で⼊⼿でき、誰でも制約なくア
クセスできるようにすること。 

※ 機関リポジトリ 
⽣産された研究成果等を電⼦的に収集・蓄積・保存し、内外に無償で発信・提供することにより、

学術研究の発展に資するとともに、社会に貢献するためのシステム。 
 

⼀般職員については、必要な
各種資格の計画的な取得を⽀援
する。特に、⽔源林造成業務や森
林保険業務では、⾼度な専⾨知
識と管理能⼒を有する職員を育
成する。 

【研究開発業務】 
研究業務及び研究⽀援業務の遂⾏のために、「国⽴研究開発法⼈森林研究・整備機構森林総合研究所

等国家資格等の取得に関する取扱い要領」に基づき、新たに必要となる免許及び資格を確実に取得させ
るとともに、各種の講習会等に参加させることによって、職員の資質の向上を図った。 

 
○研究開発業務における免許取得者数 

危険物取扱者（甲種）（3 名）、危険物取扱者（⼄種第 4 類）（8 名）、第⼀種衛⽣管理者（1 名） 
合計 12 名 

 
○研究開発業務における技能講習会等参加者数 

29 種の技能講習会等にのべ 118 名が参加した（詳細は別表４参照）。 
 
【⽔源林造成業務】 

業務の円滑な遂⾏に資するために、「森林整備センターにおける⼈材育成の基本⽅針」に基づき、官
庁等が主催する外部研修会等に職員を参加させ資質の向上を図った。 
 
○⽔源林造成業務における外部研修会等参加者数 

研修件数 24 件 受講者数 116 名（詳細は別表５参照） 
 

【森林保険業務】 
職員の資質向上を図り業務の円滑な遂⾏に資するため、「国⽴研究開発法⼈森林研究・整備機構森林

保険センター国家資格等の取得に関する取扱要領」に基づき、業務遂⾏に有⽤な資格取得の促進に努め
るとともに、「国⽴研究開発法⼈森林研究・整備機構森林保険センター職員研修要領」に基づき職員の
研修計画を作成し、官公庁等が主催する外部研修会等に職員を参加させ、職員の資質の向上を図った。 
 
○森林保険業務における資格取得者数 

第⼀種衛⽣管理者(１名)   合計 1 名 
 

○森林保険業務における外部研修会等参加者数 
研修件数 7 件  受講者数 16 名 （詳細は別表６参照） 

 
 

（３）⼈事評価システムの適切な運
⽤  

職員の業績及び能⼒の評価に

（評価指標２） 
１ ⼈事評価の実施状況 
【研究開発業務】 
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ついては、公正かつ透明性の⾼
い評価を実施する。 

研究職員の業績評価については、「研究職員業績評価実施規程及び研究職員業績評価実施要領」に基
づき、研究業績、学術団体等関係機関との連携、⾏政及び⺠間・企業等への技術移転等の研究開発成果
の最⼤化に係る活動並びに機構の管理・運営業務等の実績を⼗分に勘案して⾏った。 

⼀般職員等の⼈事評価については、組織の活性化と実績の向上を図る等の観点から、国が実施する評
価制度に準じた評価を実施した。 

⼀般職員については８⽉、研究職員については１⽉に評価者訓練を実施した。 
 

【⽔源林造成業務】 
４⽉、５⽉及び７⽉に新任管理職を対象に評価者研修を実施した。また、12 ⽉に管理職登⽤後⼀定期

間を経た者を対象に、評価スキルの向上、被評価者の指導に必要な知識、コミュニケーションスキルの
向上を⽬的とした評価者再研修を実施した。 

 
【森林保険業務】 

8 ⽉に新任管理職を対象に評価者研修を受講させた。 
 

評価システムの適切な運⽤についても、左記の業務
実績のとおり、当初計画に記載した取組を着実に実施
した（評価指標２−１及び２−２）。 

 
 

研究職員の業績評価について
は、研究業績、学術団体等関係機
関との連携、⾏政及び⺠間・企業
等への技術移転等の研究開発成
果の最⼤化に係る活動並びに機
構の管理・運営業務等の実績を
⼗分に勘案して⾏う。 

また、⼀般職員等については、
組織の活性化と実績の向上を図
る等の観点から、国が実施する
評価制度に準じた評価を実施す
る。 

⼈事評価結果については、組
織の活性化と業務実績の向上を
図る観点から、適切に処遇へ反
映させる。 

２ ⼈事評価結果の処遇への反映状況 
⼈事評価結果については、昇任、昇格、昇給、勤勉⼿当の成績率判定に活⽤した。 

 

（４）役職員の給与⽔準等  
役職員の報酬・給与について

は、職務の特性や国家公務員の
給与等を勘案した⽀給⽔準とな
るよう取り組むとともに、透明
性の向上や説明責任の確保のた
め、役職員の報酬・給与⽔準を公
表する。 

（評価指標３） 
１ ラスパイレス指数 

法⼈の給与体系については、国家公務員における「⼀般職の職員の給与に関する法律」等に準拠して
職員給与規程を規定しており、⼿当を含め役職員給与の在り⽅について検証した上で給与⽔準の⾒直し
を⾏い、国家公務員と同等の⽔準となるようにした。この結果、令和３年度のラスパイレス指数につい
ては、事務・技術職員は 100.9、研究職員は 100.2 となった。検証結果や取組状況については、６⽉末
に「国⽴研究開発法⼈森林研究・整備機構の役職員の報酬・給与等について」により、ウェブサイト上
で公表した。 

（事務・技術職員）  対国家公務員（⾏政職）100.9 
（研究職員）     対国家公務員（研究職）100.2 

 

 
 
役職員の給与⽔準等についても、左記の業務実績の

とおり、当初計画に記載した取組を着実に実施した（評
価指標３）。 

  以上を総合的に勘案し、第４−４に係る⾃⼰評価は
「B」とする。 
 

＜課題と対応＞ 
給与⽔準については、国家公務員の⽔準と同程度とな

るよう努める。 
主務⼤⾂による評価  評定 B 
＜評定に⾄った理由＞ 

⾃⼰評価書の「B」との評価結果が妥当であると確認できた。 
 
４．その他参考情報 

特になし。 
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